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はじめに―課題と史料―

本稿は，明治前期において，近世最大の大名たる前田家の資産動向，投資行動やその意思決定

など家政運営のあり方を解明することを課題とする。まず，関連する研究動向と本稿の課題，お

よび使用する史料について説明しておきたい。

従来の華族経済史研究は，とくに千田稔「華族資本の成立・展開―一般的考察―」以降１，「華

族資本」研究としてその投資の内容分析という形で進められ２，藩政期との関連をあまり問題に

１ 『社会経済史学』５２巻１号（１９８６年）所収。
２ 最近の論文としては，森田貴子「華族資本の形成と家政改革―岡山池田家の場合―」（高村直助編著『明
治前期の日本経済』日本経済評論社，２００６年，所収），三浦壮「明治期における華族資本の形成と工業化
投資―旧岩国藩主吉川家の土地・株式投資を事例として―」（『歴史と経済』２２６号，２０１５年，所収），同
「日露戦後から昭和恐慌期における華族資本の形成と資産蓄積の経路に関する考察―旧岩国藩主吉川家の資
産形成と工業化投資を事例として―」（同誌，２３７号，２０１７年，所収），寺尾美保「大名華族資本の誕生―明
治前・中期の島津家の株式投資を通じて―」（『史学雑誌』１２４編１２号，２０１５年，所収）。
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してこなかった。一方，近年の藩研究においては，一般会計のみならずしばしば藩主の管轄下に

ある莫大な特別会計も重要であるとして，藩財政窮乏化論を見直す試みがあり３，また近代の大

名華族は，近世から継承した藩主個人資産も多かれ少なかれあったことも知られている４。とこ

ろが，近世大名がどのようにして近代華族に変貌していったかについての分析はきわめて手薄で

あり５，近世の藩財政研究と近代の大名華族研究の間に研究史上の断絶があるようにさえ思われ

る。

そもそも「華族資本」研究は華族の資産をマルクス経済学的な資本概念に擬えるが，富裕な上

層華族に，資本概念で想定されるようなあくなき利潤追求のインセンティブがあったのであろう

か。じつは，武家華族だけでも経済主体としての性格はきわめて多様と思われ，たとえば同じ旧

加賀藩武家華族でも，本稿の分析対象の前田家も，鉱山開発により資産家となった横山家も，前

掲の千田論文ではともに有力武家華族として挙げられるが，その性格はまったく異なると筆者は

考えている。１９００年まで士族であった旧家老横山家は１８７０年代末頃からリスクをかけて成長を

めざす企業家そのものであった６。他方，旧百万石大名たる前田家は，やや結論的にいえば，少

なくとも明治前期にはリスクを回避し本来的に利殖目的の事業経営にはあまり手を染めたがらな

い富裕な資産家貴族であり，その点は明治中期以降もあまり変わらないと展望している。それら

を一口に「華族資本」としてそれがいつ成立したかといった議論には違和感をもたざるをえな

い。

また大名華族の投資は旧領との関係に制約されることもしばしば指摘される。旧領・旧臣との

関係に言及ないし重視して分析した研究としては，鍋島家が１８７４年に旧領の広大な耕地１,６００

町歩を取得した点を分析したものや７，最近刊行の，旧十万石柳川藩立花家を事例として大名華

族の多様な社会経済史的側面に注目した内山一幸『明治期の旧藩主家と社会―華士族と地方の近

代化―』（吉川弘文館，２０１５年）があり，後者は，家職の構成，意思決定のあり方，財政，家政

改革なども分析している。とはいえ，大名華族の旧領・旧臣との関係に踏み込んで，それにいか

に制約されあるいは制約されずに投資を行ったかを分析した研究は，あまり多くないのではない

か。いずれにしても旧領への投資についてはなぜ行われたのかの説明が必要であろう。たんに利

３ 近年の代表的な著作として，伊藤昭弘『藩財政再考』（清文堂，２０１４年）。
４ 代表的には，上野秀治「大名の私的資産に関する一試論」（『皇學館史学』３号，１９８９年）。
５ 明治一けた代における華族経済の克明な分析として，松平秀治「明治初期尾張徳川家の経済構造」（『社会
経済史学』４１巻５号，１９７６年）をはじめとする松平による尾張徳川家の一連の研究があり，また明治前期
岡山池田家を対象とした前掲の森田論文などがある。

６ 筆者は，現在，前田家の分析と並行して，横山家の分析も進めている。とりあえず，拙稿「明治前期，旧加
賀藩家老横山家の金融業経営と鉱山業への転換―鉱山華族横山家の研究（１）―」（本誌本号，所収）を参照。

７ 福岡博・松尾幹之「佐賀における千町歩地主の成立と解体―鍋島家の実証的分析―」（『農業総合研究』２３
巻１号，１９６９年），松尾幹之「領主華族の資産運用（鍋島家・山内家）―とくに旧領地内土地所有を中心
として―」（『研究紀要』社会経済史研究所，５号，１９６８年），同「領主華族の資産運用―佐賀の千町歩地主
について―」（『駒沢大学経済学部研究紀要』２６号，１９６８年）。
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殖目的だったかもしれないし，そうでないかもしれない８。大名華族の投資行動・経済行動の原

理はどのようなものだったか。本稿は，このような課題を，「華族の中の華族」の一たる前田家

に即し，主に資産形成と投資意思決定過程に着目して分析し，最後に大名華族の性格，特徴につ

いてやや一般的な展望を述べたい。大名の大半は中小藩主であったことを考えると，前掲内山著

のような旧中小藩主華族の分析も必要であろう。とはいえ，上級華族である旧有力大名の事例研

究は，その政治的・経済的・社会的影響力の大きさを考えると欠くことができない。

その際，上記のような問題意識から，資産内容，資産形成，意思決定のいずれについても，藩

政期とくに直近の幕末期ないし明治初年頃との関連，および政府との関係を重視しつつ解明した

い。版籍奉還，廃藩置県等により制度的に大きな断絶があったことはいうまでもないが，意識面

や慣行として旧来のあり方がただちにまったく消え失せるわけではない。倒幕期における大名の

政治的立ち位置もその後の行動に少なからぬ影響を与える可能性がある。意思決定に関しては，

近代日本の華族家政運営には，家令扶などの家職が実務を担当し，外部の評議員が任命され評議

会が諮問機関となって，家政運営の意思決定を行ったことがよく知られているが，そうした家政

運営体制は政府の華族政策の一環として明治中期頃に形成されたものであった。それまではどう

であったか。前田家の場合は，当初家政運営体制はなかなか安定しなかったし，また１８７０年代

後半頃にも藩政期的な意思決定システムが非公式ながら存続していたのである。

明治期の前田家に関連する研究史として，戦前刊行の『石川県史』第４編（１９３１年），『稿本

金沢市史』政治編第一（１９３３年），さらに戦後の石林文吉『石川百年史』（石川県公民館連合

会，１９７２年）がある。ただしいずれも前田家を直接の分析対象としたものではないし，専ら金

沢士族サイドから前田家が士族授産や鉄道敷設計画等にどう対応したかという点で記述されてい

る。また同家の金沢用弁方史料を利用して叙述された，ともに北村魚泡洞著の『石川県銀行誌』

（北国出版社，１９８０年），『尾山神社誌』（尾山神社々務所，１９７３年）があり，これらも資料とし

てきわめて有用である。

次に，本稿で参照した主な一次史料について説明する。

（１）公益財団法人前田育徳会所蔵の前田家家政史料

『原簿十九』（明治１９年度），『三資本財産目録』『御財産目録』などの財産目録（明治１５年～同

１９年度），『日記』（明治６年，同７年），『日記 甲』（明治８年１月～同６月），『庶務日記』（明

治１３年），『諸事留』（明治１０年），『金沢往状』（明治４年～同５年），『金沢往復書状留』（明治

１３年），『御達并御届留』（明治４年～同６年），『御達并進達物留』（明治１０年～同１５年）９。

（２）金沢市立玉川図書館近世史料館加越能文庫架蔵の前田家関係史料

８ 近年の名望家的地方資産家論でも地域への投資を地域貢献・名望家的投資としてよく議論されるが，同様
の問題があると思われる。

９ 前田育徳会尊経閣文庫には，他にも明治前期の『日記』『諸事留』『金沢往復書状留』等が所蔵されている
が，上記以外は虫損甚だしく閲覧不可の状態である。
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『淳正公年表稿』（明治７年～同２９年，ただし欠年・無記入年あり，特１６.１１―１～２１―１２２）など。

淳正公は利嗣の諡号である。

（３）東京都・長昭連氏所蔵の長家史料（石川県・穴水町歴史民俗資料館［長家史料館］寄託）

長家は加賀藩士第２の禄高３万３千石を誇る家老であり，明治前期も他の旧家老とともに前田家

家政に関わった。

（４）石川県立図書館所蔵の小幡家文書

小幡和平は１８７７年前後の前田家家扶であり，前田家から委託されて第十二国立銀行頭取も務め

た。

（５）石川県立歴史博物館所蔵の加賀藩士小川家文書

小川清太は１８９３年以降前田家評議員を務めた。

その他の一次史料は本論中に示す。

１．明治初期前田家の状況

１８６６（慶応２）年に，加賀藩主前田齊泰（１８１１～８４）は長男慶寧（１８３０～７４）に家督を譲り，

慶寧が最後の藩主となった（図１）。越えて１８７１（明治４）年夏，廃藩置県により，慶寧は東京

に居を移し，秋に父の齊泰も上京した。慶寧は１８７４年５月に病没し，長男利嗣（１８５８～１９００）

は前年末に留学先のイギリスから急遽日本に呼び戻され，満１６歳で家督を継いだ。東京・根岸

（現，台東区）の別邸に隠居していた齊泰は利嗣の後見人として家政に大きな影響力を持ち続け

た。

東京邸として，１８７１年６月に本郷の加賀藩邸上屋敷１０万３千坪余（富山藩邸・大聖寺藩邸を

含む）の西南部１万５,６６８坪（現，東京大学経済学部・東洋文化研究所付近）が与えられたが，

中屋敷巣鴨邸２万坪余や下屋敷平尾邸（現，板橋区加賀付近）２１万坪余などはすべて上地と

なった１０。もっとも巣鴨邸は，願により２年半後の７３年８月に４６８円で払い下げられている１１。

根岸邸は，１８７１年１２月に建物・庭園を含めた４,５００坪余を４,１００両で購入し，改築して，齊泰

が翌７２年２月に移り住んだ。本郷邸は明治元年の上野戦争で焼失していたため，慶寧とその家

族も同年４月に根岸邸に移り，本邸とした。根岸邸の購入理由については，齊泰が「新たに給付

１０ 『加賀藩史料』藩末篇下巻（１９５８年）１３６５頁，同，編外備考（１９３３年）１６９～１７１頁，『御達并御届留』
（明治４年～同６年）。本郷邸１万５,６６８坪は，『御達并御届留』所収の「賜邸全坪数」（明治４年１０月）や
本郷邸の地券（明治５年６月）による。『加賀藩史料』編外備考，１７０頁には，１８７１年６月に本郷の１万
５,０７８坪を私邸としたとあるが，これは７５年に本郷邸の一部５４０坪余を医学校敷地として文部省に寄付し
た後の坪数と思われ，若干過少である。

１１ 前掲『御達并御届留』。土地代（２万２,１７０坪）３１８円・建家代（７３坪）１３０円・桑木等（２４本）２０円と
あり，建家立木代は７１年２月に上地となった時に政府から前田家に支給された建家立木代１５０両（『加賀
藩史料』藩末篇下巻，１２７０頁）と照応している。その後前田家は巣鴨邸を１８８４年まで所有した（後掲表
１３）。下屋敷平尾邸の払下げは認められなかったようである。
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された土地もいずれは再び上納を命ぜられるものと判断し，その時に備え」たものとされる１２。

明治初年の流動的な状況のなかで，疑心暗鬼の状態だったと思われる。しかし慶寧没後，家督を

継承した利嗣は７４年１２月に根岸邸から仮藩庁を改修した本郷邸に戻り，以降大正末期まで再び

本郷邸が前田家本邸となった１３。

１２ 『前田利為』（前田利為侯伝記編纂委員会，１９８６年）９２～９３頁。『金沢往状』（明治４年～同５年）による
と，本郷邸は畢竟御用地なので代わりの屋敷について検討したところ金杉村根岸に４,５００坪余の屋敷地所
があり，代金は４,１００両で，中勘２,０００両を高尾駿平へ渡したと金沢用弁方に連絡している（１２月２９日
付）。
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（出所）『加賀藩史料』編外備考（１９３３年）により作成．
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さて倒幕直前まで幕府支持派であった加賀藩前田家は１４，とくに政治情勢が不安定な明治初期

頃，行動選択に苦慮し，慎重に生き延び策を模索していたようにみえる。江戸時代を通じて同家

は正室を多くは徳川家から迎えていたが，この頃，子女を幼少時に旧領の有力寺院に縁女として

送ったかと思うと，１８７０年代後半には離縁させて摂家・宮家などに嫁がせた。すなわち，慶寧

の妹洽姫は，越中城端善徳寺住職の縁女としていたが，７５年に離縁・復籍させ，７７年に摂家の

二條家に嫁がせたし，同じく慶寧の末妹坻姫は越中高岡勝興寺が熱心に所望して同家の養女とし

ていたが，７５年に引き取って和談とし，のち１８８１年に旧広島藩主浅野長勲の養嗣子長道に嫁が

せた１５。さらに利嗣の妹慰姫は，１８６９年に越中井波瑞泉寺の縁女となったが，やはり７５年に離

縁させて８０年に有栖川宮威仁親王妃となった１６。戊申戦争直後頃にはまだ先が読めないため，

１３ 前掲『前田利為』９３頁。このように，本邸を根岸から本郷に戻すことが当初からの既定路線だったわけ
ではない。本郷への再移転の契機は，７４年３月に，病に悩む慶寧のために，主治医の順天堂佐藤尚中が
「湿地」の根岸から「高燥之地」に住居移転を勧めたことによるのであり，以後家職らによる本郷邸検分の
上で，同年４月に再移転を決めた。慶寧は翌５月に没したが，７月より本郷邸普請を開始した。『日記』
（明治７年）３月２１日・２４日，４月１２日，７月２５日など。
１４ 幕府が倒れる直前まで，慶寧らが一貫して徳川家支持だったことは，長山直治『加賀藩を考える』（桂書
房，２０１３年）第一章三「慶寧の二度の退京」を参照。ただし幕府が倒れると自らの特権もなくなるから，
幕末の大名のほとんどは公武合体派であった。中村隆英『明治大正史』上（東京大学出版会，２０１５年）
「Ⅰ明治維新」を参照。
１５ 坻姫は，１８８６年の長道没後前田家に戻り，９１年子爵岡部長職に嫁した。これら姫君の寺院への入籍・離
縁については，『淳正公年表稿』および『赤井直喜手控』（加越能文庫，特１６.３８―００２）による。後者の赤井
は１８６９～１８７５年に同家家職を務め，この史料は１８８８年７９歳の時に記した回想である。

１６ これら有力寺院との離縁交渉に当たった赤井によれば（『赤井直喜手控』三），洽姫の場合は許嫁の病死
とか，慰姫は瑞泉寺の生活になじめなかったことなど，それなりの事情があったとされるが，前田家は
１８７３年末に一斉にこれら３寺院との離縁交渉を開始しており，やはり背景には同家の婚姻戦略の変更が
あったはずである。ちなみにこの史料によれば，７３年１１月に同家では齊泰と一部の家職が簿外資産１１万
円を作っている。すなわち「古金并金銀貨引換御用途帳冊之表指省キ」，金庫を木地箪笥のように仕立てて
齊泰の手元に封をして置き，この件は，家扶赤井と小幡和平および２人の家従の「四人ヨリ外ニ知ル者ナ
シ，真ノ御手元之御貯用金ナリ」という。これを作った理由は「委細ハ事長深意有ル事ナリ」と言葉を濁
して具体的に記していないが，「見込有之御入用金之内拾壱万円余」とあるから，貯蓄ではなく表に出せな
い支出のためのはずである。時期からみて，姫君離縁交渉を成立させるための裏金として準備したのでは
ないか。赤井によれば，離縁交渉はいずれも寺院側が強い難色を示して容易に進展しなかったし，それは
また容易に予想できたからである。なお明治初年頃にこれら前田家の姫君が旧領の有力寺院に預けられて
いたことは，『加賀藩史料』藩末篇下巻（１３８２頁）などにより従来から知られていたが，縁女として入籍
していた点までは知られていなかったようである。慰姫についても，『威仁親王行実』別巻（高松宮家，
１９４０年，ゆまに書房複製版，２０１０年）所収の「威仁親王妃慰子略歴」には，「明治二年，御年五，故

�

あ
�

り
�

て
�

越中東砺波郡井波町の古刹瑞泉寺（真宗井波別院と称す）に入り，起居七年間，［明治］八年，金沢に帰
還，次いで東京に移り」（１～２頁，傍点および［ ］は引用者，以下同様）としか記されていない。さ
らに貞姫も，金沢専光寺の縁女としていたようであるが，１８８５年に離縁して前田家に復籍させ（『淳正公
年表稿』同年１０月１日），近衛篤麿に嫁していた姉衍子が亡くなった後をついで９２年篤麿に嫁した。利嗣
の姉礼姫の場合は，１８６２年に後に朝敵となった会津藩主松平容保と婚約したが，７１年に約を解き，会津攻
撃に加わった旧高田藩の榊原政敬に７３年に嫁した（『加賀藩史料』編外備考，７８頁）。
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加賀藩の影響下にあった有力寺院（＝アジール）に籍を移しておくことが安全と考えられたので

はないか。前田家は本郷邸上地の可能性を考慮して根岸に別邸を建てたように，将来を見通しか

ねていた。しかし７０年代も半ば頃になると明治政府の統治力も安定しつつあり，婚姻戦略の変

更のみならず，家の祭祀も仏式から全面的に神式に改めた１７。明治初年頃に大名華族が仏葬祭か

ら神葬祭に改典した例は少なくなく，とりわけ旧大藩大名において顕著だったことが森岡清美に

よって明らかにされている１８。旧大藩大名こそ政府や社会から注視され，行動に制約が課される

のであり，とりわけ倒幕期に朝廷側につくのが決定的に遅れたことがその後も長くトラウマと

なった前田家は天皇家や新政府に忠実に行動することを必然とし，全面的に天皇制国家になびい

ていったものと思われる。

２．明治初期前田家資産の動向

（１）金融資産

明治初年頃における前田家の金融資産全体を示す史料は，管見の限りでは金禄公債交付の直前
なるつ

である１８７６年７月初頭現在のそれが最初のものである。これは，前田家家扶で会計担当岡田 棣
ちょうなりつら

の筆跡のものであり，長家史料の中にある。後述のように，旧家老長成連は１８７６年頃前田家東

京邸に呼び寄せられ家政の審議に加わっており，その際にこの史料を岡田から入手したのであろ

う１９。それによると，表１―１のように本郷邸および前田家金沢事務所たる用弁方を合わせて，現

金・貸金・公債を合わせて９０万円，この他，表１―２にあるように，円換算が困難な古金銀が２
ぎょ し

万両程度あった２０。１８７５年の天皇家資産（御資部財本）は５１万円とされているから２１，前田家

はこの頃皇族華族の中で最大の金融資産を有していた可能性が高い。そして現金は，後述のよう

に明治１０年代後半には邸内にあまり置かず，大半を第十五国立銀行や日本銀行等に預けるよう

になるが，この時期には信頼に足る金融機関の設立が微弱のためであろう，大半を本郷邸や金沢

１７ 永山近彰『淳正公家伝』（１９２１年）１４頁。この書は利嗣の小伝である。
１８ ３０万石以上旧大名の神葬祭改典率は９割に近い（森岡清美『華族社会の「家」戦略』吉川弘文館，２００２
年，１２７頁）。もっともこの頃，高い地位の，教育を受けた日本人はみな西洋的な意味での宗教意識はなく
無神論的だったとされているから（渡辺浩「『宗教』とは何だったのか」，同『東アジアの王権と思想』増
補新装版，東京大学出版会，２０１６年，所収），比較的融通無碍に改典できたのであろう。

１９ 岡田棣については，陸義猶『乾州岡田君行状』（１８９９年）。岡田は数理に詳しく理財に長じ，家扶として
常に会計を主任したとされ，また金沢第十二国立銀行創立を指揮したという。また岡田の縁者でもある作

こ ぎ

家加賀乙彦の「加賀の賢者，岡田棣」（『北國文華』１７号，２００３年）も参考になるが，加賀の祖父小木貞正
が，病のため家扶を辞任した岡田に代わって１８８２年に家扶となったとしている点は誤りであり，１８７５年
末以来家従であった小木は１８９９年に病のため辞任した斯波蕃（旧１万石家老，１９００年男爵）に代わって
家扶となった（『淳正公年表稿』明治８年１２月３０日の項，および『加越能郷友会雑誌』１１７号，１８９９年，
４１頁）。

２０ またこの時，不動産として本郷邸１万５千坪のほか，根岸邸・深川邸・巣鴨邸，さらに後述のように石
川県の田畑等の不動産もあったが，資産額としてはさほど大きなものではない（後掲表７，表１３を参照）。

２１ 黒田久太『天皇家の財産』（三一書房，１９６６年）１５頁。
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用弁方に保管していた。ではこのような資産をどのように蓄積したであろうか。その原資として

は，なによりも１８６９年以降受領したはずの毎年６万７千石余の家禄・賞典禄，およびそれらが

支給される以前の藩政期に蓄積し継承した資金が考えられる。

まず１８７１（明治４）年の廃藩置県頃にどの程度過去の資産を継承したか。前述のように，同年

８月１１日に最後の藩主（７月まで知藩事）慶寧は多くの旧臣・旧領民に見送られながら金沢を発

し，９月５日に東京本郷邸に着いた２２。この時，一行はさしあたりの「平常」金３千両，道中用

に別に１千両を持って出発し，道中用１千両のうち５００両余は使用せず残った。そして３千両を

金沢為替会社東京店に利子付預金とし，あわせて３,５００両を「平常方振込金」としたという。

『金沢往状』（明治４年～５年）によると，東京到着後の９月（日付なし）に本郷邸家職が用弁方

に次のように報告している。

今般御道中御持込之三千両，当
�

京
�

詰
�

合
�

会
�

社
�

江利足立テ相預ケ，外御道中御入用千両之内五百

両余相残リ候ニ付，直々当地ニ而御払越等置，参千五百両ニテ御平常方振込金ニいたし申

候，当月御入用ハ今般帰県人旅費并御供人詰人とも減俸相渡，彼是五百両斗相払，残少ニ相

成候得とも，御
�

下
�

邸
�

伐木代金等かし候，上納之分も有之，其内，方々様御着ニ付ニ相成候

ハヾ如何様ニ難斗候得共，何レ御
�

貯
�

用
�

金
�

も可有之ニ付，其金高ニ依而惣様見図リ相立可申進

候之処，左様御承知可相成候２３

「当京詰合会社」とは，東京にも出店を置いていた金沢為替会社（後述）以外に考えられない。

また「御下邸」は旧下屋敷平尾邸であり，前述のように平尾邸はこの年６月に上地となったが，

２２ もっとも慶寧は，生母が輿入れの際に建てられた赤門で知られる１１代将軍徳川家斉の娘溶姫であり，彼
は江戸生まれ江戸育ちであった。慶寧の金沢発駕の様子は，『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３７４～１３８１頁。

表１―１ 前田家の金融資産（１８７６年７月４日）

項 目 金額（円） 備 考

現 金
御在金等（東京）
金貨別箱入
金銀貨幣
同御平生箱ニ入
紙幣等

金沢御用弁方御在金
金銀貨幣
紙幣等

１９６，９２０
（１００，０００）
（５９，２５１）
（２，９７６）
（３４，６９２）
２６４，８９５
（２２３，７３１）
（４１，１６３）

計（東京・金沢） ４６１，８１５

貸 金
計（東京・金沢）
此利

３４１，５７２
２３，０１７ 利子率６．７％と算出

秩禄公債証書
公債証書利足

７０，４２５
５，６３４ 利子率８％

総 計 ９０２，４６４

（出所）「御経費概略表」（長家史料１３８９）．
注：金額の（ ）は内数．貸金・公債の利金は１年分．

表１―２ 前田家所有古金銀貨（１８７６年７月４日）

項 目 数量・金額

御在合古金銀貨（東京）
新古大判品々
五両判并小判品々
弐分判以下金銀貨

５６枚
２，９９０枚
４，６７５両２朱

金沢御用弁方御在金 １０，００２両３分２朱

（出所）表１―１と同じ．
注：古金銀貨は円換算が容易でないので（史料の

円換算額欄は空欄），史料には表１―１のデータ
と別記してある．
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巣鴨邸と同様に，立木は前田家の私有物と認められたのであろう。ここでは，残金は少なくなっ

たが，平尾邸の伐木代金も貸になっていて（手元になく），政府へ上納しなければならない分も

あり（後述の政府への献納金のこと），御家族様も到着すると（出費も増えるはずで）どうなる

ことかわからないが，（そのうち金沢から送付されるはずの）「御貯用金」もあるので，その金額

によって全体の予算を立てる予定であると記している。いずれにせよ，９月の出費が５００両あ

り，手元資金が「残少」としている点をみると，この時点で同家所有資金は東京邸にはあまりな

く，藩財政と区別される個人資産の「御貯用金」は金沢にあったことがわかる。

次いで９月４日には先代の齊泰が金沢を発して東京に向かうが，慶寧と同じく「御持金」３千

両のほか道中用１千両を持って出発し，こちらは道中１,３００両余を支払ったので，２,７００両余が

残った。そのうち２,５００両を同じく「会社」に利子付預金としたという２４。９月２０日には「御姫

様」（礼姫・衍姫）も東京邸に到着したが，この時は道中「御持金」だけでは足りず，齊泰の持

込金によって支弁し，さらに不足の場合は預金を取りくずして支払う予定であると，東京から用

弁方に書状を送っている２５。このように，この頃東京邸ではかなり出費が嵩み，深刻な資金難

だったようであり，１０月１４日には「越金」は２,４００両しかなく，平尾邸の材木代２千両を（政

府が）弁済してくれると聞いているが，差し支えているので１千両でもいいから入れてほしいと

政府に頼んでいる，と記している２６。

しかし金沢にあった「御貯用金」も大した額ではなかったことは，次のような点から推測され

る。まず１８６９年の版籍奉還により前田家は金沢藩歳入６３万６,８７６石の１０分の１である６万

３,６８８石を家禄として受けることになった（このほか賞典禄１万５千石があるが，実収は４分の

１である３,７５０石）。しかし，早速，種々多額の出費を余儀なくされた。たとえば７０年１１月の

「建言」により，太政官造営のため政府に２万石の献納をすることになった２７。これは，先の慶

寧東京到着後に用弁方に出した書状（明治４年９月，日付なし）の中に，「上納之分も有之」と

政府への上納金について言及していたのがそれである。おそらく政府から献納を強いられたので

はないかと思われるが，７１年３月に政府に提出した次の文書によると，２万石を３回に分けて，

２３ 読点・傍点は適宜筆者が付した。以下の引用文も同様。なお慶寧上京当初の用弁方は，１８６９年に金沢城
を出て以来居住していた出羽町の旧筆頭家老本多家の邸内に置き，その後１８７３年夏頃に下堤町の松本栄作
持家（実質は近世以来の御用商人木谷藤十郎の所有）を借りて移った（『石川県銀行誌』１６９～１７０頁）。当
初本多邸に用弁方を設置していたことは，上京前の住居たる本多邸を「広坂御住居」と呼び，上京後の用
弁方を「広坂御用弁方」と称していた点からも窺われる（『赤井直喜手控』三，七）。さらに１８７８年には長
町別邸を取得し，そこに用弁方を移したようである（後述）。１８８２年２月の長町別邸焼失後は，８４年９月
に仙石町に家・土蔵を購入して用弁方としたことがわかっている（『淳正公年表稿』明治１７年９月２０日の
項）。

２４ 『金沢往状』明治４年１０月１４日の条。
２５ 『金沢往状』明治４年９月２９日の条。
２６ 『金沢往状』明治４年１０月１４日の条。
２７ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３０４，１３８０頁。

明治前期における旧加賀藩主前田家の資産と投資意思決定過程 63



３月・６月・９月に３分の１ずつ上納する予定だが，どこへ差し出せばよろしいか，と伺いを立

てている。

高 弐万石ノ内三分ノ一

六千六百六拾六石六斗六升七合代

一、三万三千百六拾九両壱歩二朱

永 弐拾六文六分六厘

但，加越能三州平均米壱石ニ付，代金四両永九百七拾五文四分壱厘

太政官御造建御用度之方江，私家禄ノ内現米弐万石渡シ申度願之通，献納被仰付，代金三

月六月九月上納可仕筈ニ付，当月分右之通上納仕度御座候 何レ江指出可申哉奉伺候，以

上

辛未三月

金沢藩知事 前田慶寧

弁官 御中２８

そして実際に，３月・６月は金札で上納しており，為替方による大蔵省出納司宛の「証」を受け

取っている。当然，前田家は金沢で支払ったはずである。そもそもすぐ述べるように，前田家

は，家禄を県庁（当初は藩庁）から受け取るのであるが，その際に，あらかじめ県庁が家禄米を

売却して，同家はその代金を受け取っていた。県庁からは，後述のように３・６・９・１２月の４回

に分けて米代金が支給される仕組みであり，その支給を受けて各月に政府へ献納する予定であっ

た。ところが９月の上納予定期には，県の家禄石代支払が滞って１１月支払いになると県庁から

通知があったので，同家の政府への上納も１１月まで猶予してほしいという願いを，東京に着い

てまもない慶寧の名で東京府に提出した。この頃の同家への家禄支給の仕組みがわかる文書なの

で，全文を掲げると，

献納米御猶予願

先般太政官御造営之儀，建言御採用ニ相成，家禄之内弐万石献米四ヶ度［３度の誤りか］相

納候義奉願，当九月上納期ニ御座候処，右家禄飯米之外，金沢県庁ニおゐて売却，石代県内
（紙）

通用指幣を以御渡ニ相成候，尤其内献米弐万石丈官札を以引換相渡候県庁之取極ニ御座候

処，別紙付札之通海軍資金定額上納及連延，此頃繰合方深ク心痛之折柄ニ付，当十一月迄引

換之儀難相成旨，申達候ニ付，私共手前ニおゐて暫時繰合方種々配意罷在候得共，今度家族

為致帰京候ニ付過分之失費も相掛リ，何分繰合之見当更ニ無御座，当十一月迄献納御猶予相

成下度，此段奉願候，以上

辛未九月廿七日

２８ 『御達并御届留』（明治４年～同６年）所収。
２９ 前掲『御達并御届留』所収。なお，文中の「海軍資金」上納は，金沢藩（それを継承した金沢県）によ
るものである（『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３０４頁）。
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従三位 前田慶寧

東京府御中２９

これによれば，同家への家禄支給は，松平秀治が明らかにした尾張徳川家とは異なって（後述），

県庁が飯米は別として石代で支払っており，それは藩札であり，献納分は太政官札で支払うこと

になっていた。９月受取予定の家禄代が県庁から貰えないので，当家で種々検討したが，家族の

東京移転により支出が増えて，やりくりできる見通しもないので，上納は１１月まで猶予してほ

しいという。実際に，１１月に６,６６６石の代金２万３,８１６両余（米相場の変動により大幅な減額）

のほぼ全額を正金で上納し，この分も為替方が受け取り，大蔵省宛の「証」を出している３０。支

払地はやはり金沢のはずである。そして県庁から家禄代を受け取れなければ，２万３千両余が上

納できないということは，金沢にあったはずの「御貯用金」もそれほど巨額ではなかったことが

推定される。

版籍奉還直前である１８６８年末に金沢に存在した藩の金銀貨幣は表２のようであり，算用場・

改作所・引替所の土蔵にあった貨幣は藩政用であり，藩主資産ないし奥向資産の可能性がある

「御城方在金銀 大金御土蔵納」は，わずかに正金１,５７５両と正銀３３匁６分しかなく，城内の金

３０ 前掲『御達并御届留』所収の「証」（明治４年１１月２７日，同２８日）。

表２ 加賀藩の在金銀銭（金沢のみ，１８６８年末）

金額 両換算

御算用場御土蔵
正金
正銀
正銭
耳白銭
金札

１１４，３１８両
２４６貫目

５８３，５６７貫文
８，７６５貫文
３６，５３７両

１１４，３１８
２，４６０
５８，３５６
８７６

３６，５３７

改作所別除米代丁銭
丁銭 ３１３，２８１貫文 ３１，３２８

引替所在金銭
正金
銀
正銭
銭札

１７，４６３両
１９５貫目

６９，０４８貫文
８１９，０００貫文

１７，４６３
１，９５２
６，９０４
８１，９００

御城方在金銀
正金
内，天保度弐朱金

古弐歩判
正銀

１，５７５両
（７００両）
（２００両）

３３匁６分９厘

１，５７５
（７００）
（２００）

０

（出所）『陸原惟厚備忘録 一』（加越能文庫，特１６．
４０―１―５９）．

注：１）両換算は，史料の換算表により，１両＝１０貫
文＝０．１貫目．

２）引替所は銭札８１万９千貫文を受け取り，正金
８万両を勝手方に預置とある．

３）御算用場御土蔵の耳白銭は，史料の８，７６０貫
目を８，７６５貫文に修正．

明治前期における旧加賀藩主前田家の資産と投資意思決定過程 65



蔵はほとんど空に近かった３１。とはいえ，藩主の個人資産，奥向資産はこのような史料には計上

されていない可能性も当然ある。

じつは表１―２の１８７６年に所有していた古金銀は，前田家が廃藩置県頃に所有していた「御貯

用金」由来の資産のようにも思われる。ちなみに１８８２年の東京邸のみと推定される所有古金銀

一覧が財産目録類の中に存在しているが，それを集計換算すると，大判５８枚，五両判・小判

２,４０８枚，二分判以下３,１４５両１分となり３２，１８７６年の東京邸のそれと比較すると，やや減少し

ているが，よく対応していてさほど変わらず，あまり移動・売買していない様子が窺われる。

しかし表１―２の古金銀が「御貯用金」由来の資産だとしても，藩政期から継承した個人資産は

それだけではなかった。１８７１年９月に齊泰が金沢を去る際に後始末を依頼された家職赤井直喜

の回想によれば３３，齊泰が家職に「御手元」金を直々に渡し，これで田地でも買っておくよう

に，また金沢城出丸の金谷御殿にいる子弟に５００両ずつ渡すように指示したという。

御発駕前，御手元ニ御納戸奉行へ本御預ト申御直封之金銀御かね有之ニ付，御住居木村九左

衛門，林省三，御呼立，右御かね御直ニ御渡，田地ニテモ求置候様ニト御渡被遊候也，右之

内五百両充金谷御子様方ヘ被進候也

これも金額が不明であり，家職に直接現金を手渡したとあるから，それほど多額ではないとも思

われるが，明治一けた代に前田家が石川県の耕地を購入していたことはわかっており３４，１８８２～

８３年のそれは５４町以上（買入代金１５,２２４円，後掲表１３）あった。もっとも所有地から上がる

小作米の収納蔵をようやく１８８０年秋に長町別邸内に建てているから，この頃買い増ししている

のかもしれないし３５，齊泰が手渡した資金で購入したのは買入代金１,５２２円の「百石高地所」（表

１３）だけだったかもしれないが，最大に見積もって，齊泰が金沢を去る際に渡した資金全部で

５４町歩を買ったとすると（この可能性は少ないと思われるが），この頃金谷御殿にいた齊泰の子

３１ 同じ史料の「明治元戊辰年中御算用場御土蔵金銭入払」の中に，「御城方御貯用銭上納」３,６１２貫文があ
り，御城方在金が奥向資産かもしれない。また１８５５（安政２）年末現在の金沢城在金調である「東御丸大
かね御土蔵御在金等調理」（『赤井直喜手録』加越能文庫，特１６.４０―２―４４）では，「御所務金御在銀」に金
１,４０４両，銀９５匁が書き上げられており，１８６８年末の「御城方在金」とほとんど変わらない。

３２ 『明治十五年十一月 上 村井恒等』（明治１５年１１月２日調，前田育徳会所蔵，なお村井恒は家令）。
「二分判以下」３,１４５両は，二分金１/２両，一分金・一分銀１/４両，二朱金・二朱銀１/８両などとして換
算。史料の表題が「上」とあり，かつ内容からみて用弁方は含まない東京邸のみと推定。

３３ 前掲『赤井直喜手控』七。
３４ 表１の史料の末尾に，前田家の家政運営方法案を記した文書があり，「深川巣鴨御有地，并貸御長屋，既
ニ石川県ニテ御持高ハ，産業上ニ関スル処ニ付，出納方別途ニ致シ計算相立可申事」とある。

３５ 『金沢往復書状留』（明治１３年）１０月２８日付の用弁方による本邸宛書状に，「御取得米御囲方之義ニ付，
今度長町御邸地内ニ板倉出来いたし度趣……右御許可御申出ニ付左様相心附」などと，９～１０月に小作米
収納蔵の建築についての書状をやりとりしている。ただし，同年７月２８日付の本邸宛書状には，最近地所
が高値になっているので昨年来買入の箇所はないともある。

３６ 佾喜千（慶寧末弟，後の利武），礼姫と衍姫。利嗣はすでに上京しているし（『淳正公家伝』９頁），他の
姫らは前述のように旧領有力寺院に預けられている（『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３８１～８３頁）。
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と孫は多くて３人くらいと思われるので３６，この「本御預」なる藩主個人の資金は，１万７千両

程度はあったことになる。

また版籍奉還により，藩主慶寧は城を出て旧家老家本多邸に転居したのであるが，上記のよう

に１８７１年秋の東京移住まで金谷御殿に家族が居住していた。この御殿も版籍奉還とともに官有

地となり，政府はこの土地を７２年に前田家御用商人の木谷藤十郎に売却した。ただし建物・庭

石・立木等は前田家の所有が認められたので，同家は７２年８月に銭１０万１,１５５貫（約１万１００

両）で泉屋仁兵衛ら地元商人に売却した３７。

結局，後まで所有していた古金銀約２万両とあわせて，多めにみてもせいぜい４～５万両ほど

が，売却換金したものを含めて藩政期から継承した個人資産ではないかと思われる。そしてこう

した推測が当たっていたとしても，古金銀も石川県の所有耕地も，すでに１８８０年代には重要資

産ではなくなっており，同家の大資産家への成長の基礎となるものではなかった。わずかな古金

銀は円換算困難なために１８８０年代の財産目録（後掲表１０参照）から外しており３８，石川県の耕

地も１８８７年に金沢第四高等中学校創設のためにあっさり全部寄付したのである（後掲表６）。

幕末期において，加賀藩財政とは区別される藩主家の金融資産ないし特別会計はあったであろ

３７ 前掲『尾山神社誌』１８０～１８１頁。翌７３年にこの金谷御殿跡地を旧臣らの要請により木谷が寄納して藩
祖前田利家を祀る尾山神社が建立された。

３８ 古金銀のその後の処理は不明である。１８８６年度の資産残高および収支全体が把握できる『原簿十九』の
「古金銀」の項には期初「越金」０.２５円とほとんどないので，８２年に書き上げられた古金銀は売却したと
も思われるが，『原簿十九』には，期初の古金銀０.２５円を８７年６月に「帳外へ送ル」ともあり，古金銀は
簿外資産として所有し続けたようでもある。じつは，『資本財産台帳』（明治２８年度）には，「地金銀精製
貨幣売却代」１８万６千円余が突然「予備貯蓄」に組み入れられ，資産が増加している（明治後期の前田家
については別途分析中である）。また従来，同家は１８８４年に貯蔵古金１５万両を安田善次郎に依頼して売却
したとされているが（矢野竜渓『安田善次郎伝』中公文庫版，１９７９年，１６７頁），同家の内部史料をみる限
り１５万両とはいささか過大と思われる。後掲表１０―２のように，１８８３年の用弁方庫中金貨１５万円が翌年
に１円に激減し，また８４年に用弁方から現送したとも思われる東京の金貨が１５万円あるが，これらは古
金ではないから，『安田善次郎伝』の記述が正しいとすれば関係ないはずである。いずれにしても，古金売
却は同家が松方デフレによって打撃を受けたから（前掲，千田「華族資本の成立・展開」９頁）とは到底
考えられない。

３９ 加賀藩では「御貯用金」「御貯用銀」なる特別会計が財政史料に時々現れ，それは軍用の予備資金であっ
たり，臨時的な藩内への貸付などに使われたりしていたが，それ自体はただちに藩主の個人資産とみなさ
れるものではなかろう。たとえば『続漸得雑記』第１５冊（加越能文庫，特１６.０５―１５―６）所収の「公儀不度
御貯用金」には，「為軍用吹立候仰付御貯用有之由」の軍事資金が万治～天保期に存在していることを金額
とともに記しているし，田畑勉「宝暦・天明期における加賀藩財政の意義」『史苑』（立教大学）３０巻１
号，１９６９年，１９～２３頁は，安永～天明期における産物調方による産業育成のための「貯用銀」貸与政策を
論じている。ただし幕末期に，『御親翰留』（加越能文庫，１６.２５―２８）の横山遠江守・中川八郎右衛門宛前
田齊泰書状（安政３年７月６日付）に「（諸士難渋の件につき，そのままにはできないため）乍無理，次

�

向
�

貯
�

用
�

銀
�

ニ当座調達を以引足，難渋之人々於次追々取扱可申付候旨」云々とあり，この奥向の「貯用銀」が
版籍奉還時頃に前田家の私有財産と認められた可能性がある（この書状は，宮下和幸氏から御教示を得
た）。
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う３９。しかし１８７０年に慶寧は前年の藩内不作に対する救恤の際に，「余財」が乏しいため，先祖

伝来の蔵品を手放している４０。１８６９年の版籍奉還によって藩財政と家政は明確に区別され，知藩

事も家禄支給となったが４１，先に指摘したような藩や政府への献金・上納以外にむろん多額の家

政費支出があった。幕末・明治初年（１８６７年～６８年）の金沢城における藩主家家政費は，表３

のように年５～６万両であった。翌６９年に城から出ると御殿女中を相当多く解雇するなどにより

家政費は減るとはいえ（後述），廃藩置県時には，「御貯用金」あるいは同家の金融資産はかなり

少なかったはずである。先の家職赤井は「御跡仕舞」を終えて１８７１年１２月に東京邸に参上し，

家扶（兼家令心得）に任ぜられたが，この頃同家家政に関する議論の中で，

当形勢御家禄多シト雖共，誠ニ風前之燈火ノ如ク何時消ルトモ不知，唯今之内御貯用金出来

不申而ハ不相成時節

とし，自分の受け取る家令（心得）の月給４０両は高すぎると，節約を申し述べたという４２。こ

こからもこの時の「御貯用金」は多くなかった点が示唆される。近世最大の大名であり，近代に

は有数の華族大資産家となる前田家の明治初年は，じつはほとんど一からのスタートといっても

過言ではない状況だったのである４３。

次に，家禄賞典禄について検討しよう。従来，金禄公債交付までの旧大名への家禄支給の実態

４０ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１１７４頁。この経緯について，『石川県史』第２編（１９２８年）１０６０頁によれ
い の さく

ば，当初慶寧は自ら資金提供を提案したが，側近の会計掛北川亥之作（のち前田家家扶，日本鉄道会社副
社長）が，近時支出が多くて経常費すら賄えず「別に救恤の余財」がありうるかと反対し，しいて救恤の
方法を考えれば先祖代々の古器珍宝を売却して若干の資金を得ることはできるがそれも困難だと述べたと
ころ，慶寧が後者は容易だとして「書画文房具茗器数百点」を大坂に運んで売却したという。もっともそ
れは重要度がやや劣る一部の蔵品のみのはずである。

４１ 別に知藩事俸給として月１００両があった（表２の史料による）。
４２ 『赤井直喜手控』七。またこの史料によれば，赤井は以前に齊泰から預かった「金谷御手元御内用金」銀
６０貫目を町会所要用方（後の要用会社）に預けていたところ，齊泰が上京する頃には利子が付いて「数百
貫目」になっており，これは「真之御手元銀ニテ少シモ他ヘ響キ不申銀子」であったが，上京の際に齊泰
が御供・御付や女中などに分配してしまったと記している。

４３ もちろん，新井白石をして「加賀は天下の書府」といわしめた，今に伝わる和漢籍・古文書，さらに道
具・衣装類など現金以外の動産もかなりあったが，その売却換金は想定されない文化財的資産であった。

表 3 家知事向惣御入費
（両）

惣〆高 二ノ御丸
御広式

金谷御
広式 真龍院様 方々様 寿正院様 御次 御献上

御進物 御台所

１８６７（慶応３）年
１８６８（明治元）年

５３，４００
６４，８６４

３，５００
５，２３８

１１，５００
１３，１２６

７，６００
９，６２３

１２，２５０
９，４１７

５，５００
８，７００

１０，６５０
１２，０６２

２００
１９２

２，２００
４，６７８

（出所）（金沢藩）理財局，岡田棣「昨辰年等御入費部分調理」（加越能文庫，特１６．４８―１５２）．
注：１）１８６７年は概算額．銀表示・金表示の両方あるが，原史料は銀１貫＝金１０両で換算している．

２）「真龍院」は１２代藩主齊広の正室．「寿正院」は齊広の娘で，１０代大聖寺藩主前田利極の正室．利極はすでに
亡くなっており，この時，寿正院は金沢城に帰っていた．

３）史料の１８６８年「惣〆高」６，４７６．４貫は６，４８６．４貫の誤りにつき訂正した．
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については，尾張徳川家についての帳簿に基づいた松平秀治の分析がほとんど唯一の研究であ

り４４，それによると，家禄は１８７５年分まで旧領において，また７４年分までは原則として米で受

け取っていた。そして名古屋で支給された米を名古屋やあるいは東京に輸送して売却し，また名

古屋から東京邸へ送金しているが，この送金は，三井組や名古屋の有力商人であった松坂屋や伊

藤次郎左衛門の為替で行われていたという。前田家については，そうした点が判明する明治初期

の会計帳簿がないので不明の点も多いが，金沢では，旧藩士の家禄については，当初は毎年４期

に分けて，一部を飯米と称して現米を支給し，残りは石代で支給した。そして１８７２年以降は全

部その時の米相場で換算した石代で支給した４５。旧藩主前田家も，前述のように，１８７１年頃家禄

米は飯米を除き金沢藩（さらに金沢県）が売却し，前田家は代金を受け取っていた。賞典禄支給

も原則的には家禄と同様だったが，１８７１～７２年頃大蔵省からの指令により大津や大阪で現米を

受け取ることもあり，前田家は家職を派遣し，売却して為替により送金していた４６。その後も家

禄は，１８７２年１１月に貧民学校建設のため文部省に家禄のうちの１万石代金をもって献納する願

いを出した際も，「現米壱万石本月下賜ノ石代金ヲ以テ」とされているように，現米ではなく石

代を受け取っている。さらに，この時米相場は１石１円６８銭だったので，１万６,８００円の献納予

定であっていたが，この願いが翌７３年２月に認められた後の５月に，米相場が１円７３銭と少し

高く改められたので差額の５３０円を追加上納することになった。その際にも，「御改不足金当月

廿日石
�

川
�

県
�

庁
�

�
�

御
�

渡
�

ニ
�

付
�

」とあり，やはり県庁が家禄米を売却して同家に交付していた４７。

県庁が家禄米をどのように売却したかは不明であるが，いずれにせよ前田家の内部史料をみる

限り，同家が家禄米を自ら売却したり，すぐ述べる通達方と称される旧加賀藩御用商人などに依

頼して売却したような記述はまったくない。一方で，前田家の家禄代金の入手地はこのようにま

だ金沢であるから，それを東京邸に送金しなければならないが，そうした為替送金業務を行って

いたのが通達方（＝金沢為替会社）であった。

４４ 松平秀治「明治初期大名華族の経済基盤」（『徳川林政史研究所研究紀要』１９７４年度），同「明治初期尾
張徳川家の経営内容」（同誌，１９７６年度）など。

まさとも

４５ 『石川県史』第４編，１１９８頁。支給月は３・６・９・１２月だったことが，１万石家老横山政和家の日記（加
越能文庫，特１６.４０―０９３，目録は横山隆平日記としているが誤りである）からわかる。

４６ １８７１年１２月２４日に，東京邸から用弁方に次のような用状を発している。「御賞典米四分ノ一於大津御
蔵御渡可相成旨，大蔵省指申候東京府�之談有之候，依而尚更請取方大津県出張所取合可申懸御米此様御
承知置可被下候」。また１８７２年２月１４日にも同様に，「御賞典米……河村幸今日出帆坂府ヘ罷越候旨ニ而
……受取候上ハ其表［金沢］ヘ為替之義取計方申談置候間左様御心得可相成候」とある（『金沢往状』明治
４年～同５年）。

４７ 以上，前掲『御達并御届留』および『日記』（明治６年）。旧藩士の例として，前述の横山政和家日記に
よると，明治７年３月２４日・同１２月２３日の条に「御家禄石代本勘受取」「今日御家禄代請取ノ事」とあ
り，家禄を石代で受け取っていた。また，明治５年３月７日の条には，「為替会社ヘ鉄次郎差出，御米代受
取来候事」とあるように，石代は実際には石川県の官金取扱を行っていた金沢為替会社から受け取ってい
たようである。
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そもそも加賀藩では，すでに近世中期頃には金沢における支出より江戸における支出の方が多

くなり４８，多額の資金を江戸藩邸に送金する必要があった。加賀藩の江戸への送金に関する分析

は見当たらないが，幕末期加賀藩の財政関係史料をみると，やはり大半は両替商を通じた為替に

よって金沢から，そして比重は大きくないが廻米売却を行う大坂からも送金され，さらに一部に

藩自身による現送もあったことがわかる。

現送があった点は，次のような史料によって明らかである。たとえば１８５７（安政４）年から

１８６３（文久３）年の加賀藩財政収支が記されている『御勝手方内密留』所収の文久３年「御算用

場土蔵銀入払調理帳」をみると４９，「江戸為替渡リ」として銀８,１３４貫の支出があり，これは金沢

から江戸藩邸への両替商を通じた為替送金であろう。その横に「同御仕送金」銀１,３６０貫目の支

出があって，これが金沢から江戸藩邸への現送分とみられる。というのは，続いて「右其内御用

無之，呼
�

返
�

候分」６８０貫目の収入および「右駄
�

賃
�

渡リ」５貫目余の支出がある。現金を駄馬に乗

せて輸送しようとしたところ，６８０貫目分は不要となったので引き返させ，かつこれらの駄賃を

支払ったというわけである。念のためにいえば，この「仕送金」は参勤道中の持参金ではない。

１８６３年に慶寧は江戸に参勤していないし，他方江戸へ参勤に旅立った年に「仕送金」がない年

もある（１８５８年，６０年）。そもそも参勤時の持参金としては多すぎる。なぜ全部を両替商へ依頼

する為替送金にしないで一部を現送しようとしたのか。それは金沢の両替商がもつ資金力，為替

取組能力の制約によるためであろう。両替商が加賀藩による大規模な江戸への送金依頼に応じる

ためには，同程度の反対方向への為替送金が必要となり，その条件が満たされない時は両替商ま

たは加賀藩自身が現送するしかなくなる。江戸への「仕送金」額が，安政期以降で判明する４年

ではそれぞれ銀６８０貫目またはその２倍の１,３６０貫目，あるいは銭３０万４千貫文だったことは，

追加的な１～３万両の緊急現送を行ったようにみえる５０。大坂の加賀藩邸から江戸藩邸への為替

送金もあった点は，大坂藩邸の入払帳がある１８５４年に「江戸為替 大坂」２万７千両，１８６３年

に「江戸為替金渡」１万１千両の支出があったことから明らかである５１。このように金沢から江

戸への送金に一部現送があった点や，上方から江戸への為替送金もあった点は，明治前期の前田

家でもやや例外的ではあれ皆無ではなかった。

４８ 田畑勉「天保・弘化期における加賀藩財政と藩債返済仕法の構造」（『史苑』３４巻１号，１９７４年）など同
氏の一連の研究，また簡単には，忠田敏男『参勤交代道中記―加賀藩史料を読む』（平凡社，１９９３年）２５３
～２５５頁を参照。

４９ 小幡家文書４１６。
５０ １８５４年は銀６８０貫，１８６２年は銀６８２貫余，１８６８年は銭３０万４千貫文余。銀６８０貫目はおよそ金１万
両，また１８６８年の史料に記載の換算表によると３０万貫文は金３万両。１８５４，６３年は駄賃支出が別途明記
されているのに，１８６２，６８年はそれがないことから駄賃を含んだ金額かもしれない。１８５４年は「安政元甲
寅年正月�十二月迄御算用場并大坂金銀銭等入払決算帳」（前掲『赤井直喜手録』所収），１８６８年は「明治
元戊辰年中御算用場御土蔵金銭入払」（表２の史料所収）による。

５１ 前掲「安政元甲寅年正月�十二月迄御算用場并大坂金銀銭等入払決算帳」，および「文久三亥年中大坂御
屋敷御かね入払帳」（前掲『御勝手方内密留』所収）。
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さて金沢為替会社とは，１８６９年に金沢藩が木谷藤十郎・島崎徳平・木谷次郎作・藤井能三ら

旧加賀藩御用商人に運営を任せる形で設立したものである（以後，為替会社と略称する）５２。同

社は事業者に資金貸付を行い，利子付預金も受け付けるという銀行業務を行うものであり，また

金沢藩の官金取扱を重要業務とした。廃藩置県後も上記４名の旧御用商人による運営の下で，石

川県の官金取扱を行い，日本銀行設立後は同行の代理事務の引受も行った。明治１０年代に多く

の府県では官金取扱などは新設された国立銀行が行ったのに対して，この地域では為替会社が大

きな存在感を示した。このように同社は，明治前期における北陸地方最大の金融機関であった

が，じつはその実態はよくわかっていない。しかし以下に述べるように，同社あるいはそれを運

営する旧加賀藩御用商人は明治前期の前田家にとっても重要な役割を果たしていた。

金沢為替会社はすでに１８７０年末時点で，大坂・西京（京都）・神戸・横浜・東京に出店を設置

しており５３，前田家は，移住後，用弁方から東京邸への送金を通達方に頻繁に依頼していた。東

京邸事務部たる御用所は，１８７２年６月７日に，次のような用状を用弁方に送っている５４。

御入用等之方ヘ於此表［御用所］通達方金札壱
�

万
�

両
�

当四日請取候条，於其表［用弁方］御振

込可有之候

これは，為替手形を東京邸が振り出して金札１万両を入手し，為替会社金沢本店が用弁方から資

金を取り立てる逆為替である。同年８月５日にも同様に，逆為替によって用弁方に送金依頼をし

ている。

其表［金沢］�御仕送金之義，先便及打合候通ニテ届，過日来新貨御買上，改而御在金残少

ニ相成候ニ付，当四日通達方�金札壱
�

万
�

千
�

両
�

請取候条，於其表右代リ金銭之内御振込可被成

候

新貨条例に基づいて発行された新貨幣を買い入れたため，手持ち資金が少なくなり，東京におい

て通達方から金札１万１千両を受け取ったものである。

これより先の同年２月９日に，用弁方宛に，「御入用金壱
�

万
�

千
�

両
�

為替之御義，御申談之旨致承

知候」と同様の用状を出しているのが，『金沢往状』に記されている用弁方への為替送金依頼の

初見であり，これは取組金融機関も記されていないし（これも通達方＝為替会社へ依頼か），並

為替かもしれないが，いずれにせよこのように１８７２年初頃から金沢で受け取った家禄米代を１

万両程度ずつ東京に為替で送金するようになった。ところが，同年９月「朔日」付けで，東京か

ら金沢に次のような用状を送っている。

５２ 同社については，『石川県銀行誌』第２章，徳田寿秋「金沢為替会社の研究」（『日本歴史』３０７号，１９７３
年，同『加賀藩における幕末維新期の動向』橋本確文堂，２００２年，第２章第２節に収録），北陸銀行『創
業百年史』（１９７８年）４７～５４頁など。木谷藤右衛門（藤十郎）家については，北西弘編『木谷藤右衛門家
文書』（清文堂，１９９９年）などを参照。

５３ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３０３頁。
５４ 以下，１８７２年の東京邸による用弁方宛用状は，すべて『金沢往状』（明治４年～同５年）所収の控による。
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金貨御用ニ候ハヽ引替可差上旨，通達方之者申聞候ニ付，五
�

万
�

円
�

引替之義申談候，依之定額

御仕送リ之外ニ五
�

万
�

両
�

至急御指送可被成候

通達方が必要ならば新貨幣の金貨に替えてくれるというので，「定額御仕送リ」（１万両の送金）

のほかに５万両を至急送れとある。この頃には，１年前の廃藩置県直後頃と異なって，用弁方に

支給された家禄賞典禄代がある程度蓄積されていたようである。さらに続いて９月２５日には５５，

一、当月分御仕送金壱
�

万
�

両
�

并一時御仕送金五
�

万
�

両
�

為替切手通達方ヨリ差出請取申候，但御米

御仕送金為替代申付之節，切手御取立直々御事之儀，且月々十五日以後到着相成ニ而候ハ

者，月無利足相成候月始三日迄ニ御指出之儀いたし度候

と金沢に送り，９月「朔日」付の用状にある通り，６万円を逆為替で入手した旨を通知し，為替

手形は毎月１５日以後に金沢に到着するから，利子支払のない翌月３日までに支払うように依頼

している。しかし９月２５日付の用状と行き違いになったとみえて，１０月５日には，

御仕送金四
�

万
�

六
�

千
�

両
�

到来之旨ニ而，通達方�指出請取申候，但向後定式之御仕送高より整高

ノ節ハ，前以而御越之様致度候

と金沢に送っており，４万６千両の為替手形が東京邸に到着したようである（並為替）。した

がって，今後は定額の１万両より多く送る際は，あらかじめ知らせるように指示している。

以後，「御仕送金」１万両の逆為替による送金指示の用状が，１０月１５日・１１月１５日にも発せ

られており，この頃，ほぼ毎月１万両を金沢から東京に為替送金する原則だったことはまちがい

ない。そして，１０月１５日付の用状に「当十三日通達方示談申より指出受取，直
�

様
�

相
�

預
�

ケ
�

置
�

申

候」とあるように，東京邸では通達方（＝為替会社東京支店）から現金を受け取ると，新金貨に

替える場合は別として，それをただちに為替会社に預金していた。こうして，金沢からの送金を

新金貨に替えて邸内に保管したものが，表１―１にある１８７６年の「金貨別箱入」などであり，定

額の「御仕送金」１万両を受け取ると同時に通達方に預けたものの一部が，後掲表８の東京邸

「通達方（御貸渡）」であろう。

ところで通達方（＝為替会社）が，前田家からの月々１万両もの為替送金の依頼に容易に応じ

られたのは，明治初年頃，一般に商品流通の方向が，東京→金沢よりも，米移出などのために金

沢→東京の方が多く，したがって資金の流れが逆に東京→金沢の方が多く，為替会社は為替送金

によって，東京支店の資金偏在，金沢本店の資金難という傾向があったからかもしれない。とは

いえ，北陸から東京方面への米移出はそれほど多かったわけでもなく，前田家の送金額が月１万

両＝年１２万両とすると，東京で為替会社が払い出す貨幣は金札や正金であるから，これはこの

５５ ９月「朔日」付の用状より２５日付を後に送ったことは，内容からも，また史料に後に記していることか
らも，明らかである。

５６ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３０２～１３０３頁に，１８７０年の為替会社の出入金明細があり，これは本店のみ
の可能性が高いが，正金・金札の入出金は年２５～２８万両余とある。ただし入金は期首在高を含むはずであ
る。
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頃の為替会社の正金・金札取扱の半分近くを占めることになり５６，前田家の依頼による為替取組

は為替会社にとってかなり大きな比重を占めたと思われる。したがって，先の１８７２年９～１０月

頃になされた，月定額１万両とは別の５万両といった巨額の臨時送金依頼に対して，にわかに応

じられるものではなかった。同年１１月５日付の東京邸から用弁方に宛てた用状には，

［通達方がいうには］此表［東京邸］ェ御仕送金以後追々大金之御仕送相成候而ハ，其時々

現金送輸不致而者不相成候得共，雑費相懸候ニ付，其時者打金受取申度候，無之時者，御仕

送当月半利之義ニ取極度云々申聞候儀，改承知候

とあり，為替会社も大金の送金依頼に応じるには現送するしかなく，経費が掛かるので「打金」

（手数料）をもらうか，半月分の利子をもらう契約にしてほしいというのである。どうやら，こ

れまで通達方は為替手数料なしで前田家の送金依頼に応じてきたらしい。いずれにせよ，前田家

はこの年金沢から「大金」を送付し，それにより通達方から新金貨を買い上げたようである。後

掲表４の史料には，１８７２年に「新貨買上并打金」７０,２２４両の支出が記されており，新金貨７万

円を買上げ，「打金」（手数料）２２４両を支払ったのであろう（これはむろん表４の７２年家政費

支出に含まれない）。

１８７５年になると，今度は依頼者が逆転して，前田家が通達方（＝為替会社）の為替送金依頼

に応じている。すなわち前田家も東京邸と用弁方の帳簿によって為替取組ができるのである。こ

のような明治前期における大名華族の東京―旧領帳簿間の為替取組については，すでに尾張徳川

家や柳川立花家について指摘されている。尾張徳川家の場合は営業目的でないため使用人および

親類等ごく限られた者だけに利用させたとされるが，例外的に徳川家が名古屋で米売却を依頼し

ていた米穀商西村七左衛門からの依頼にも応じている５７。立花家は，旧藩関係者や旧領の国立銀

行まで同家の為替制度を利用したというが，金額は少なく，多い場合でも総額で月１千円～２千

円程度，最も多い１８８２年でも年５千円程度である５８。明治前期の前田家では，詳細なデータが

あるのは１８８６年度だけであるが，やはり利用は家職の家族への送金，および前田家家政に関わ

る年始献金，尾山神社関係の送金にほぼ限られ，一般の旧臣・旧領民に利用させていたわけでは

なく，ほとんどは数円～数十円の小口送金であり，１年間の総額は両方向とも５千円前後であっ

た５９。１８７２年頃も東京邸の用弁方宛用状控をみると，法事の香典などの小口送金が東京―金沢間

の帳簿記載による為替で行われていた６０。こうした為替は当然藩政期の金沢・江戸両藩邸間や金

５７ 前掲，松平「明治初期尾張徳川家の経営内容」５１３～５１５頁。１８７４年６～７月に西村の依頼に応じて名古
屋から東京に計５万円送金している（西村にとっては東京から名古屋への送金）。これは後述の通達方から
依頼を受けた前田家の為替取組と方向もまったく同じである。

５８ 前掲，内山『明治期の旧藩主家と社会』第２部第２章第２節。
５９ 『原簿十九』による。
６０ たとえば，『金沢往状』明治５年６月１７日付の用状に，「真龍院様御三回忌ニ付，鷹司様�御香典金弐百
疋御満御出候，御かね之義ハ此表ニ而留置，為替之義ニ相立候間，其表ニおゐて右金高払ニテ相足，御満
方御取斗可有之候」などとある。真龍院（１２代藩主齊広の正室）は，鷹司家から輿入れした。
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沢・大坂両藩邸間などでも行われていたはずであり，前述の幕末維新期加賀藩財政史料にもそれ

らしき記載がある。すなわち算用場入払帳をみると，各年とも必ず「江戸書替」「江戸書替渡上

納」という比較的少額の入金が記載されており，「大坂書替渡」「京都書替渡」の入金についても

各年必ず記されている。これは藩邸間為替による小口送金のために依頼主から各藩邸へ入金した

分と考えられる。おそらく近世期には各藩とも領国・江戸両藩邸帳簿間でこのような家臣や藩関

係の小口の為替送金は行われていたのであろうし，明治期以降，華族の家になっても継続したで

あろう。結局，加賀藩において，金沢・江戸両藩邸間の送金の仕組みは，両替商に依頼した為替

送金，現送，両藩邸内帳簿記載による為替という３つがあり，明治期に華族となった前田家が東

京に本拠を移しても，３つとも存続していた。もっとも明治期における前田家自身による現送は

かなり例外的と思われ，筆者の限られた史料探索の限りでは，『淳正公年表稿』明治１２年１０月

２２日の項に，「金沢ヨリ御取寄ノ金貨到着」とあるのが唯一の確かな事例である６１。

さて，為替会社が前田家に為替送金を依頼したことは，旧領所在の金融機関が大名華族の東

京―旧領間の記帳による為替を利用する点で，柳川立花家と共通するが，立花家を利用した１８７９

年の第九十六国立銀行の場合はたかだか２００円程度だったのに対して，こちらは金額が大きい。

すなわち，『日記 甲』（明治８年）４月３日の条には，次のように記録されている。

通達方部理代高桑市次郎参上，金沢ヘ為換之義出願，示談ノ上許諾ス，但翌日壱
�

万
�

千
�

円
�

相

納，為替切手相渡

東京前田邸が通達方から現金１万１千円を受け取るとともに為替手形を渡し，それを送られた為

替会社金沢本店が用弁方に提出して資金を受け取るわけである（並為替）。じつは，これは従来，

用弁方が石川県庁から受け取った家禄代を東京邸に送金する逆為替の仕組みとまったく同じであ

り，依頼者が前田家から通達方（為替会社）へと逆転しただけである。そして従来とは異なって

こうした送金依頼が為替会社側からなされたということは，同社の東京支店現金偏在，金沢本店

現金不足という構造は不変であり６２，また従来通り家禄代支給が旧領で行われても６３，旧領から

東京邸への定期送金がなくなったことを示していると思われる。実際，同年の『日記 甲』には，

前田家が通達方へ送金を依頼する記事はまったくない。もっとも，通達方からの為替送金依頼も

６１ この事例の金額・現送理由とも不明であるが，古金であればそのように記すであろうから，新金貨と思
われる。時期からみて慰君婚姻の結納・持参金のためかもしれない（ちなみに前田家には，慰君の成婚後
も有栖川宮家への多額の出費を強いられたという伝承がある。酒井美意子『加賀百万石物語―秘史・前田
家の戦争と平和―』主婦と生活社，１９９２年，２１７～２２０頁，著者は利為の長女）。また前述のように，後掲
表１０―２に，１８８３年在金沢金貨１５万円に対して，翌年在東京金貨１５万円余になっているのは，現送した
可能性がある。

６２ さらに１８８０年代初め頃も，為替会社（およびそれを改称した北陸銀行）金沢本店の「為替金」は，「受
込」より「振出」の方が多かった（拙稿「明治前期，旧加賀藩家老横山家の金融業経営と鉱山業への転換」
本誌本号，表４，表５）。

６３ 前田家の家禄代支給が旧領で行われたのは，おそらく尾張徳川家と同様に１８７６年までと思われる。
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これ以外には記されておらず，この為替依頼は定期的・恒常的なものではなかったはずである。

そして通達方からのこのような為替依頼に応じたということは，翌１８７６年の資産（表１―１）

と同様に，この頃には，用弁方・東京邸ともにかなりの資金が蓄積されていたはずである。じつ

は，すでに７２年１１月２２日の東京邸から用弁方宛の用状には，

此表ェ御仕送金云々御内状之趣改承知候，当時金貨御在高七万五千円余ニ相成，且此表兎角

不融通ニ而，先達而御指送リ御家禄代之内貸附方六ヶ敷ニ付三百両余無利足之分有之，且又

先便申上置候通，通達方�依頼預ヶ置候分も有之，……去リなから数万之金高利足不相立

……御不益ノ様ニも有之，右等ノ通，何とも難決候，今度御申越之通，御仕送リ当分御指止

ニ而も可然哉

とあり，東京邸では７万５千円の金貨があり，また他の手元資金も利子付貸付が難しく，無利子

貸付では不益なので，当分金沢からの送金はなくてもよろしいと書き送っている。巨額の家禄賞

典禄給付によって，またたく間に資金が積み上がっていたのである。

では支出面はどうだったか。表４は１８７２～７５年の同家家政費である。表３の１８６７～６８年が５

～６万両だったことと比較すると，７２・７３年は３万円台だから，１円＝１両として，大幅に減少

している。城から出て，とくに女中費用など人件費（表３は「御次」か）が少なくとも一時的に

は大幅に減ったはずである。１８６９年の版籍奉還直後頃の前田家人員について，「家政向家令家扶

家従等召仕候人員 弐
�

百
�

五
�

十
�

人
�

」という記録があるが，東京に移ってまもない１８７１年１２月にお

６４ １８６９年は，表２の史料による。この数字は，同年１１月に金沢城を明け渡して家老本多家の屋敷に移る
前の数字であろう。１８７１年・７７年は，『御達并御届留』（明治４年～同６年），『諸事留』（明治１０年）によ
る。１８７７年は慶寧３回忌の記事からの推定であるが，東京邸のみであり，用弁方は含まれないし，家丁・
雇夫等，下級雇人も含まれていないから，若干過少である。後述の１８７６年に旧臣によって記された文書に
は，８０余名とある。ちなみに，１９３０年頃の前田家本邸（駒場邸）の使用人は１３６人だったとされ，大幅に
増加している（酒井美意子『ある華族の昭和史』講談社文庫，１９８６年，１１頁）。

表４ 前田家家政費支出
（円）

御用途
惣額

南御
住居

御召
服

御膳
所

男子
月給

女中
月給 旅費 営繕 小計 その他の主な経費

１８７２（明治５）年 ３１，５３２ ２，５５８ １９０ ７１０ ４，２４６ ７１５ ９２８ １１，４４８ ２０，７９５

�
�
�

御洋行費（利嗣）７，８３８，御邸御買上２，２７０
（根岸邸購入費の一部）

１８７３（明治６）年 ３３，９７２ ５，８７８ ４５４ ７３９ ６，３７２ １，７７９ ６４３ ３，４６２ １９，３２７

�
�
�

本郷御長屋２，９２３，東御邸代２，５０７，御婚
礼方（礼姫）１，２８６，巣鴨地代等上納４６８

１８７４（明治７）年 ５７，０２２ １，５８１ １，５７３ １，７２０ ７，６１１ ２，３６０ １，６１１ １４０ １６，５９６

�
�
�

本郷御普請１８，０１６，御霊社御入用（東御
邸）１，９９５，御湯治御入用（慶寧）１，１７７

１８７５（明治８）年 ５４，２６９ １，６００ ２，２２６ ９，８８４ １，５５１ ２，２２７ ８，３４０ ２５，８２８

�

��

��

御勤学所新築４，２１９，御進物用被進方
３，０８８，被下方１，４７８，湯本御湯治（齊泰）
１，０３１

（出所）「明治五年�同八年迄年々御用途惣額」（小幡家文書４３２）．
注：１）「南御住居」は根岸邸における齊泰の隠居所で，「北御住居」が慶寧の住居たる「本邸」．１８７４年から「南御住居」

が急減するのは，慶寧没後，齊泰が「北御住居」に移ったためのようである．
２）「東御邸」（北豊島郡龍泉寺村）は１８７３年地所購入，ただし地所代は１７１円であり（『御達并御届留』明治４～６年），
２，５０７円の大半は邸建設費と推定．

３）１８７２年は一部で両表示があるが，史料はほぼ１両＝１円としている．貸金支出は含まない．

明治前期における旧加賀藩主前田家の資産と投資意思決定過程 75



ける前田家の使用人は，男３１人，女１７人，計４８人であった。１８７７年頃には，再び少し増えた

ようであり，若干過少な数字であるが，少なくとも男３１人，女２０人，計５１人はいた。しかし

不明分を合わせても，１００人を超えることはなかった６４。家政費は１８７４・７５年には５万円台に増

加しているが，７４年は慶寧死去に伴う経費や，本郷邸普請代などが大きく影響している。

そして１８７６年の収支予算をみると（表５），前年９月の太政官布告によって家禄賞典禄は全面

的に金禄となり，前田家の家禄・賞典禄は計２３万円余となっていた。それから家禄税を差し引

いて１５万円，生計費等諸経費を差し引いて，５万円程度を「蓄財」する方針であった６５。家禄税

が創設されたのは７３年末であり，７４年分（すなわち７５年の家禄交付分）から徴収されるよう

６５ 表５の史料には，４種類の見積もりがあり，細部で多少金額が異なるが，ここにはそのうちの２つを示
した。

表５―１ 前田家の年予算（１）（１８７６年）

項 目 金額（円） 備 考 １ 備 考 ２

収入
御家禄賞典録金額 ２３８，８１５ 但，永世御分与ノ分引去御渡ノ全額 金額は史料の２３８，８１７円を訂正
支出
税金額 ８４，８４４ 家禄税，最高税率の３５．５％

�
�
�

御賞典禄ノ内終身
御分与金高 ２８５ 但，八年分ノ金額ナリ

�

��

��

前田慶寧に与えられた永世禄から一代限りとし
て家臣に与えたもので，被分与者死亡時に前田
家が回収

会館保続金 ６，１４７ 但，御家禄御賞典合併高二十五分ノ一 華族会館保続入費，開館は７６年１月

鉄道御出金 １６，８５７

�
�
�

但，年六部利付，但，惣額十一万八
千円七ヶ年賦

�
�
�

華族組合による新橋―横浜間の官鉄７年賦払下
げ，１８７５年５月計画

忍岡小学校御出金 ３００ 東京本郷の前田邸付近，１８７５年１０月開校，現存
根岸御邸ヘ被進金 １４，５９２ 但，御家禄高十分ノ一
年中御用途 ７０，０００ 七万円斗 但，金沢御用弁方共

残 ４５，７８７

（出所）表１―１と同じ．
注：金額の銭以下は切り捨て．備考１は史料の記載，備考２は筆者の注記．

表５―２ 前田家の年予算（２）（１８７６年）

項 目 金額（円） 備 考

収入�
�
�

御家禄并御賞典録之内，税額
并御賞典禄分与ノ分引去残高
（内，御蓄財之口ヘ入）
残

１５３，６８４

△５０，０００
１０３，６８４

上表と同じ

上表と異なる

支出
会館保続金
鉄道御出金
忍岡小学校御出金
根岸様御入用

６，１４７
１６，８５７
３００

１４，５９２

残，年中御用途 金沢共
（三分ノ一非常予備）
（御平常御入用金）

６５，７８７
（２１，９２９）
（４３，８５８）

上表と異なる

（出所）・注 上表と同じ．なお小幡家文書４３５（岡田棣の筆跡）は同一の史料．
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になったから，それまではさらに蓄積が可能だったはずであるし，表５の「（華族）会館保続金」

支払は１８７４年から，「鉄道御出金」（華族による新橋―横浜間の官設鉄道払下げ）の払込も１８７６

年７月からであるから６６，それ以前はこのような負担はない。しかし前述のように，また表６に

示したように，同家は表４の家政支出とは別に，政府への献金など多額の寄付金を早くからたび

たび行っていた６７。他方，前田家は，貸金・公債の利子収入が若干あるほか，遅くとも１８７６年

までには旧領に耕地を所有し，それから上がる小作料もあるが，後者は多くないはずであり，そ

の他に利殖のための事業を行った形跡はない６８。

６６ この東京鉄道組合への出資予定額において，前田家は１１位の１１万８千円であり，１位の蜂須賀家８２万
５千円のわずか７分の１である（『渋沢栄一伝記資料』第８巻，１９５６年，４６３頁）。出資予定額の上位には
さすがに旧大藩大名華族がずらりと並ぶが，最大の大名たる前田家がそれほどの出資予定額ではなかった
点は，同家の慎重な投資姿勢が表れているように思われる。しかしそれでも旧領には関係のない投資とし
て旧領の旧臣から激しい突き上げがみられた（後述）。

６７ なお，表６の１８７３年宇喜多一族への救助金は，藩祖前田利家の娘豪姫が嫁した宇喜多秀家が関ヶ原の戦
いで西軍として敗れ，八丈島に流罪となり，前田家が江戸時代を通じて同島の子孫に援助していたが，明
治初年ようやく赦免されて一族が本土に帰還した際に，再び前田家が支援したものである。

６８ 貸家・貸地の不動産経営もわずかと思われ，表５の１８７６年収支予算に家賃地代収入は計上されていな
い。また１８８６年度でも不動産収入は３千円程度にすぎない（後掲表１６）。

表６ 前田家の寄付

年 月 内 容 金額（円） 土地

１８７１（明治４）年
１８７２（明治５）年

〃
１８７３（明治６）年

〃
〃
〃

１８７４（明治７）年
１８７５（明治８）年
１８７６（明治９）年
１８７７（明治１０）年
１８７８（明治１１）年

〃
〃

１８８２（明治１５）年
１８８３（明治１６）年
１８８４（明治１７）年
１８８５（明治１８）年

〃
〃

１８８６（明治１９）年
１８８７（明治２０）年

〃
〃
〃
〃

太政官建造のため家禄２万石代金を献納
旧藩債「消債」のため家禄十分ノ一を大蔵省に差出す
習成社取建につき東京府へ
宇喜多一族救助につき東京府へ
興学入費のため文部省へ家禄１万石代金を上納
皇居焼失につき差当り非常御用のため上納
金沢・英仏学校地所建物を石川県へ寄贈
尾山神社へ非常予備金寄付
医学校敷地として本郷邸の一部を文部省へ寄付
学習院建築費として華族会館へ寄付
西南戦争負傷者へ寄付
石川県勧業・警察・病院新築に出捐
義倉再興のため起業公債を石川県へ寄付
石川県士族子弟奨学資金へ資金拠出
育英社へ寄付
士族授産のため金沢起業社へ寄付
文武生員養成の資金として育英社へ寄付
金沢区へ開墾種桑用に長町別邸地を寄付
文学生徒養成の資金として育英社へ寄付
興学の資として金沢専門学校へ寄付
旧領地北陸銀行及類業各社破産スルヲ以テ士民救恤トシテ
府民の広益事業として東京府へ南葛飾郡平井新田の土地を寄付
金沢第四高等中学校創設費として寄付
京都豊国神社へ寄付
海防資金として政府へ献金
金沢士族子弟奨学資金として育英社へ寄付

８６，６５６
（１８，７４３）
１，０００
１，５００
１７，３３０
１０，０００

３，０００

３，７００
１，５００
３，０００
１２，５００
１０，０００
２，０００

１００，０００
２５，０００

１，０００
５，０００
８０，０００

５０，０００
１，０００
５０，０００
２０，０００

・・・

５４０歩

１町６反

１３町２反
５４町８反

（出所）永山近彰『淳正公家伝』（１９２１年），『淳正公年表稿』，『御達并御届留』（明治４年～同６年），『金沢往復
書状留』（明治４年～同５年）．

注：１）判明分のみ．１両＝１円と換算．１千円未満の少額寄付は略した．
２）１８７１年政府献納は，３月３３，１６９両，６月２９，６７１両，１１月２３，８１６両．１８７２年家禄十分の一は筆者推算．
３）１８８７年第四高等中学校へは，５万円（毎年１万円宛差出）と土地（地価３万５３７円）の両方を寄付．
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このような情報をもとに，１８７１年夏の廃藩置県頃（＝東京移住頃）から１８７６年７月頃までに

家禄賞典禄収入によって，どの程度の金融資産蓄積が可能であったかを推計してみよう。まず家

禄賞典禄米代であるが，表５の２３万８千円余は，前年９月の太政官布告により，各地方貢納石

代相場１８７２～７５年の３年間平均をもって金禄に改定して支給することになった際に，金沢藩家

禄換算相場１石＝３円５５銭３厘７毛１糸によって算出されたものである６９。したがって，７３年

から７６年までの４年間は，この相場による家禄賞典禄代収入（計９５５,２６０円）があったとみな

せる７０。それ以前の１年半の石代相場は，１８７１年９月は１石＝３両永５７２文，７２年夏季３円７１

銭，同年秋季２円９４銭３厘であったから７１，１石＝３円４０銭平均と仮定すると，７１年秋から７２

年の１年半分の家禄賞典禄推計額は３４２,７２５円となり７２，７１年夏から７６年７月の家禄賞典禄収

入は１２９万円余となる。これに，表１―１に含まれている７６年分利子２８,６５１円や７５年までの利

子収入を大雑把に６万円と仮定して加えると，総収入は１３８万円余となる。ここから表４の７２

～７５年の家政費計１７６,７９５円，さらに７１年秋期と７６年前半期を合わせた家政費を５万円と仮定

し，また表６の寄付金のうち１８７１年秋から１８７５年までの寄付金計７５,３８９円，家禄税２年分

１６９,６８８円，鉄道出金半年分８,４２９円を差し引くと，９０万円余となる７３。これに１８７１年金沢から

の若干の前記「御持金」を合わせても，表１に示されている金融資産９０万円とほぼ一致する。

かなり仮定を置いたラフな推計であり，多分に誤差も予想されるが，のちに有数の華族大資産家

となる前田家は１８７１年初秋の東京移住時にほとんど一からの出発という『金沢往状』の記述か

らの前記推定が，１８７６年７月現在資産の形成推計からもほぼ裏付けられる。近世最大の大名で

あった前田家は，藩政期から多額の金融資産を直接に継承することはなかったのであり，家禄賞

典禄が決定的に重要だったのである７４。

なお，版籍奉還後に家禄制となって１８７１年夏までに家禄収入・知事官禄等によってどの程度

資産を蓄積できたかも問題になりうるが，この時期の家禄支給は，尾張徳川家の例を見ると，か

なり変則的であり，１８６９年分の家禄は実際には支給されていないことなどが明らかにされてお

り，あまり大きな蓄積は不可能だったように思われる７５。

冒頭で述べたように，近年の藩研究においては，藩の一般会計とは区別されてしばしば藩主の

管轄下に置かれていた特別会計が重要であったことが指摘され，伝統的な藩財政窮乏化論に疑問

６９ 『石川県史』第４編，１２０２～１２０５頁。
７０ 尾張徳川家の事例から（松平「明治初期大名華族の経済基盤」２１８～２１９頁），１８７６年前半に７５年分の家
禄賞典禄が支給されたとみなし，同様に下記の家禄税については７５年分も納付したとみなす。

７１ １８７１年９月は，前出の同年１１月政府献納金残支払相場，７２年夏季・秋季は，『石川県史』第４編，１１９８
～１１９９頁。

７２ 算出の基礎石は，表５と同じく藩士１０名に賞典禄のうちから永世分与分を引いた家禄賞典禄６７,２０１石。
７３ １８７１年秋の寄付分は表６の注を参照。また１８７６年華族会館への寄付は１０月であり，ここでの推計には
考慮しない。

７４ ただし，多額の家禄受給も近世の遺産ともいえることはもちろんである。
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を呈する議論がある。また特別会計とも区別される藩主の私的資産の存在についても議論されて

いる。しかしたとえ幕末・明治初年に藩財政が窮乏しておらず特別会計等に大きな資産が有され

ていたとしても，そこから大名華族が巨額の金融資産を継承したということはほとんどなかった

のではないだろうか。

この点は未解明の点が多いところであるが，たとえば佐賀藩について木原溥幸の研究によって

みよう。同藩では種々の特別会計があったが，１８７０年にもともと藩主の管轄下で主として軍用

に備蓄された「懸硯方」から旧藩主鍋島家に金６千両，正銀７５貫，判銀３００枚等が移管された

のをはじめ，同家は種々藩政期の資産を継承したようであり，廃藩置県後まもなくじつに４０万

両もの大金を政府に献納した７６。しかし，この４０万両は「元佐賀藩知事祖先ヨリ之遺金」とさ

れているが，懸硯方からの移管分は上記のように「額はそう多くない」のであり７７，どこから出

てきた資金か明らかでないのである。そもそも，維新期とはいえ４０万両もの大金を旧藩主が自

発的に献納するであろうか。一つの可能性として，４０万両が旧藩主の私的資産か公的資金かあ

いまいだったため，義務的に献納させられたことが考えられる。そして献納分を差し引いてさら

に巨額の資金を継承したとはいささか考えがたいのである７８。

長州藩（萩藩・山口藩）については，戦中期に刊行された三坂圭治『萩藩の財政と撫育』が次

のように述べている。すなわち，特別会計である「撫育金」や「宝蔵金」，さらに江戸藩邸の床

下に蓄えられた「穴蔵金」などが毛利家の私財となって，それらは１８７１年に時価約１００万両も

あり，そのうち７０万両を政府に献納し，残り３０万両を同家が継承した７９。しかしこの研究は，

「一般の読物として記述を平易に」するため８０，出所も明記しておらず，管見の限りその後この

点を跡付けた研究はないようである。同書に引用されている１８８３年に宮内卿より贈られた内陳

書から，廃藩置県の際に政府に７０万両（＝円）余を献納したことは確かであるが，そこには

「［毛利家が］王室不虞之事ヲ慮リ，一切私用ニ不充，維新前後国用ニ供シ，廃藩置県ノ際，右残

高七拾万円余，県庁ヲ経テ差出候趣」などとあって８１，完全に私的な性格の資金ではなかったと

も読めるし，総計１００万両あったことを裏付けるものもない。佐賀鍋島家の４０万両献納と同様

に，７０万両もの巨額の資金を献納したということは，なかば公的な性格を有する資金だったの

７５ 加賀藩領では，１８６９年の不作のなかで越中においてバンドリ騒動が起き，このため翌年５月に，慶寧が
「家禄二十分一を除き他を藩政の用に供せんことを議せし」め，「詰合一同可と決候」と，『加賀藩史料』藩
末篇下巻，１１９９頁にあるが，「慶寧略伝」（同書，１３８０頁）にはこれが実行されたとは記されていないの
で，あるいは尾張徳川家と同様に６９年分の家禄が支給されなかったのかもしれない。

７６ 木原溥幸『佐賀藩と明治維新』（九州大学出版会，２００９年）１５０～１６２頁。
７７ 同上書，１５７頁。
７８ 冒頭に述べたように，鍋島家は１８７４年に９万円を支出して旧領の田畑をじつに１,６００町歩も購入してい
るが，この支出は版籍奉還以後の家禄収入によって不可能ではなかろう。

７９ 三坂『萩藩の財政と撫育』（春秋社，１９４４年）３２６～３２８頁。
８０ 同書，序３頁。
８１ 同書，３２８頁。
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ではないか。実際，近年の田中誠二による浩瀚な萩藩財政史研究でもそのように示唆してい

る８２。三坂著に記されているように，かなり年月が経過してから旧藩士の上陳によってようやく

宮内卿から内陳書が送られた点も，当初は当然のあるいは義務的な献納だった可能性があろう。

「［毛利］重就公の余栄は言はずもがな，撫育制度もまたここに有終の美を済したのである」で終

わるこの１９４４年刊行の著作は，天皇制国家の下での萩藩毛利家顕彰という色彩が強く，同家が

３０万両を継承したという点も検証が必要である。

松平秀治による尾張徳川家の研究では，１８６９年版籍奉還時の資産を，江戸時代の古金銀を除

いて，金融資産１３万５千円余，土地１万２千円余，計１４万８千円と推計している８３。ただし金

融資産には，１８７０年３月～７３年９月に売却した建物・道具類の代金収入が大部分を占める「御

囲金」１１万４千円余も版籍奉還時の同家資産とみなして合算している。むろんこの建物・道具

類も藩政期からの継承資産に違いないが，それを含めるならば，本来は，今に伝わる徳川美術館

所蔵の源氏物語絵巻等，家伝来の宝物類も含めないと首尾一貫しない。同様に前田家も金谷御殿

の建物・庭石・立木売却代の銭１０万貫余を近世からの継承資産に含めるならば，３代藩主利常

以来といわれ今に伝わる典籍・古文書等の動産も含めなければ首尾一貫しない８４。各大名華族と

もに先祖伝来の家宝など現金以外の動産はかなりあり，それらを含めれば藩政期からの継承資産

は増える。しかしそれはもともと売却換金を想定しておらずかつ時価換算は困難であり，大名華

族の近世からの継承資産といっても厳密には算出不可能なのである。とりあえず本稿ではそうし

た現金以外の動産や一部の不動産は除外して考えるほかはない。尾張徳川家の場合，この「御囲

金」を除くと，版籍奉還時から継承した私的資産は土地を含めて３万円程度となり，土地を除い

た金融資産は２万円程度となって，のちの家禄賞典禄や金禄公債を基礎とした蓄積資産規模に比

して到底巨額とはいえない。

尾張徳川家以外で藩政期から継承した金融資産がはっきりしているのは岡山池田家であり，森

田貴子により提示されたデータから筆者が概算すると８５，１８６９年約１４万両，１８７２年約９万両と

８２ 田中誠二『萩藩財政史の研究』（塙書房，２０１３年）４９１頁，注３７に，撫育銀はもともと「公私二重の性
格を帯びていた」のであり，「明治になって残った撫育銀一〇〇万両のうち七〇万両を，藩主の私財として
皇室に献納したと主張しているのは，私財としての性格をいっているのである。時々の都合によって，公
的な性格を強調し，また私的な性格を強調するのは，論理矛盾である」と三上著を批判し，幕末期の非常
時における萩藩財政は一般会計と特別会計を一体的に運用していたはずであると述べている。

８３ 前掲，松平「明治初期尾張徳川家の経済構造」３７頁。
８４ 近現代に伝わった前田家の蔵品については，菊池紳一『加賀前田家と尊経閣文庫』（勉誠出版，２０１６年）
を参照。ちなみに，大名家の私財たる現金を含めた動産は，領民からの貢租を原資としたものだけでなく，
贈答品や婚姻の際の持参品も多数あったはずである。たとえば尾張徳川家所有の源氏物語絵巻は，近世後
期に鷹司家から同家へ輿入れした際の嫁入り道具との説や大坂夏の陣の戦利品との説もあり，取得の契機
は多様である。

８５ 前掲，森田「華族資本の形成と家政改革」４０９～４１０頁，注９。本稿表２の史料に記載の１８６８年換算表に
基づき，金１両＝銀０.１貫目＝銭１０貫文として換算。１８７６年は，同論文，３９１頁，表１３―１による。
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なり，さらに７６年には８万円余となっている。１８７２年が６９年より減少しているのは，私財と

認定されなかったものがあったためか費消したためか不明であるが，いずれにせよこれは大名華

族の継承資産として多い方かもしれない。管見の限り，これぐらいしか具体的なデータ提示はな

いが，要するに，現金以外の動産や東京の屋敷地は別として，完全に藩主の私的資産と認められ

た金融資産は意外に少なかったのではなかろうか８６。当時政府は極度の財政難にあり，なおかつ

藩債も政府が継承する状況の中で，大名華族の継承資産について厳しい査定が行われたことは当

然だったであろう。

ところで，前田家と尾張徳川家と比較してみると８７，徳川家の家政費は１８７１～７２年頃，年３

万円台で，前田家とあまり変わらないが，徳川家の家禄収入が前田家の半分弱であった点が大き

く異なる。明治初年，草高は金沢藩１０２万石に対して名古屋藩６１万石，家禄支給の基礎となる

現石はそれぞれ６３万石，２６万石であった８８。藩政期には，それぞれ石高・貢租収入に見合った

財政支出を行うから，大雑把にいって剰余はさほどあるいはほとんど残らなかった。しかし版籍

奉還により，ともに上級華族となって両家の支出額は大して変わらないのに対し，家禄収入が旧

石高に比例して給付されるから，前田家は何もしなくても徳川家より剰余がかなり大きくなり，

実際，徳川家が種々不動産経営を試みたのに対して，前田家は若干の不動産取得のほか貯蓄金の

一部を貸金に運用する程度で，金融資産が膨れ上がっていったというわけである。

（２）不動産投資

前田家の不動産については，当然ながら自家用の土地建物を取得することが優先され，利殖目

的の投資は皆無とはいえないものの，それほど積極的ではない。表７は，１８７８年における東京

府にある所有地一覧である。本郷・根岸・巣鴨および龍泉寺村の地所は自家用であり８９，深川・

四谷も鴨猟用に取得したようである９０。もっとも深川などの田畑は貸し出して小作料を得ている

８６ 阿波２５万石の蜂須賀家は，前述のように１８７５年東京鉄道組合計画の際に８２万円余もの突出した出資を
予定しており，一見，版籍奉還以後の家禄賞典禄収入による蓄積のみでは説明できないようにも思われる
が，一挙に払い込むわけではなく７年賦の予定だったから，藩政期からの継承分が少なくてもなんとか可
能と踏んだのであろう。千田稔『華族総覧』（講談社，２００９年）６４８頁によると，蜂須賀家は他の大藩大名
華族と異なって明治期の資産家名簿類にも掲載されておらず，この点からも家禄賞典禄・金禄公債以外に
藩政期から多額の金融資産を継承したとは思われない。すると，東京鉄道組合は，もともと蜂須賀茂韶の
建言に始まり彼が主導したとはいえ，同家財政にとってきわめて大胆な投資計画だったはずであり，その
点で同家はかなり特異な大名華族だったと思われる。

８７ 前掲，松平「明治初期尾張徳川家の経営内容」。
８８ 『明治史要 附表』復刻版（東京大学出版会，１９６６年）。
８９ ただし巣鴨別邸は，『淳正公年表稿』をみる限り，番人を置いていたものの，とくに自家用にも使用され
た形跡はないが，利殖目的で払下げを申請したとも考えられない。旧中屋敷だったため，潜在的・予備的
自家用不動産として払下げを受けたのであろう。１８８２年頃学校用地として貸し出したうえ，１８８５年には手
離している（後掲表１３）。
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し，１８８０年代半ば頃以降，深川で養魚・養鼈事業を行ったが，後者も純然たる利殖目的ではな

く，接待用・自家用の魚やスッポンの供給が目的と思われ（後掲表１６の１８８６年度収支を参照），

いわば天皇家の御料牧場のようなものであった。さらに１８７８年に金沢長町に利嗣らの金沢滞在

用の別邸を取得し，ここに用弁方を移したようである（後掲表１３）９１。

前述のように，１８７６年作成と推定される前田家の家政運営方法案を記した文書によると９２，こ

の頃，東京府内に貸長屋，石川県に田畑があったことがわかる。貸長屋については，本邸内の家

職居住用のほか，遅くとも１８８６年には深川地所内にもあったが，家賃収入はわずかであった

（後掲表１６）９３。旧領に所有していた耕地は，所有者からの買取要請によるものではなく９４，齊泰

らの指示によるもののはずであり，資産運用の一環として耕地取得を行っていた。とはいえ，

１８８７年にこれら５４町余の田畑全部を金沢第四高等中学校創設費としてあっさり寄付したところ

をみると，東京本邸としては旧領の耕地所有を重要な資産運用法とはみなしていなかった（利回

９０ 猟を好んだ利嗣は早くも１８７４年には著名な鷹匠村越才助とともに四谷で鷹狩を行っており（『日記』明
治７年），とくに１８７８年頃以降，四谷・深川両別邸に頻繁に猟に出かけた。安田善次郎も１８８６年に前田家
深川別邸の鴨猟に招かれている（前掲『安田善次郎伝』１８５頁）。そして利嗣は１８８８年に宮内省主猟官に
任じられ，以後しばしば皇室の御猟場に出勤した（以上，『淳正公年表稿』）。

９１ １８７８年に齊泰が金沢に滞在した際には，旧家老家本多邸を「御借上御座所」とし，帰京も「本多屋敷」
から出発しているが，御取持人（後述）をこの時任命し，彼らは「長町御邸ヘ毎月日曜日御用弁方」に出
頭することになったというから（『赤井直喜手控』三），この７８年に長町別邸を取得し，かつ同邸に用弁方
を設置したはずである。

９２ 注３４を参照。この文書は，後述の１８７６年に前田家家政に関する審議のために東京邸に呼び寄せられた
長成連ら旧家老らが作成したものと思われる。

９３ さらに根岸邸は，１８８４年に齊泰が没し，８７年に根岸邸に居住していた家族が本邸に移ったため，以後空
き家となり，長屋を建てて貸し出した。正岡子規が１８９２年以降居住した根岸の長屋も前田家の所有であっ
たことはよく知られている。

９４ 佐賀鍋島家の場合，前述のように１８７４年に一挙に旧領の田畑１,６００町歩を買い上げたが，それは旧領民
に対する救済の意味もあったことが指摘されている（前掲，松尾幹之「領主華族の資産運用（鍋島家・山
内家）」，前掲，福岡博・松尾幹之「佐賀における千町歩地主の成立と解体」など）。

表７ 前田家の東京府下所有地（１８７８年１１月）

所 在 地
地 目 価格

（円）取得年 備 考
宅地 田 畑

本郷（本郷区本富士町）
根岸（北豊島郡金杉村）
巣鴨（小石川区賀籠町）
深川（南葛飾郡平井新田・

石小田村新田）
四谷（南豊島郡内藤新宿・

東大久保村）
（北豊島郡龍泉寺村）

１４，３４５坪
１町１反９畝

１，５５６坪

３畝

３反４畝

６町８反７畝

３反６畝

３反３畝
６町９畝

６町７反４畝

１町７反８畝

２反３畝

４，７３４
４２１

１，３１５

１，６３７

２０８

１７１

１８７１
〃
１８７３

１８７６

（１８７７）

１８７３

本邸，上屋敷上地の際に無償下賜
根岸邸，価格は宅地のみ
旧中屋敷，一旦上地の後，払下げ�

�
�

鴨場など，他に附洲８町９反４畝・
代金２２円

鴨場など，取得年は推定

東御邸，面積は１８７７年２月の数値

（出所）『御達并進達物留』（明治１０年～同１５年）．取得年は，『諸事留』（明治１０年）など．
注：１）「価格」欄は，本郷・根岸・巣鴨は地価，他は代金．

２）龍泉寺村の地所は，１８７７年２月～７８年１１月に売却と推定．
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りが芳しくなかった）ものと思われ，以後，旧領の耕地への投資はないようである。

（３）貸金・預金

１８７６年７月現在の貸金・預ヶ金一覧によると（表８），総額３６万円余のうち，通達方が７割強

の２６万円余と最大の貸付先であった。これは全額，通達方が運営する為替会社の資金として運

用された９５。さらに別に為替会社元備金２万２千円があり，これは同社への出資金であった。な

ぜ通達方ないし為替会社にこれほど巨額の貸金があったのか。通達方への貸付条件は，年７～

９％とほぼ通常の金利であり，担保も取っていたかまたは取ろうとしていた。『石川県銀行誌』

９５ 『石川県銀行誌』第２章「金沢為替会社」，とくに第１３節「通達方と前田家」を参照。

表８ 前田家の貸金・預ヶ金内訳（１８７６年７月１日調理）

貸先・預ヶ先等 金額（円） 貸付年月 備 考

当地（東京）
通達方（御貸渡）

〃

〃
三井組（御預金）
佐藤尚中（御貸渡）
西四辻殿（御振替）
五条為栄公（御振替）
有馬純雄（御貸渡）

１０，０００

１０，０００

８，０００
３０，０００
２０，０００
６，２００
４，２２９
１，５００

１８７５年８月

同上と推定

１８７６年６月１９日

１８７５年１月
戌年（１８７４年）
１８７５年

月７朱，利子８月１２月�
�
�

月７朱半，本年１２月返上ノ極，内５，０００円５月３０日返上，
外１２８円受取

月７朱半，本年８月中返上ノ極
年利６分
月４００円の５５ヶ月賦，５，２０８円７６年３月中までに元高入
△７年賦，返上方御滞
△１０年賦
△本年６月返上ノ約

西四辻家（御振替金）
北洲舎（御貸渡金）
西四辻家
久徳楢行（御貸渡金）

５，０００
４，３００
４，０００
３００

△（以下４件は付箋に記載，既返済と推定）
△
△
（久徳は前田利嗣の生母挺秀［慶寧側室］の弟，１８７５年から家従）

東京 計 １０３，５２９

金沢表
通達方（御貸附）
内

為替会社（元備金）
同断
要用会社
松本栄作持家御借上敷金
野田等御墳墓修理御貯用
井波瑞泉寺仕法銭
通達方別途御貸渡
内

２０４，９６６
（１５４，４８６）
（５０，４８０）
２１，５１４
５８３

１，０００
１，０００
３１０
５９７

３１，８８０
（５，０００）
（２，２００）
（１０，０００）
（７，６８０）
（７，０００）

１８７６年１月
〃

１８７５年７月
〃 ８月

１８７６年１月
〃 ３月
〃 ４月

年利７分
〃 ９分
但，年々利益配当

月１部２朱（年利１４．４％）
無利足，（金沢用弁方借上敷金）
通達方ヘ振込，月１分

〃 ，月１分
５万円の内，年利６分

金沢 計 ２６１，８５２

（出所）表１―１と同じ．
注：１）金額の（ ）は内数．貸先・預ヶ先等の（ ）は史料の記載．備考の△は，史料の記載で，無利子の意．

２）「御振替」と「御貸渡」「御貸附」の違いは，前者は敬うべき公家華族に対して，後者は目下に対してのようである．
３）貸付年月は，貸付更新年月の場合もあると思われる．
４）総計は，表１―１では３４１，５７２円であるが，ここでは３６５，３８１円になるのは，東京邸の貸付のうち，通達方５，０００円，
佐藤尚中５，２０８円，および付箋の４件の既返済分があるため（通達方の外１２８円受取のみ除外すると計算が合う）．
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は，この頃の前田家と通達方の貸借関係を論じているが，そこで示されている用弁方史料には，

「明治七年度通達方貸附金」計２８万円余を３つに分けて記載してあり，最初の２０４,９６６円は，表

８の金沢における「通達方（御貸附）」と正確に一致している９６。したがって，表８の史料にはこ

の２０万４千円余は「［明治］九年一月」の記載があるが，実際にはもっと以前から貸していたこ

とが明らかである。そして『石川県銀行誌』掲載の通達方から前田家に提出した文書には，担保

未差入分の金利を年９朱，「抵当品指上候上ハ，本文之通年七朱ノ利足ニ相改メ可被下候事」と

あるから，表８の２０万４千円余のうち，１５万４千円余（年利７分）は担保差入分，５万円余

（年利９分）は担保未差入分とみなせる。さらに上記の前田家宛文書によると，１８７４年４月時点

では担保差入分が８万円余としているから，この２年余の間に担保差入がかなり進展したことも

わかる。したがってこれは，通達方に運用を任せた利殖のための通常の投資ともみえるのであ

り，『石川県銀行誌』も，それを参照した前掲の千田稔論文もそのように理解しているようであ

る９７。他方，為替会社は旧領最大の金融機関であるから，旧領に配慮した貸付ともみえる。しか

しこれはもう少し事情がありそうである。

そもそも通達方・為替会社は前田家の為替送金を担うとともに早くから前田家の預金金融機関

でもあった。前田家は，廃藩置県・東京移住の直後から持参金の残金や為替で送られた資金を，

一時的にではあれそのまま預けていた。また通達方は日常的に前田家本邸の各所への支払いも担

当していた。同家業務日誌の１８７５年４月１３日の条には，「本日諸方御払定日ニ付，例之通，通

達方出張，先々御払江遣事」とある９８。さらに通達方・為替会社は金沢に置いてきた前田家の蔵

品を預かるなど，依頼に応じて種々便宜を図っていた。たとえば，本邸から用弁方への１８７２年

３月２７日付の用状には，「御用弁方有之趣，雑用道具之内，畢竟御払ニも可相成分，通
�

達
�

方
�

買
�

入
�

之
�

出
�

蔵
�

ェ相納可申旨，示談之上申上置候段，左ノ様御取斗之様存候」とあり９９，道具類をさしあ

たり通達方の蔵に預かってもらうことにしている。１８８０年５月３０日の用弁方からの用状にも，
および

「当方御蔵書本多政以方江御預ケニ相成居候分，且亦堤丁元御用弁方曁為替会社江預之分ハ去冬

不残引取同年十一月曁今年三月船便を以，逓送いたし」とあり，収集蔵書を旧家老本多家と金沢

堤町の旧用弁方，および為替会社に分散して預けていたが，ようやく東京に輸送したことがわか

る１００。また前述のように金沢からの為替送金の際に前田家に有利な条件で送金依頼に応じるな

ど，同家にとって通達方の御用商人は藩政期と同様に，なくてはならない存在であった。それゆ

え同家の日誌などには，通達方が東京邸で慰労される記事がしばしばみられる。たとえば，１８７４

年３月３０日には，通達方の木谷次郎作と藤井能三が「伺御機嫌」のため上京し，東御邸の慶寧

９６ 以下，『石川県銀行誌』１２２～１２４頁。
９７ 前掲，千田「華族資本の成立・展開」９頁。
９８ 『日記甲』（明治８年）。
９９ 『金沢往状』（明治４年～５年）。
１００ 『金沢往復書状留』（明治１３年）。
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から「御膳」を頂戴し「御庭拝見仰付」られ，預け金などについて次のように承っている。

今度見舞遠路登京大義ニ存候，因而此品遣シ，扨先年来預金融通方彼是尽力誠ニ，右引当品

ニ付而も心配之由，不残尋，尚向後も宜相頼シ，此段［木谷］藤十郎，［島崎］徳平江も通

達有之度候

「右引当品」とは貸金担保であろう。これから，当主慶寧自身が貸金の仔細を把握し，指示を出

していたことが窺える。次いで「右相済，［齊泰の住む根岸邸の］南御住居ニ被為所，御酒肴被

下，御庭御書斎拝見仰付」られている１０１。また慶寧没後の１８７５年５月２５日には，「［利嗣が］木

谷次郎作御呼寄，御酒肴御膳被下，不相替世話方尽力有之度，御意被遊」とあって１０２，いずれに

せよ，彼らは前田邸の訪問者の中で別格の厚遇がなされていた。廃藩後の為替会社は前田家の御

用金融機関であり，木谷藤十郎らは依然前田家の御用商人だったのであり，他方前田家は通達方

に対して為替取組を行うなど種々便宜を図ってもいた。その意味では，前田家と通達方の関係は

相互依存の関係ともいえる。

そして通達方への預金も当初は前田家側から依頼したのであるが，まもなく通達方側が前田家

に要請するようになった。ここには，為替取組と同様に依頼者の逆転がみられる。先に引用した

１８７２年１１月２２日付の金沢への用状には，「通達方�依頼預ヶ置候分も有之」とあるように，す

でに廃藩置県後１年余のうちに通達方は前田家へ資金融通を依頼しているのである。この頃，何

が起こったのか。

前記のように，為替会社は１８６９年に金沢藩が作った組織であり，藩が無理に木谷藤十郎ら御

用商人に「調達金」を出させていた。その多くが１８７２～７３年頃の藩債処分で不良債権となった

のである１０３。そして１８７４年４月頃の通達方への貸付額は，じつは為替会社が旧藩関係の融資に

よって焦げ付いた金額と同じ額だったのである。すなわち，「（金沢為替会社）資本計算書」（明

治１１年４月総決算調）には１０４，

拾万千九百七拾八円余 大坂ニテ旧藩用無証書ニテ今日請求力ヲ失スルモノ

拾三万八千七拾九円 旧藩借上金ノ損

とあり，１８７８年には，旧藩関係で２４万円余の回収不能な不良債権があったことが記されてい

る。そしてさらに，

１０１ 『日記』（明治７年）。
１０２ 『淳正公年表稿』。
１０３ 藩債処分は，１８７２年の旧債処分法，１８７３年３月の新旧公債証書発行条例による公債によって実施され
た。

１０４ 小幡家文書２３８（『金沢市史』資料編１１近代一，１９９９年，４２０～４２１頁，所収）。原史料には為替会社と
は記されておらず，文書目録では「第拾弐国立銀行設立資料」に分類されていることもあって，これまで
利用されてこなかったものである。しかし「株金」額などから同社の史料と判明するので，筆者も担当し
た『金沢市史』資料編に収録したが，同資料編，４２１頁の「基本主」は「其本主」の誤りであり，訂正し
ておく。
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凡，消滅金ノ源由概略如斯，今之レヲ補ハンガ為，頭取四名自己ニ預リ受ル処ノ金額弐拾八

万円ヲ其本主［前田家］ニ歎キ，年々弐万弐千円充元利ノ方ヘ還納シ，凡弐拾ケ年ニテ消却

ノ法ヲ約シ，而テ此金額ヲ会社ニ収メ，……今回会社ニ収メ其利子中ニテ彼ノ弐万弐千円ヲ

約ノ如ク履行シ，早々弐拾八万円ヲ消却シ（下略）

と，旧藩関係不良債権を含む３７万円余の「消滅金」を補うために頭取ら４名すなわち通達方が，

前田家に懇願して２８万円を預かっているというのである。これに対して，『石川県銀行誌』に掲

載されている通達方から前田家宛の文書には，１８７４年４月現在の前田家からの預り金は「現今

御差引残金御預ヶ之分大
�

凡
�

弐
�

拾
�

四
�

万
�

円
�

」とある１０５。藩関係の債権こげつき額と１８７４年４月時点

の前田家の預け金が同じ２４万円であるのは偶然でない確証はないが，いずれにせよこれらから，

通達方への預け金は，単純な利殖目的の貸金ではなく，また旧領への配慮による単純な地域振興

目的でもなく，為替会社に対する藩債処分によって生じた同社の損失を補填するものだったこと

にまちがいなく，やむを得ず資金を出したものと思われる１０６。通達方からの前田家への預金依頼

が，前述のように藩債処分が行われた１８７２年になされた点も，これを裏付ける１０７。『石川県銀行

誌』に収録されている１８７４年４月付の上記文書にも，１８８３年までの９年間に３回に分けて返済

するとしており１０８，これは明らかに救済的な貸金で，利子も実際はほとんど受け取っていないよ

うである。

要するに，藩が御用商人にほぼ強制的に調達金を出させて焦げ付かせたことを，旧藩主側も知

らぬ顔はできなかったのであろう。一般に藩の債務は新政府が継承して処理することになった

が，名古屋藩の例では，藩に債権を有していた有力商人伊藤次郎左衛門が損失を被るなどしたた

め，尾張徳川家は１８７２年頃から伊藤家に無利子および利付での多額の融資を行った。これによ

り徳川家も損害を被ったが，「徳川家側も寛大」にならざるをえず，「強く返済を求めるわけにも

いかなかった」という１０９。加賀藩の場合も，藩債処分により為替会社が破綻の危機に瀕し，運営

していた通達方＝御用商人木谷藤十郎らも没落の危機に直面したため，同様に前田家による通達

方への貸付が始まったわけである。前田家としては，もともと事実上の藩営であった為替会社

や，木谷家のような近世前期以来の有力御用商人が破綻・没落すれば，旧主の名声にも関わるう

１０５ 『石川県銀行誌』１２２頁。
１０６ このように通達方への預け金は，１８７４年４月２４万円，７４年度末２８万円，７６年７月２６万円，さらに２
年経った７８年には２８万円となっており，７９年１月も２８万円（『石川県銀行誌』１２５頁）と，ほぼ滞貸に
なっている。なお，前田家が直接為替会社にではなく御用商人に貸し付けたのは，おそらく責任を明確に
するためであろう。

１０７ したがって，『石川県銀行誌』１２２頁に，この２４万円の預金は「そんなに以前のことではなく，［明治］
七年初めと考えられる」とあるのは，誤りであろう。実際，この貸金が結局焦げ付いた末の訴状（１８８６
年）が同書１２０頁に掲載されているが，そこには，「明治五年二月原告［前田家］ハ右通達方ニ預金ヲ致置
シニ」とある。

１０８ 『石川県銀行誌』１２２頁では，６年間で返済するとあるが，誤りである。
１０９ 前掲，上野「大名の私的資産に関する一試論」３０～３１頁。
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えに，従来通りの円滑な家政運営に支障が出ることもあって貸し付けたのであろう。ただし前田

家としては，道義的責任はあっても法的責任はないという立場だったはずであり，したがって恩

恵として貸し付けて，市場金利を課したものと思われる１１０。

一般に１８７２～７３年頃の政府による藩債処分により，各地で大名貸をしていた豪商が回収不能

となって没落したとされる１１１。通達方の旧加賀藩御用商人はこの借入によってこの時没落を免れ

た。しかし結局，為替会社は１８８３年に北陸銀行に改組した頃から，松方デフレで打撃を被り，

１８８６年に閉鎖した１１２。中西聡は，木谷藤十郎らは藩から巨額の御用金負担を求められなかった

ためにその後もある程度活動できたと推測しているが１１３，そうではなく，これらの御用商人は藩

債処分による没落をこのような形で１８８６年頃まで先送りされたのである。もっとも木谷家はそ

れでも完全に没落したのではなく１１４，前田家も北陸銀行破綻直後に手の込んだ救済を行ってい

た。用弁方史料に基づいた『石川県銀行誌』によると１１５，抵当の不動産が他の債権者の手に渡ら

ないように前田家が訴訟を提起して抵当を公売に付し，その際に同家が資金提供した木谷家の親

戚に競り落とさせ，結局公売物件は木谷家に戻ったという。

表８に記されたその他の貸付先について簡単にふれておこう。三井組への預け金３万円は，

１８７５年３月に家職が三井組に赴き社則を確認したうえで預けた資金と思われる１１６。この頃，三

井組は官金抵当増額令をオリエンタル銀行からの１００万円もの巨額の借入で乗り切ったものの，

１１０ この後，為替会社は前田家への返済計画を何度も立てて提出したようであり，前田家側も返済の督促
や，追加の担保要求を何度も行っている。

１１１ たとえば，落合弘樹『秩禄処分』（中央公論新社，１９９９年）７２頁。
１１２ 為替会社・北陸銀行の営業基盤の詳細は不明であるが，管見の限り，１８８０年代に旧家老横山家の経営
する銀行類似会社苟完社や尾小屋鉱山隆宝館にも融資しているし（拙稿「明治前期，旧加賀藩家老横山家
の金融業経営と鉱山業への転換」本誌本号），旧家老本多家は，為替会社への預金についてやや誇大な額と
思われるが，１８７８年に「士族本多某ハ貯財ノ多キ，為替銀行ェ預ヶ金四拾万円余ナリ」とも報告されてい
る（岡田稲雄「探偵報告書」明治１１年８月２９日，「岩倉具視関係文書」M５５０/２）。さらに為替会社は
１８８３年頃に共同運輸に対して荷為替取組を高岡支店で行っているし（金沢為替会社「共同運輸会社為替金
貸付概略」，宮林家文書１２９３，石川県立歴史博物館所蔵），北陸銀行は１８８０年代中頃兵庫の豪商北風荘右
衛門家に貸し付けていた。北風家『証券帳酉一月吉日』（北風家文書，国文学研究資料館所蔵）には，１８８４
年９月付の「借用証」１万２千円（借主北風荘右衛門→金沢北陸銀行頭取木谷藤右衛門宛）があり，これ
は為替会社が北陸銀行に改組されたため新たに作成されたと思われ，以前から貸し付けていたのであろう。
通達方の一人宮林彦九郎は近世期から北風荘右衛門と取引があり（高瀬保『加賀藩海運史の研究』雄山閣，
１９７９年，５４６頁），明治に入っても為替会社が北風家と取引を継続していたと思われる（近年の研究におけ
る北風家への言及は，石井寛治『経済発展と両替商金融』有斐閣，２００７年，１０７，１１１頁）。いずれにせよ，
為替会社・北陸銀行は，金沢士族を一方の主要な取引先とするとともに，通達方の北前船主時代以来の海
運関係取引先とも取引を継続していた。

１１３ 中西聡『海の富豪の資本主義』（名古屋大学出版会，２００９年）３７１頁。
１１４ 中西，同上書，３６９～３７１頁を参照。
１１５ 同書，１３３～１３７頁。
１１６ 『淳正公年表稿』明治８年３月８日の項によれば，「三井組社則為承方，羽野知顕村田良吉同所へ罷越」，
さらに同１０日「関沢明清，三井組御預ヶ金ノ義ニ付罷越」とある。
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同行から返済を迫られ，まさに火の車であったから１１７，三井組側から預金を要請したのかもしれ

ない。

佐藤尚中は蘭方医で，１８６９年大学東校主宰，翌７０年明治天皇侍医となり，１８７５年湯島に順天

堂医院を新築した。この頃，尚中は同時に前田家付の医師であり，前述のように１８７４年に本邸

を本郷へ再移転する契機となったのも，慶寧の病状を慮った尚中の進言であった。この貸付金２

万円はこの順天堂医院の新築資金であった１１８。

富裕な大華族前田家には，貧乏公家華族から資金援助要請が少なくなかった１１９。西四辻家や五

条為栄らの公家華族に対しては，無利子で貸している。五条為栄は，この頃前田家と行き来のあ

る公家華族の唐橋家や高辻家とともに，菅原道真を家祖とする同じ宗族であり，この貸金もその

縁故によるはずである１２０。このほか，親戚の鷹司家からの「無心」にも応じているし１２１，１８７７

年頃には貸金のみならず，岩倉具視の計らいで困窮した公家華族に年々の贈与も行っている１２２。

他にはあまり多額の貸金はないが，有馬純雄（元薩摩藩士）は，１８７５年末頃に日暮里墓地訴

訟で前田家が代人として委任した人物であり１２３，その関係の預け金であろう。日暮里墓地問題と

は，１８７４～７５年頃，日暮里青雲寺境内の一角を前田家が購入して神式の墓地を建てたことが，

青雲寺を旦那寺とする他の大名華族から問題とされたものである。北洲舎（日本最初の法律事務

所）は日暮里墓地問題の相手方代人であり，金沢士族加藤恒によると，強引に前田家に準備金を

要求したものとされる１２４。用弁方では，天明期に貧者救済のために藩営で設立し，明治に入って

銀行類似会社に改組された要用会社への預金１２５，用弁方事務所の借上敷金があり１２６，さらに前田

家代々の墳墓のある金沢野田山墓地修理費や慰姫がかつて預けられていた井波瑞泉寺への資金も

１１７ 石井寛治「銀行創設前後の三井組」（同『近代日本金融史序説』東京大学出版会，１９９９年，所収）。
１１８ 表８では１８７５年１月貸付となっているが，１８７４年８月１９日に内金７千円を渡しており（『日記』明治
７年），新築なった１８７５年４月１日に，「従四位公［利嗣］御初方々様佐藤尚中ヨリノ御請招ニヨリ榊原様
御誘引，順天堂ヘ御出，建築御覧且引移為御祝義肴一折被遣」と尚中に招かれている（『淳正公年表稿』）。
なお，この頃，尚中の長男である貿易商佐藤百太郎がニューヨークで販売するための仕入商品２万６千円
分の担保として佐藤家の財産が提供されていたというから（ハル・松方・ライシャワー『絹と武士』文藝
春秋，１９８７年，２２７頁），順天堂佐藤家も火の車だったようである。

１１９ 『淳正公年表稿』明治８年５月８日，６月２２日，同２５日など。表８の西四辻家への貸付年月は１８７４年
となっているが，すでに１８７２年にも１,２００両を貸している（表４の史料）。

１２０ なお，１８７７年頃の五条の負債については，前掲，千田「華族資本の成立・展開」８頁，第３表を参照。
岩倉具視が１８７６年に宗族ごとに結集させる華族政策をとるが（この点の最近の研究は，久保正明『明治国
家形成と華族』吉川弘文館，２０１５年，第３章～第４章），それ以前からこの宗族の結合は堅いようである。

１２１ 『淳正公年表稿』明治８年９月９日には，「鷹司様御無心一件，御聞入為御挨拶，三条公ヨリ御使者到
来」とある。

１２２ すでに四辻家には１８７２年に２.２７０円を貸していたが（表４の史料），７７年には利嗣の五辻安仲への書状
（２月２５日）に「今般四辻家負債多ニ相成……従来年々相送リ参候金高」云々とあり，五辻からの書状（５
月２６日）にも「四辻公賀負債巨額，目下困窮之折柄扶助出金之義［岩倉］部長より及御談ノ処，前書之金
額贈与被致候旨」などとある（『諸事留』明治１０年）。

１２３ 『淳正公年表稿』明治８年１１月２日，同２２日。
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通達方に預けている。

また表８にはないが，１８７４年には蓬莱社へ貸金があった。同年３月２日に，家従早川忠恕が

蓬莱社に赴き，貸金５千円と２ヶ月分の利子を受け取っている１２７。蓬莱社への貸金がそれ以外に

あったか不明であるが，同社はこの頃すでに資金難に苦しんでおり，やがて７６年に倒産してい

るから１２８，２ヶ月だけ融資したとするなら，前田家の慎重な融資姿勢が窺われよう。

３．家政体制と意思決定システム

（１）東京移住後の前田家家職と士族

版籍奉還以来，華族としての前田家の家政体制が安定するまでにはじつはかなりの時間を要し

た。まず使用人の長たる家令は１８７６年頃まで頻々と交替しあるいは空席の時期もあった。その

経緯をみると，１８６９年５月に広瀬五十八郎（胤信，４５０石）を家令としたが１２９，同年７月には赤

井直喜（伝右衛門喜内，３００石）が家令加役となり，同年９月には，横山外記（隆淑，３,５００

石）・藤懸十郎兵衛（頼善，５００石）・赤井直喜・木村九左衛門（九平，１５０石）の４名が家令

を命じられている１３０。この頃複数の家令が任命されることがあったのは，前田家に限ったことで

はなく，旧柳河藩主立花家でもこの頃一時家令３名となっていた１３１。その後判明する限り，１８７０

年９月１９日には家令赤井は家扶に格下げられ，かつ同月２４日に家令心得を被命されている１３２。

これは同年９月１０日の太政官布告第５８１が華族の家の職員を定め，家令は１名としたための措

置であろう。ちなみに，この時まではこれら知藩事家職の任命主体は前田家ではなく金沢藩で

あった。しかし翌１０月１７日には，９月１０日太政官布告第５７９藩制によって，家令・家扶・家

従の３職は判任をさし止められ，つまり朝廷の家臣ないし官吏ではなくなった。このため，赤井

は９月の家扶兼家令心得被命を一旦取り消され，改めて同日，前田家によって赤井は家扶と家令

１２４ 『淳正公年表稿』明治８年６月２日。また加藤恒らから長谷川準也らへの書簡（１８７６年４月２８日）に
よると，「先般御墓地云々之末ニ因由シ，北洲舎島本［仲道］ナル者暴慢無状之談判ヲ要シ，御家ニ対シ金
五千円之弁備ヲ強求スル次第」などと記されている（『旧藩同士会設立趣意書并会則等留』長家史料
１３８５）。

１２５ 要用会社については，『石川県銀行誌』２１８～２２３頁に詳しい。
１２６ 松本栄作所有名義の用弁方については，前注２３参照。
１２７『日記』（明治７年）３月２日の条に，「忠恕義，蓬莱社江罷越，御預金五千円并利二ヶ月分請取候事」と
ある。早川忠恕は，のちの三井合名副理事長・満鉄社長早川千吉郎の父。

１２８ 蓬莱社については，宮本又郎「明治初期の企業と企業家―蓬莱社の場合―」（宮本又次編『上方の研究』
第２巻，清文堂，１９７５年，所収），石井寛治『近代日本とイギリス資本』（東京大学出版会，１９８４年）第３
章。

１２９ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１０５０頁。家職はすべて旧臣であり，旧禄高は，主に，「先祖由緒并一類附
帳」（加越能文庫）を整理した古川脩編著『加賀藩士人別帳』上巻（１９９７年）によっている。

１３０ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１１０２頁，『赤井直喜手控』七。
１３１ 前掲，内山『明治期の旧藩主家と社会』２４頁。
１３２ 以下，１８７０年１０月までの記述は，『赤井直喜手控』七による。
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心得を命じられたのである。

その後，廃藩置県に伴う東京移住の直前の１８７１年７月には堀嘉久馬が家令であることがわ

かっているが１３３，彼は同年１１月からの利嗣の英国留学に家扶として随行しており１３４，家令から

家扶に格下げとなっている。もっとものちの１８８９～９０年における利嗣洋行の際には，加藤恒が

家令のまま随行しており１３５，明治初年頃の家令職は後年ほど重いものではなかったようである。

じつはこの頃，家令から家扶への格下げ例は堀や赤井らのほかにもあったようで，利嗣洋行後の

７１年１１月に堀に代わって家令となったのは，１８６９年頃家令であった広瀬五十八郎であり１３６，彼

は１８７１年春以降ずっと本郷邸に詰めていたから１３７，１１月に家令になる前には家扶だったのであ

ろう。すると彼は，家令―家扶―家令という順で家職に就いていたことになる。柳河藩立花家で

は，１８６９～７０年頃，家令と家扶の序列は未確立だったとされているが１３８，前田家も同じ頃，家

令―家扶の序列はまだ厳然たるものではなかった。

このように再び家令に返り咲いた広瀬も，じつは翌１２月に辞職してしまった。赤井直喜によ

れば，その事情は次のようである。赤井は，慶寧・齊泰らの上京の後始末を金沢で行った後，齊

泰のたっての要望により，１２月に上京して再び前田家家扶となった。早速，挨拶に罷り出て，

齊泰から聞いたところによると，

時勢トハ申ナカラ，万事下モ強ニ相成，旧御藩士書生輩跋扈，［齊泰に］毎度御目通相願，

御家政向之義，彼是御面倒ナル事トモ御困リ之由，御家令ヘモ無体成事毎度申掛，御用多之
の の し

節柄逢不申候得者，尊大抔ト申�訇リ，誠ニ面倒ナル事ナリト御咄拝聴１３９

などとあり，廃藩置県後，旧臣の態度が大きく変わり，前田家東京邸に押し寄せ，齊泰に面会さ

せろとか家令にも無理難題を吹っ掛けて，面談に応じないと尊大だと大声で罵り，じつに面倒な

ことになっているという。そして，

家令広瀬五十八郎方江書生輩毎度御家政向之義ニ付迫リ，最早勤兼候

と旧臣らが家令の住居へも押しかけてくるため，広瀬は家令を務められなくなり，辞任を申し出

たという。齊泰らは代わりに名越春三郎（三治，５００石）を金沢から呼び寄せ，家令を命じるこ

とにした。ところが名越がこれまたなかなか出京せず，広瀬を家族の病気により金沢に帰らせた

ため，名越出京までの間，赤井に再び家令心得を命じたのである。廃藩置県後の東京移住までに

おける家令の頻繁な交替は，華族家政に関わる制度の変更や前田家子息の外遊などに伴うもので

あったが，今度は旧臣への対応に難渋することが交替の理由となっている。実際，これ以降，同

１３３ 『加賀藩史料』藩末篇下巻，１３６９頁。
１３４ 『淳正公家伝』１２頁，徳田寿秋『海を渡ったサムライたち』（北國新聞社，２０１１年）１５０頁。
１３５ 『淳正公家伝』４１頁。
１３６ 『赤井直喜手控』七に，「［明治４年］十一月十三日附紙面，東京詰家令広瀬五十八郎ヨリ到来」とある。
１３７ 『金沢往状』によると，この年春から秋にかけて，東京発金沢宛用状の発信者の一人は広瀬であった。
１３８ 前掲，内山『明治期の旧藩主家と社会』２８～３０頁。
１３９ 以下，『赤井直喜手控』三，同七。
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家は旧臣への対応に苦慮することとなる。

家令心得を命じられた赤井によれば，その後も自分が当面の宿としている本郷の旅館に毎夜旧

臣がやってきて種々申し掛けるので，旅館を引き払って本郷裏の高橋小四郎宅へ転住したが，そ

こにも日々尋ねてきたという。彼らは，家職人員が多すぎるとか，家令の給料が高すぎる，もっ

と低給で勤めよなどといって，連日深更まで粘る。そのうえ他藩士までやってきて家令に面会を

求め，皇国のために洋行したいがその費用の借用を取り次いでくれなどという。そこで旧加賀藩

士さえ助成できていないと返答すると，今は旧藩も他藩もないはずだといい張る。取り合わない

でいると「誠ニ尊大」などと罵り，家政に介入しようとする旧臣や，多額の家禄賞典禄を受領し

ている前田家にたかろうとする旧他藩士までの対応に大いに困惑していた。

さて家令名越は翌１８７２年ようやく出京したものの病気を理由にすぐ辞職し，代わって同年８

月頃丹羽半畝（次郎兵衛履信，１５０石）を出京させ家令を命じた。しかし翌７３年４月には，丹

羽と家扶林省三が「議合ハサルニヨリ」，両者とも帰県させ，代わりに沢村恒三（２００石）に家

令を申し付けた。ところが，沢村も足痛によりなかなか出京できず，そのうえ「書生輩大勢［金

沢の］沢村宅へ迫リ苦情生シ」，やむを得ず沢村は病気も申し立てて家令就任を断り，ついに免

職となった。家令が不在では不都合なので旧家老前田晋（３千石）を呼び寄せようとしたが，先

だって前田が金沢藩の参事を務めた際に「書生等相迫リ候事モ有之，迚不得相勤」と，またまた

これも容易に引き受けず，齊泰・慶寧をはじめ種々説得してようやく７３年１１月に前田晋が家令

となった。

これらによると，旧臣が家令就任を拒む理由は，高齢，病気，自家の事情により東京赴任が困

難といったこともあったが，すでに廃藩置県前から旧来の武士層の秩序が崩れており，前田家家

職のトップとして旧臣層の突き上げの矢面に立つことが極度に忌避されたのである。任命する前

田家としても，藩政期と異なって命令一下で決まるものではなく，原理的に断る自由もあるため

に，就任説得にかなりの労力を費やしたのである。

前田晋は１８７５年９月まで家令を務めたあと，病気と自家都合により帰県し，その後，１８９０年

代初めまで金沢用弁方の家扶を務めた１４０。しかし７５年前田晋辞任後の後任家令がこれまたなか

なか決まらず１４１，７６年８月に旧八家村井恒（１万６千石）がようやく就任した。村井は１８８８年

まで家令を務め，家職の構成も次第に安定していった。家令が数百石クラスの旧組頭層では旧臣

からも軽く見られ，旧臣として地位の高かった３千石級の旧家老さらに万石級の旧八家に依頼し

て，ようやく安定していったという印象をもつ。いずれにせよ，１８７０年代の家政運営体制はき

わめて不安定だったのであり，それが落ち着きをみせるのは，後述のように家政制度の整備も行

１４０ 以下，『淳正公年表稿』。
かつもと

１４１ ７５年１１月に旧家老篠原一貞（３千石）を家令に任命しようとしたが辞退され，彼は代わりに同年１２月
から１年ほど家扶を務めている（『御家老若年寄履歴』加越能文庫，特１６.３１―３６，所収の篠原筆の履歴［明
治１７年９月］）。
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う１８８０年代に入ってからであった。

そして長家など旧家老家に残る史料によれば，１８７６年初め頃から金沢士族とくに数百石クラ

スの旧組頭層の間で，前田家家政に対する動きが一層組織的になっていった。後述の１８８０年代

における東北鉄道計画は歴史研究者に比較的よく知られている投資の試みであったが，不思議な

ことに，１８７０年代後半の投資をめぐる同家と金沢士族らによる以下の活発な動きについては，

管見の限り，士族らの政治的活動を詳細に叙述している『石川県史』『稿本金沢市史』『石川百年

史』をはじめ，これまでどの刊本にもまったくふれられていない。しかしこの動きを解明するこ

とにより，この頃の士族が置かれた状況や，旧藩主家が旧領にどう向き合っていたか，さらに前

田家の意思決定のあり方が藩政期のそれから華族のそれへとどのように移行していったかを理解

する糸口になるように思われる。

（２）金沢士族による投資案上申と能登島製塩事業の失敗

さて，なぜ１８７６年に士族の動きが活発になったか。３月に廃刀令が出て，また禄が減少して

いたうえに，８月にはそれが全面廃止になって，士族の不満が高まっていった。そのうえこの年

は景気が悪く，士族反乱・農民騒擾が多発した特異な年であり，さらに前年に有力大名華族らが

東京鉄道組合を作って新橋―横浜間の官設鉄道の払下げ計画を進めたことも重要と思われる。東

京鉄道組合は，旧加賀藩領には関係のない投資であり，金沢士族らは不満だったようである１４２。

ここで，藩政後期加賀藩士の身分階層について簡単に説明しておこう。上位から，
ひともちくみがしら

人持組頭 ― 人持組 ― 平士 ― 与力 ― 御歩 ―（足軽）―（中間・小者）
は っ か

という序列になり，人持組頭（八家）は，禄高１万１千石～５万石の８人であり，最上職の「年

寄」を世襲した。次いで人持組は７０人程度で，禄高はおよそ１千石～１万４千石であり，３千石

以上は「家老」（年寄に次ぐ重要職）に就任する資格を有した１４３。平士は，組頭（数百石クラス

が多いが千石以上の者も存在）―物頭―三品士，という階層であり，ここまでが御目見以上の士

分であった。
（ママ）

まず，同年２月に「旧藩同士会」なるものを，津田道賢（権五郎，５００石），金谷孔彰（３５０

石），長谷川準也（１５０石）ら数百石クラスの旧平士が設立し，旧主家に上申書を提出する計画

を立てた。設立趣意書には，次のようにある１４４。

御家ノ義ハ其位置華族ノ上班中尤モ最高ノ点ニシテ，四民上列人民ノ標目タリ歴ニ然トシテ

天恩殊ニ重シ，然ルニ未タ依然トシテ何ノ御功徳モナキモノハ真ニ吾曹深ク患フル處ニシ

テ，亦一般人民ノ怪シム処ナリ（中略）

１４２ すぐ述べる前田家への上申書には，前田家家政について，華士族の家禄は次第に減らされているし，
「加フルニ［１８７５年からの］禄税アリ，又鉄道汽車ノ加入アレハ終ニ尽クルハ必然ナリ」とある。
１４３ 本稿の「旧家老本多家」などという時の「家老」は，家臣団の最高職を意味する通俗的な用語としての
家老であるが，ここではそれを加賀藩の職名に則して，「年寄」と「家老」に分けている。
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然ルニ御家未タ若干ノ不動産ヲ有シ，遠大ノ御後図アルヲ聞カス，尚雇給スルニ八拾余名ヲ

以テスト，斯ノ如クニシテ歳月ヲ経ハ，巨萬ノ金貨アルモ奚ソ終ニ空乏ノ期ヲ来タサヽルヲ

得ンヤ（下略）

前田家は華族の中の最高位に位置するが，家政運営についてまだ土地を取得したとか長期的計画

を立てているという話を聞かず，８０名もの使用人を雇い，これでは巨万の蓄財もそのうちなく

なってしまうなどと記しており，金沢の士族結社である忠告社のメンバーが結集して，旧領の旧

臣に配慮した積極的な起業を求めたものと考えられる１４５。

上申の契機について趣意書には，「日暮里御墓地ノ失態」が新聞紙上に取り上げられ，旧主が

恥をかいた点が記され，慶寧没後まだ１両年を経ていないのに，「令扶従ノ協和セス彼我権ヲ争

ヒ進退烈シク俗々トシテ光陰ヲ送リ，永世ノ御基礎等君慮ヲ窺ヒ着手スルニ暇アラサル乎」と，

家職がよくないためだとしているが，前述のように東京鉄道組合への出資に驚いたのではない

か。具体的な投資案（後述）は，すでに前年の１８７５年に忠告社が立てた計画に近かった１４６。

この趣意書は，上申の形式として，旧八家との連携・協同を強調し，八家を上に立てて，上京

の際は，旧八家２名，総代２名，その他３名としている。そして「［殿様に］拝謁ヲ乞フニ宜シ

ク上書ヲ以テスヘシ」と，藩政期の上申形式を踏襲している。会議は「元万石以上ノ人ニハ恒ニ

内会ヲ開キテ集合シ，小会ニ由テ議シタル事件ヲ決定シ，之レヲ検印ヲ捺ス可シ」とあり，これ

も藩政期において藩主へ上申する際の手続きとまったく同じであった１４７。

こうした金沢士族の「過激」な動きは１４８，もちろん１万人以上いる金沢士族の一部の跳ね上が

り的行動にすぎない。旧八家の奥村栄滋は，「方今敢テ御名分及ヒ御名声ノ悪キト云�ヲキカス，
（想）

御後図方法ノ如キハ已ニ於御家確乎御地盤ノアラセラルヽ乎モ不知，此皆相像ノ論ニ付，即今見

込難相立」と，特段，旧主家の名声が損なわれたとは聞かないし，すでに今後の家政方針はしっ

かり立てているかもしれないのに勝手な想像で騒いでいると記している１４９。しかし旧家老層はこ

（ママ）

１４４ 「旧藩同士会設立趣意書并会則等留」（明治９年２月）［長家史料１３８５］。ちなみに，こうした旧主家へ
の企ての担い手が旧平士層であったことは，たとえば昭和初期の二・二六事件の首謀者が若手将校（士官）
だったことと似ている。すなわち近世武士も近代陸海軍も三層構造であり（現代の本省国家公務員も同
様），近世武士の侍（士分）・徒士・足軽以下（武家奉公人）という階層区分が，近代陸海軍の士官・下士
官・兵という階層区分と対応する。平士層こそが本来の武士という意識が強かったのである。他方，旧家
老層とくに旧八家は，一般の旧臣と異なってもともと藩主に近く藩主を直接支える立場にあったから，旧
主によほどの瑕疵がない限り，差し出がましい行動はありえなかったと思われる。

１４５ 忠告社など，この頃の金沢士族の政治結社，政治活動については，『石川県史』第４編，２２７～２８２頁，
『稿本金沢市史』政治編第一，１０７～１４２頁，『石川百年史』４６～５７頁。
１４６ 『石川百年史』５１～５２頁。
１４７ 以下，幕末期加賀藩の意思決定システムは，宮下和幸「文久，元治期における加賀藩の意思決定システ
ムと政治運動」（『加賀藩研究』３号，２０１３年）による。

１４８ 旧八家村井恒の長成連宛書簡（明治９年３月と推定，長家史料１２６１）には，これら金沢士族の動きを，
「過激ニ渉リ」と記している。
１４９ 奥村栄滋意見書（明治９年３月３０日付，『旧藩同士会設立趣意書并会則等留』所収，長家史料１３８５）。
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うした一部平士層の突き上げに対応を迫られた。３月頃，旧家老の多くは金沢に居り，彼らは頻

繁に集まって対応を協議した。廃藩置県後に祖先の支配地能登に移住していた長成連に対して

も，金沢に出てくるように促している１５０。士族らは，５月に上申案を旧家老層に提出し，これに

対し前田家は６月，数名の旧八家や万石級の旧人持組に対して出京を命じ，７月１２日に旧八家

と旧人持組の４人が根岸邸に出頭して上申書が「両殿様」（齊泰と利嗣）に提出された。

この上申書には，家禄収入の使途案とともに（表９―１），蓄積金融資産を基礎にした具体的な

投資計画として，水田購入，不毛地開拓，能登の製塩事業，越中の鉱山経営などを提示している

（表９―２）１５１。旧臣らは旧主家の家禄収入規模はもちろん蓄積金融資産額を大体把握していた。こ

れに対して齊泰・利嗣は，東京に呼び寄せた旧家老層に協議させたうえで決裁することにした。

これも藩政期の意思決定システムそのものである。幕末期加賀藩では，藩主と，年寄・家老が意

思決定の中核を担い，むろん藩主が最終決裁権をもった。他藩では，幕末頃には中下級の家臣層

１５０ 前注１４８の史料（長家史料１２６１）。
か め が い

１５１ 表９―２の亀ヶ井鉱山は，藩政期には加賀藩「越中七かね山」の一つであり，近世初期はとくに採掘量が
多かったが，次第に衰微していった。１８７５年に福井県人宮城加四郎が再度復興を試みたが，１８８７年に三井
鉱山の経営に移ったという（『大山町史』同編纂委員会，１９６４年，９２１～９６５頁）。

表９―１ 第一御経費概略（家禄の使用方法）

項 目 金額（円） 備 考

明治九年同十年二ヶ年分御家禄高

鉄道会社御加入金

明治九年同十年両年間御年費

御一門様方等ノ内無拠御貸附ノ分御手当
明治九年同十年両年間不時御貯用金

残，御功徳上御開業御着手雑費元資金

３００，０００

△１１１，０００

△１００，０００

△２０，０００
△２０，０００

４９，０００

�

�
��

�

��

是ハ，今日天下ノ形勢其因テ来ル処計リ難シト雖モ大凡今来二ヶ
年間違変之レナシト見�リ来ル明治十一年ニ至リ候テハ遮テ御奉
還ニ相成候共，第二御経費ノ内ヲ以テ御取続キ之レアリ然ル可キ
欤

１１万１千円余�
�
�

但シ，月三千円宛，是ハ月々御入費金大凡三千円ト申風説ニ由テ
之レヲ立ツ

�

��

��

是ハ，御功徳上上申ノ件々三條ノ内御採択之レアル一事業ヲ御施
行之レアル時ノ御手当金，右費用御成業ノ後，残剰ノ金ハ御貯用
金ヘ打込

表９―２ 第二御経費概略（金融資産７０万円の使用方法）

項 目 金額（円） 備 考

当公様佾喜千様御両方御学資

御姫様方御婚礼御用度

５０，０００

８０，０００

�
�
�

是ハ，金沢東京等之内石川県為替会社ェ御振込右利子月々五百円
ヲ以テ御学資ト為ス

水田六千石御買揚代
不毛地開拓費
能登製塩費
亀ヶ井鉱山費
為替会社御振込金

残テ

凡２１０，０００
凡２５，０００
凡３０，０００
凡５０，０００
凡２３０，０００

２５，０００

石凡三十五円�

�
�
�

是ハ，美濃飛騨開路或ハ河北千路両潟堀切等ノ内御着手ニ相成候
トモ亦ハ御預金ニ相成候共

計 凡７００，０００ 当時御蓄財高

（出所）表１―１と同じ．
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を一部の意思決定組織に配置した場合もあるが，加賀藩は旧来の上層部が地位・権限を維持した

点が特徴とされる。一方で加賀藩では，組頭以下の，意思決定に参画できない者も文書による上

申が認められており，上申書は家老層に提出された。そして藩政批判を繰り返すような過激な上

申も，内容自体で処分を受けたことはなく，家老より下からの上申をむやみに抑制しなかったと

される。１８７６年頃にはこうしたシステムはもはや非公式なものであったが，金沢士族の旧主家

に対する自己主張のルートとして，旧システムが踏襲されたわけである。そしてじつは文久・元

治頃の政変の際にも，聞番だった津田道賢の情報や意見が藩の意思決定に大きな影響を与えてい

たとされ１５２，１８７６年頃，システムだけではなく，中核を担う人物もあまり変わっていなかった。

さて，事前に内容を打診された旧人持の横山政和は，同年４月の文書の中で，次のようにこの

投資案はあまり成功の見込みはないと予測し，鉱山や製塩等の４つのうち１つを採用すればよ

い，しかしそれも成功するかわからないと記している。

第一欵ヨリ第三款ニ至ル皆大事件ニシテ着手ノ実行如何アラン，北海道ノ開墾ヤヽ着実ニ近

シト雖モ猶覚束ナシ，……御両公モ即今天下ノ利益ヲ起サントノ御目途ナラハ，第四條ニ記

載スル所ノ礦山開路製塩漕湖ノ四項ヲコヽニ入テ論シ，其内ノ一事ヲ御採択アルモ可ナラン

カ，然レトモ是等実効ノ成否ハ何トモ論シカタカランカ１５３

そして結論をいえば，後述のように横山の記した通りになった。ただしこの投資案を家老らの進

言に基づいてすぐに「両殿様」が決定したのではなく，７月の上申以降年末にかけて金沢の家老

層と東京滞在の家老層の間でやり取りが交わされ，年末に能登の製塩事業のみが候補となった。

それでも「両殿様」の決裁にはしばらく至らない。上申する士族も，それを取り次いで検討する

旧家老も，家令村井以外はもはや非公式システムの中で関わっているだけであり，旧家老らは，

旧主家に過激な上申を試みる忠告社の士族らを，廃屋の破れた障子に多くの目が現れるという不
もくもくれん

気味な妖怪「目々連」に譬えている１５４。そして史料には具体的に現れないが，本郷邸での検討に

は当然家職らが重要な役割を担っていたはずである。

じつは版籍奉還後の金沢藩までを含めると，藩の意思決定システムは若干変容しており，明治

初年の藩上層部には，それまでの家老層だけでなく，平士の中の有能な人材が登用されてい

た１５５。最上層の役職である大参事に旧家老とともに旧禄５００石の岡田棣が就任したり，権大参事

に６０石の北川亥之作らが登用されたりしていた。そして，１８７６年９月に華族会館長岩倉具視

が，家禄廃止・金禄公債交付という禄制改革を踏まえて全華族に家政改革を指令しており，前田

１５２ 前掲，宮下「文久，元治期における加賀藩の意思決定システムと政治運動」。
１５３ 『政策建白書等（写）』（長家史料目録１３８１）所収，明治９年４月２６日。
１５４ 目々連は１８世紀江戸の妖怪絵師鳥山石燕の『今昔百鬼拾遺』（１７８０年）に登場する妖怪（村上健司
『妖怪事典』毎日新聞社，２０００年，３３２頁）。
１５５ 宮下和幸「明治初年加賀藩の政治過程と人材登用」（加賀藩研究ネットワーク編『加賀藩武家社会と学
問・情報』岩田書院，２０１５年，所収）。
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家もそれを受けて９月末に家扶従を全面刷新した。それに伴って岡田棣や北川亥之作らが新たに

家扶に任命され，以後実質的に前田家家政運営の取り仕切り役になった１５６。岡田や北川のほか
しげのり

に，のち三菱に入って活躍する寺西成器（養父１３０石，実家３００石）もこの時家扶に採用され

た。彼らはいずれも洋行の経験もあった。家従にも，本郷邸家従だった元御算用方の早川忠恕

（８０石）が帰県して１８７９年から用弁方で勤務するなど，最大の大藩だけに旧臣に優秀な人材が

豊富におり，彼らが前田家の家政を支えた。

一方，翌１８７７年春に金沢に帰った旧八家らは，目々連から投資案についてあれはどうなった

かと聞かれても，動きがないようだとか，知らぬことは知らぬとしか答えられないなどと記して

おり１５７，もはや家職でない旧八家らも前田家の意思決定システムから外れていることが明らかで

ある。この頃，西南戦争も始まり，齊泰・利嗣名で金沢士族に対して軽挙妄動を戒める布告を発

するとともに，投資については家職らの慎重な協議のうえで，しばらく様子見の姿勢を見せたよ

うである。そして翌１８７８年春頃から能登島製塩事業が開始され，同年１１月には上申した津田道

賢など目々連１９名に事業を委任し，忠告社を設立した杉村寛正や金沢で殖産興業に尽力したこ

とでも著名な長谷川準也が主任者として製塩場に起臥して事業を実施したという。しかし結局２

年程度で中止し，１８８２年５月に閉鎖した１５８。全体として，一部の過激な金沢士族からの突き上

げに，いずれの投資案も成功は覚束ないと予想しつつ，体よく少しだけ儀礼的に答えたという印

象を受ける。実際，在地の製塩事業としては決して小さくない規模だったとしても，前田家とし

てはさほど巨額の投資ではなかったようであり，閉鎖後の数値ではあるが，１８８２年７月現在の

財産目録によれば（後掲表１４），関係資産としては「能登製塩出金」１７,３１４円と「西洋製塩竃」

７７８円が計上されているのみであった１５９。

１５６ 岡田は前年９～１２月にも家扶を務めていたが，病気のため一旦依願退職していた。以下，家扶の任免は
『淳正公年表稿』による。
１５７ 「製塩会社設立ニ付往復書簡写」（長家史料１３８７）。
１５８ 『淳正公年表稿』明治１５年５月１０日の項によれば，長谷川準也が事業継続の「申立書」を上呈したが，
「本文之赴御聞届難相成，仍テ該御事業御廃棄相成候」と，前田家の強い意向で中止に踏み切った。この事
業は予定年産額３万俵というそれなりの規模の事業計画であった。齊泰は１８７８年５～１０月の金沢滞在の際
に，能登島製塩事業を視察している。以上，『能登島町史』通史編（１９８５年）４２０～４２３頁（長山直治稿），
和田文次郎『長谷川準也君』（１９２１年）３，１１，２５～２６，４５～４９頁，『淳正公家伝』１９，２９頁，『淳正公年
表稿』明治１１年２月７日，１１月２５日，明治１５年５月１０日の項など。なお，『石川百年史』２１９，２２２頁
には，前田家による能登島の製塩事業に，横山家経営の苟完社が融資していたと記しているが，苟完社が
融資したのは「製塩社」であり，前田家とは無関係の事業である（拙稿「明治前期，旧加賀藩家老横山家
の金融業経営と鉱山業への転換」本誌本号）。

１５９ 表９―２には能登製塩費として「凡３０,０００円」とあるが，原史料によると設備投資１６,７００円，運転資金
を含めて１９.２０５円となっており（『能登島町史』通史編，４２１頁，表４―５９），概ねこの程度の額が出資され
たのであろう。１８８３年の同家財産目録には能登製塩関係資産は計上されていないから，１８８２年現在の資産
約１万８千円は損金として償却されたはずである。
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４．東北鉄道計画と家政管理体制の整備

（１）「御取持人」制度の試み

さてこの頃，前田家は第十五国立銀行や日本鉄道，東京海上，横浜正金銀行などの中央株，さ

らに金沢第十二国立銀行などへ出資していたが（後述），『淳正公年表稿』などには，これらの株

式投資に関する記述がほとんどない。これらの企業は，国策的に設立され投資を推奨されたもの

が多く，有力大名華族でありかつ戊辰戦争の際に朝廷側に付くのが遅れた点に負い目をもつ前田

家にとって，岩倉らが進める華族政策やそれとも関係する渋沢らの意向に従順に応じることは当

然とされたと思われる。そうした銘柄は政府保護が与えられた特権的な企業の場合が多く，さら

に第十二国立銀行についても，この頃華族に対してとくに旧領の国立銀行に出資することが推奨

されており，そうした事情が，史料にこれらの投資の可否等の記述がみえない背景の一つのよう

に思われる。

ただし前田家は，１８７６年以降の動きの中で，旧臣らの意向を把握するのに苦慮したようであ

り，７８年に「御取持人」を任命し，家老層を含めた旧臣たちの意見・主張を集約する諮問制度

を設けた１６０。「御取持人心得書」によれば，「御取持人ハ当分元八家，元家老，三組頭，及ヒ旧藩

奏任官」などにより充てられ，「元八家ノ外」２０名とあるが，実際には４４名任命した。この年，

齊泰は天皇の北陸巡幸を迎えるために金沢に逗留し，その際，該当者に御取持人を依頼した１６１。

ただし，御取持人は諮問された場合のみ協議することとして，家令扶との区別を明確にし，諮問

がないのに内部に干渉するなとあり，外部の旧臣とは距離をおいて家の主体性を維持せんとし

た。

ところが，御取持人制度はうまくいかず，翌７９年１２月に早くも廃止された。その経緯が次の

ように，篠原一貞によって述べられている。

［明治］十二年春以来諸生輩数十名同志相募，御内政向御変革ノ義申出，御取持ノ人々ヨリ
いよいよ

精誠説諭方取扱ニ相成候得共，聞入不申， 弥 増多人数ニ相成，直ニ御内家へ指迫リ候勢モ

有之候ニ付，右上申方ニ御取持一同出京可仕哉，［本郷邸に］相伺候処，精誠人少ニ出京可

仕旨，御指令有之，然処，横山政和并私義見込ノ趣有之候ニ付，両人引請出京致度旨申出候

１６０ これは，旧人持の篠原一貞によると，１８７８年に齊泰が金沢に滞在した際に，八家だけでは議論がまと
まらず，もう少し広く旧臣層で議論するように齊泰が命じたとされる。すなわち「旧藩士ヨリ建言ノ義ニ

（折）

付，元八家ニ於テ議論不居合義有之候ニ付，尓後御内家向御協議有之節ハ元八家同様御評議ニ相加リ候
様，御指令有之」とあり，旧八家で案を検討させたうえで，７８年１２月に村井家令名で「御取持人心得書」
が出された（前掲『御家老若年寄履歴』，「前田家々政定書」長家史料１２５５，「御取持人心得書」長家史料
１３９１）。

１６１ 「前田家々令村井恒通書達状写」（明治１２年１２月，長家史料１２４５）。前掲『赤井直喜手控』三にも，
１８７９年１０月１６日に「四十四名ヘ御依頼之義，正三位様［齊泰］被命，一同御請ス，依テ長町御邸へ毎月
日曜日御用弁方出頭之事示談極ル」とあり，毎月長町別邸の用弁方に出頭することにしている。
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処，御取持一同異存モ無之ニ付，両人十一月四日出立，同十五日着京，御本邸ヘ出頭仕候

処，［利嗣は］御隠邸［根岸邸のこと］ヘ御出中ニ付，直ニ御隠邸ヘ罷出御機嫌相伺候処，

……［利嗣・齊泰・利鬯］御三方様於御前，県下景況モ上申仕，只今ノ内，断然思召ヲ以テ，

御側向ノ人々御指替，改テ県下輿論公議ヲ御採択被為在，御推挙ニ相成可然，右様書生輩徒

党ヲ募リ恐迫ヲ以テ御内家へ指迫リ候テハ往々御面倒筋ニモ可立至於，私共モ当時ノ御人撰
（虫損）

方不可然ト奉存候旨上申仕候処，尚御考モ可被 □ 旨，御意有之候ニ付，退出仕候，翌十六

日御隠邸ヘ御呼立ニ付，即刻出頭仕候処，従四位様［利嗣］御同座ニテ，［利嗣らが言うに

は］昨日上申ノ趣，御勘考被為在候処，当時御側向ノ人々ハ専御用立ニテ万事御依頼ニ相成

候ニ付，何レヨリ何等ノ義申出候トモ御指替ハ無之，尓後人撰方ノ義ハ指構不申様相心得可

申旨，断然ノ 御意有之候ニ付，右様ノ思召ニ被為在候ヘハ此上強テ可申上筋モ無之旨御請

申上，即日発途帰県仕候テ，右 御意ノ趣御取持一同ヘモ相談シ，右様ノ思召ニ有之候ヘ

ハ，御取持被立置候詮モ無之ニ付，至急解散ノ義両人［横山政和と篠原一貞］ヨリ引請上申

仕候処，同十二月御取持一同御用無之旨，御家令ヨリ談ニ相成候

要するに，７９年春以来，またまた数十人の金沢士族らが旧主家家政改革について主張し始め，

前田家に迫る勢いをみせたので，人持の横山政和と自分（篠原）が根岸邸に伺い，利嗣・齊泰様

らの前で石川県の景気状況も申し上げ，家職を差し替えて石川県の士族連の意見を採用するのが

よろしいのではないか，自分らも家職の人選はよろしくないと申し上げたところ，利嗣様らは，

家職らは自分らの指示で動いているだけで，何と言われようと家職の差し替えはない，今後家職

の人選について差し出がましいことはいってくるなと，きっぱりいわれ，そのようなお思し召し

ならば御取持人になっていても仕方がないので，御取持人は解散すると上申したところ，家令か

らもそれならお前らは御用無しだということになり，御取持人制度はあっさり廃止された１６２。

結局，前田家が中央株へ出資するのに対して，御取持人を含めて金沢士族らは，旧領の旧臣に

配慮した投資を行ってほしいのであり，しかしそれがなかなか実現せず，それを旧主君のせいに

するわけにはいかないので，取り巻きが悪いとしたわけである。ここには，旧領で生活にあえぐ

旧臣たちと，皇室の藩屏たる華族として，岩倉や中央政府に忠実に行動することが前田家の利益

になると考える家職らとの利害の不一致がみられるといえよう。

（２）東北鉄道計画の提起

さて，１８８０年から北陸に鉄道を敷設する計画が，前田家や旧福井藩主松平家らによって起

こってきた（京都からみて北陸は東北になるので，東北鉄道と名付けられた）。この鉄道計画は

よく知られているものであり，『石川県史』や『稿本金沢市史』によると，発端は，同年春に金

１６２ 以上，前掲『御家老若年寄履歴』。また前掲『赤井直喜手控』三にも，御取持人制度の経緯や上京する
横山政和・篠原一貞に託した上申書が記されている。その上申書によると，家令扶の人選はとくに重要な
ので御取持人らにも内評を請うべきこととか，前田家の財政についても具体的に金額を挙げた支出計画を
進言している。
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沢の士族結社盈進社が越中大沢野の開墾をめざし，資金３０万円を前田家に仰ぐこととし，代表

を本郷邸に派遣して請願した。これに対して前田家は応諾する気配はなかったが，士族授産に対

して何らかの考慮はすると答えたとされる。他方，別の士族結社精義社の士族らも上京して北陸

への鉄道敷設を前田家に上申した１６３。要するに，前田家に旧領への投資を促そうと活発に活動す

る金沢士族も２派があったわけである。

この結果，前田家も鉄道建設投資へ傾いていき，他方で同家は士族授産のために金沢で起業会

なる組織を設置した。このような『石川県史』や『稿本金沢市史』の記述によると，前田家は金

沢士族の突き上げによって旧領への投資をよぎなくされたように読めるが，じつは同年７月に，

岩倉具視督部長が華族会館で旧藩士族授産のために起業計画を提出せよとの演述を行い，前田家

はこの岩倉の指令を重く受け止めたのである。士族授産こそ国家的事業であった。利嗣の行動記

録ないし前田家の業務日誌ともいえる『淳正公年表稿』明治１３年７月１７日の項には，直接利嗣

の行動ではないにもかかわらず，わざわざ岩倉の演述を次のように記録している。
原 文 ノ マ マ

督部長演述書取，従来自家或ハ旧藩士民授産ノ為メ，起業スル事業（開拓，養蚕，製糸，銕業）

等，総テ資産ヲ増殖シ，国益ニ関スル輸出ヲ増スノ部分開業着手ノ順序方法承リ度候間，書

取ヲ以テ御申出有之度候，右ハ督部長演述ノ大意ヲ書取申候，何カ御着手ノ廉モ有之候

ハヽ，御申立相成度候，尤族長ヘ取纏申訳ニモ無之候間，御名ニヨリ督部長ヘ御書出シ有之

様，柳生殿御演述之事

繰り返しになるが，従来前田家は旧臣からの突き上げによって，旧領への投資・士族授産をよぎ

なくされた点が強調され，一般に大名華族について同様の投資の制約が語られるが，前田家側の

史料を見る限り，同家の視線は，皇室・中央政府・華族会館の方を向いており，専ら旧領旧臣に

投資の制約を受けているというイメージとはかなり異なる。

ともあれ前田家が旧領への投資に前向きの姿勢をみせた結果，金沢士族は開墾派と鉄道派に二

分し，乱闘事件が頻発するなど，容易に結論はでなかった。そして翌１８８１年春に，結局前田家

が鉄道建設の判断を下すことになったのも，政府による沿線の調査結果と政府の意向であった。

工部省は，調査の結果，トンネルも必要となるが，経済効果は大きいと報告し，岩倉が利嗣と旧

福井藩主松平茂昭を華族会館に呼び，協力して建設するよう勧めたという。計画では，資本金

４５０万円，利嗣が筆頭株主で２２万円であり，４００万円は一般からの公募，うち２００万円を前田家

が，１００万円を松平家が募集を引き受けることとなっていた。政府が８％の利子補給をする公約

を与えて，やがて１８８２年４月までに割当てを達成した１６４。

鉄道計画にきわめて積極的になった利嗣は，１８８１年８月に家職らを引き連れて金沢に発ち，

大々的に出資募集に当たった１６５。これに対して開墾派は「極度に憤慨」し，長町別邸に滞在中の

１６３ 以上，『石川県史』第４編，２９５頁，『稿本金沢市史』政治編第一，２４９～２５０頁。
１６４ 以上，『石川百年史』２５４～２５５頁。
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利嗣との面会を強要しており１６６，家老を経て上申書を出すという藩政期の意思決定システムはす

でに壊れている。いずれにせよ，『淳正公年表稿』によると，この１８８１年末から翌年初頭にかけ

て岩倉具視が頻繁に利嗣と連絡をとろうとしており，岩倉との連携のうえで鉄道計画や士族授産

計画が推進されていったことが強く示唆される。『石川県史』や『稿本金沢市史』によると，８２

年初頭には，士族の鉄道派と開墾派の対立の調停に石川県官や金沢区長が入り，その結果，開墾

派を宥めるために前田家が士族授産補助金１０万円を支出することを約束したとされ１６７，実際，

同家は翌８３年以降この補助金を拠出していった１６８。しかし，じつは石川県官らが調停に入る１

年前の１８８１年１月にすでに利嗣は岩倉宛に，補助金１０万円を支出して起業会を組織し士族授産

に当てる計画を報告していた１６９。つまり，士族連の突き上げや県官・区長らの要請によって補助

金支出をよぎなくされたのではなく，最初からの計画だったのである。そして１０万円の拠出予

定を岩倉には伝えても，同じことを金沢士族らに早くから表明すれば，非効率な費消に結果する

ことを恐れたのであろう，８２年初頭の県官らによる調停のタイミングまで，前田家としては少

なくとも具体的な金額はおくびにも出さない作戦だったと思われる。

（３）家政管理体制の整備と前田家資産・収支

こうして前田家は１８８２年に鉄道等支出多端をもって，家職らに勤倹節約を指示し，「家法条

１６５ １８７８年における齊泰の金沢滞在の際も同様であるが，この利嗣の金沢旅行は，彼が１８７１年に金沢を
去って以来の「御国入り」であり，北国街道の旧本陣に宿泊しつつ，糸魚川付近まで旧藩士が出迎えにく
るなど，かつての参勤交代を彷彿させる。むろん金沢では連日旧藩士が伺候し，着１０日後の９月１１日に
は「旧藩士拝謁人日々如例，本日迄ニ弐千七百余名」などとあり，前田家側も１０月２０日には，「御直領県
ニ付，金沢区内町方一同ヘ酒肴被下，昨今両日用掛ヘ引渡，町方戸数弐万千余軒，一戸ニ付酒肴二合する
め壱枚」と，金沢区職員の協力を得て，全戸に酒とするめを配付している（『淳正公年表稿』，加賀藩主の
参勤交代帰国時の様子は，前掲，忠田『参勤交代道中記』４７～４９頁）。この金沢滞在では，最初に鉄道計
画を提案した金沢区長の加藤恒を辞任させて家扶に就任させている。なお『稿本金沢市史』政治編第一，
２５８頁には，１８８１年９月，前田家は東北鉄道計画と同時に起業会の解散を通告したとあるが，起業会解散
を通告したのは，もっと早く，齊泰・利嗣名で東北鉄道諭告を発した８１年６月ではなかろうか。『淳正公
年表稿』明治１４年８月２５日（この日は糸魚川・青梅付近）に「旧藩士曽田正雄来リ，起業会再興ノ事ヲ
陳ス」とある。また齊泰も鉄道計画に深く関わっていることも注意されたい。

１６６ この時，利嗣とともに金沢に赴いて不満の開墾派士族の対応に当たった家扶寺西成器は，前田家の権勢
を笠に着て威圧したため（『石川県史』第４編，３００頁に，「動もすれば前田家の権勢を負ひて威圧せんと
するの色ありしかば」とある），不満士族らは寺西を打倒・鉄挙を加える騒ぎとなった。結局，寺西はその
責任をとって前田家を辞して（『石川県史』第４編，３０２頁），翌８２年９月三菱会社に入った（後注１８８参
照）。

１６７ 『石川県史』第４編，３０７～３０８頁，『稿本金沢市史』政治編第一，２６４～２６５頁。
１６８ 表６には，１８８３年に１０万円を一挙に拠出したように表示しているが，年２万円ずつ５年にわたって支
出する計画であり，実際は８３年には補助金４万円，貸付金２万円，計６万円が支出された（『金沢市史』
通史編３近代，２００６年，３６～３８頁，奥田晴樹稿，および「御補助金之義請願」「明治十六年度起業社収
入・支出精算書」同資料編１２近代二，２００３年，３２６，３５２頁）。

１６９ １８８１年１月付の利嗣から督部長岩倉具視宛の報告が，『金沢市史』資料編１２近代二，２９８頁に収録され
ている（原史料は前田育徳会所蔵文書）。
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目」なる家憲を制定した。すなわちこの鉄道計画は規模が大きく，前田家財政に大きな影響を及

ぼすことが予想され，この計画に対応できるような家政運営の原則を明確化する必要に迫られ

た。じつは１８８２年５月の能登島製塩事業の閉鎖も，鉄道計画による冗費節減の一環であった

し１７０，８３年初めに第十二国立銀行株を通達方の御用商人に売却したのも，従来の理解のように

松方デフレの影響によるものではなく，この鉄道計画や士族授産事業補助金支出に備えたもの

だったはずである１７１。前掲『前田利為』は，この家法条目は「大名制度から華族制度への転換に

当たり，諸大名にさきがけて」制定したものと記しているが１７２，実際にはすでに１８８０年に旧久

留米藩主有馬家が「家範」を制定しており１７３，大名華族の中で最初の家憲ではない。しかしきわ

めて早期に制定したものにはまちがいない。

家法条目は，財産を次の３つに分ける１７４。（１）「根基資本」（第十五国立銀行株），（２）「予備貯

蓄」（「金銀貨幣，古金銀，不動産，公債証書，及ビ確実ナル諸株式」），（３）「運転資本」（貸金，

「確実ナル抵当ヲ取リ」とある）。そして臨時の支出以外，すなわち経常家政費は，「根基資本」

すなわち第十五国立銀行株の配当から支出することとしている。さらにこの３区分に基づいて財

産目録を作成することも規定しており，１８８６年まではこの財産目録が残されているので，それ

１７０ 以上，『淳正公家伝』２８～２９頁。前掲，森岡『華族社会の「家」戦略』２０８頁は，より一般に華族の家
憲制定は，それを必要とした家の内部事情に対応したものとし，１８８２年の前田家家法条目などの例も，何
らかの切迫した家政上の問題への対処のために制定したものと慧眼にも推定している。この点，家の財政
問題は家憲制定の契機にならないとする，前掲，内山『明治期の旧藩主家と社会』６７頁とは，筆者の見解
は異にする。

１７１ 前掲，千田「華族資本の成立・展開」は，前田家の第十二国立銀行株の売却も，「他の華族と同様に松
方デフレ期には該家［前田家］も相応の困難に直面」したことによるとみなしている。もっとも『石川県
銀行誌』１５９～１６１頁に，用弁方の史料に基づいて述べているように，同行の経営者でもあった通達方商人
の手腕に家職らが疑念を抱いていたことが株売却の他の重要な要因であったし，同行は官金取扱を行って
おらず（前述のように官金取扱は金沢為替会社へ委任），株を手放しやすい条件もあった。ただし同行の経
営が悪化していたわけではなく，少なくとも前田家の株売却時までは，厳格で慎重な貸出姿勢のもとで堅
調な業績をあげていた（北陸銀行『創業百年史』１９７８年，３００～３０１，３１０～３１２頁）。これは，用弁方家扶
取扱でもあった小幡和平頭取のガバナンスが効いていたためであろう。このため，前田家は株売却により
２万８千円の売却益を得ている（『石川県銀行誌』１６１頁によると，売却代金は１６万８千円，出資株金は
１４万円）。

１７２ 『前田利為』１２頁。
１７３ 前掲，森岡『華族社会の「家」戦略』２０８頁。
１７４ 家法条目は，『前田利為』１３～１９頁に，ほぼ全文が掲載されている。１８８８年５月に若干改定が行われた
が，それは華族世襲財産法（１８８６年）を受けて，第５条の根基資本について，「則チ第十五国立銀行株式」
を「即チ其筋ノ認可ヲ得テ世襲財産ト定ルモノ」と修正しただけである。その後，１８９６年にこれをさらに
改定して，「前田家家範」を制定した。これらの史料は，石川県立歴史博物館蔵「加賀藩士小川家文書」に
あり，また「前田家家範」は，近藤斉『近世以降武家家訓の研究』（風間書房，１９７５年）３８４～３８６頁にも
収録されている。旧加賀藩士小川清太は１８９３年から前田家評議員になっており，そのためこれらを入手し
たであろう。近藤著収録の「前田家家範」の原史料は島津家所蔵であり，有力華族間で家憲類を提供して
いたことを物語っている。
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らとこの時期の唯一残されている会計帳簿である１８８６年度の『原簿十九』によって，同家の資

産を整理したものが表１０―１，表１０―２である。まずこれに説明を加えよう。

所有資産といっても，不動産（「地所貸家」）には，家族の住居たる本郷邸・根岸邸は含まれて

いない。また１８８３年の「運転資本」には，「根岸御邸より預」３万円があり，隠居齊泰の手元金

が別途若干あったもようである１７５。さらに１８７６年の金融資産一覧（表１―１）と同様に，円換算

が困難な古金銀はこの表には含まれず，すでに紹介したように別目録に記されている。そして大

量の典籍・古文書類や道具類等の動産も含まれない。しかしそれ以外はすべて含まれているはず

である。

表１０―１によると，１８８２～８４年は，家法条目に沿って，「根基資本」「予備貯蓄」「運転資本」

に区分されて資産が計上されているが，１８８５年以降，資産分類と表示法が変更され，「予備貯

蓄」「同積立金」「運転資本」全部の内訳として，「金銀紙幣」「地所貸家」「公債」「株式」が示さ

れている。したがって１８８５年以降の貸金（「運転資本」）は「金銀紙幣」に含まれる。この記載

変更はすぐ述べるように，「予備貯蓄」と「運転資本」の双方に，現金や貸金，銀行預金が含ま

れるためであろう。

１７５ ただし齊泰は１８８４年１月に没しているから，やがて本邸資産に統合されたと思われる。

表１０―１ 前田家資産一覧
（円）

各年７月１日
根基資本
（第十五
銀行株）

予備貯蓄 運転資本（大部分は貸金） 正味総計
（預リを除

く）金銀紙幣 地所
貸家 公債 株式 計 元金 預リ 計

１８８２（明治１５）年 ６９２，６００ ２５６，７２８ ３１，８５８２１７，８３４２９４，１１５ ８００，５３５ ２４６，５５６ １５１，７３２３９８，２８８（１，７３９，６９１）
１８８３（明治１６）年 〃 ３５０，５１４ ３２，１０８２８３，６２３１８５，５３３ ８５１，７７８ ２６９，０３２ １１５，９５８３８４，９９０（１，８１３，４１０）
１８８４（明治１７）年 〃 ２５１，７８４ ３１，２５７３３０，５９２２０２，３８２ ８１６，０１５ （２２０，４７１）１１０，７４４３３１，２１５（１，７２９，０８７）

各年７月１日 根基資本 金銀紙幣 地所
貸家 公債 株式 予備

貯蓄
同積
立金 運転資本 総計

１８８５（明治１８）年 ６９２，６００ ４２２，７０２ ２９，４１０４８２，３３２２７９，３３７７２３，０１１１５７，６１６ ３３３，１５４ １，９０６，３８２
１８８６（明治１９）年 〃 ４５５，６１１ ２９，４１０４３３，１３６２９２，３３７７０１，５０３１７６，３６２ ３３２，６２９ １，９０３，０９５
１８８７（明治２０）年 〃 （５０７，２５２）２９，８１７４４２，４３５２３８，９３７７６４，２４５１９１，０７３ ２６３，１２３ （１，９１１，０４２）

（出所）『三資本財産目録』『御財産目録』，１８８７年は『原簿十九』．
注：金額は基本的に取得価格により算出．（ ）は筆者による算出．

表１０―２ 前田家資産の金銀紙幣（予備貯蓄）
（円）

各年７月１日
金貨 銀貨 紙幣

（ほぼ全部
預け金）

総 計
東京 金沢 東京 金沢

１８８２（明治１５）年
１８８３（明治１６）年
１８８４（明治１７）年

１１７，６４３
５７，６４３
１５０，６４３

１３０，０００
１５０，０００

１

３，８０４
１３，７２５
３，７０４

５，２８０
５，０６０
１５，０８３

―
１２４，０８５
８２，３５１

２５６，７２８
３５０，５１４
２５１，７８４

（出所）表１０―１と同じ．
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１８８２～８４年の「予備貯蓄」のうち「金銀紙幣」は，表１０―２のように，東京と金沢に分けて所

有しているが，同表の史料によると，たとえば１８８２年東京の金貨のほとんど全部である１１万７

千円は第十五国立銀行に預け，同額の紙幣を受け取って，「運転資本」に回して貸金に運用して

おり，それが表１０―１の「運転資本」の「預リ」１５万１千円余に含まれている。このように，

「予備貯蓄」の「金銀紙幣」東京分は本郷邸内にはほとんどなかったのであるが，しかし同年の

「金銀紙幣」金貨の金沢に計上されている１３万円は，金融機関に預けていたわけではなく，「御

用弁方金庫」に保管していた。翌８３年も東京の金貨５万７千円を第十五銀行に預け，同額紙幣

を受け取って「運転資本」の貸金として運用していたのに対して，金沢の金貨１５万円は用弁方

「庫中」にあった。しかしそのようなたんなる退蔵は無駄か危険と考えたのであろう，翌８４年に

は金沢から現送したと思われる東京の金貨１５万円は日銀に預けている。さらに表１０―２の８３～

８４年「紙幣」もほぼ預け金であり，８３年は１２万４千円のうち９万８千円を第一・第三国立銀行

へ預金しているが，金融機関以外への貸金も含まれるし，「運転資本」の貸金の中にも第三，第

十二，第百十九国立銀行への預金もあって，結局「予備貯蓄」にも「運転資本」にも貸金・銀行

預金が含まれている。いずれにせよ，表１０―１の各項を単純に加算すると二重計算となり，「預

リ」を除外して合計したものが，最右欄の「正味総計」である。

これに対して８５年以降は，「運転資本」の「預リ」分が不明であり，その中には８４年までと

同様に，家の外部からの「預リ」も若干あるだろうし，家の資金が銀行を介して「預リ」となっ

ているものもあると思われる。すると各項を単純加算した「総計」は，若干の負債や二重計算分

が含まれるので，８５年以降の「総計」は正味の資産よりやや過大になっているはずである。実

際，それを裏付けるように，「総計」が８４年までの「正味総計」とやや不連続に増えている１７６。

このように表１０の内容は，家法条目の規定にも由来してやや錯綜しているが，１８８０年代の正

味資産額はおよそ１７０～１８０万円であった。これを先の１８７６年７月における金融資産９０万円と

比較すると，貸金の規模は１８７６年と１８８２年以降では大雑把にいってあまり変わらず，７６年に

所有していた現金のかなりの部分を有価証券投資に振り向け，またその後交付された金禄公債全

部を根基資本の第十五国立銀行株約７０万円とした，と要約できる。そして１８７６年の資産に金禄

公債交付額（＝第十五国立銀行株）を加えた額より，利子・配当等の蓄積によって若干増えたと

いうことになる。

続いて，公債・株式・不動産・貸金の内容を順に検討しよう。表１１は所有公債の一覧である。

繰り返すが，交付金禄公債はすべて第十五銀行株になっているから，同表において，整理公債以

外はすべて購入したものである。１８８７年の「七分利金禄公債・金札引換公債」が減少している

のは，これらが抽籤で償還され，整理公債と交換したためであり，他の年も売却はかなり少ない

１７６ この「総計」の不連続な増加の他の要因としては，齊泰（１８８４年１月没）の手元金が算入されたこと，
前述の８４年に安田善次郎へ売却を依頼したとされる古金代が算入されたことなども考えられなくはない
が，その可能性は高くないと思われる。
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とみられる。表１０―１の「予備貯蓄」をみても，１８８３年以降公債残高は株式をかなり上回ってお

り，同家は安定的な公債取得に積極的だった。金禄公債は華士族から買取を要請されたものも

あったかもしれないが，公債売買も依然として主に通達方（金沢為替会社，北陸銀行）に依頼し

ていたようである１７７。

株式は，まだ投資可能銘柄が少なく，国立銀行にかなり偏っている（表１２）。まず第十五銀行

への当初出資６９万円余は，交付金禄公債全部と現金出資３万５千円余であり１７８，これを「根基

資本」としている。同株はこの他に買増分があるが，これは「予備貯蓄」に算入されている。こ

の買増分は，他の華族からの買取要請によるものであろう。石川健次郎の整理した同行株売買譲

渡事例によると，たとえば１８８６年７月１０日に利嗣は公家子爵五条為栄から同株３４株を６,４６０

円で購入しているが，五条は同日に同数の株を事前に旧篠山藩主家の子爵青山忠誠から５,１００円

で購入している１７９。つまり五条は同日の転売によって１,３６０円の利益を得ているのである。石川

はこれらを華族（この場合，五条）の市場動向をみての合理的な計算に基づく取引と理解してい

るが１８０，それは疑問であり，五条の面子をつぶさないように配慮した前田家による援助ではなか

ろうか１８１。前記のように前田家と五条家は，菅原道真を共通の祖とする同じ宗族会に所属する親

しい間柄であり，前田家は負債を抱えた五条に対して，すでに１８７５年に１０年賦で資金を貸与し

ていた。石川の示した同株売買事例をみると，この他にも同日ないし近い日に転売されるケース

が多くあり，旧岡山藩主池田章政侯爵が同様に公卿華族から高く買い取り，逆に岩倉具定に安く

１７７ 『淳正公年表稿』明治１７年７月１３日の項には，「北陸銀行等春来公債証売買等尽力之廉ヲ以テ，金拾五
円北陸銀行［東京］支店ヘ，越後縮一反斯波帰一ヘ被下」とある。

１７８ 石川健次郎「明治前期における華族の銀行投資―第１５国立銀行の場合―」（『大阪大学経済学』２２巻３
号，１９７２年）７１頁，注６に基づいて算出。

１７９ 前注，石川論文，７８頁，表１５。
１８０ 前々注，石川論文，７７頁。
１８１ この売買日３日前の７月７日に第十五銀行株主総会が開かれており（『淳正公年表稿』），そこで情報を
得て取引が成立したのであろう。

表１１ 前田家所有公債
（額面，円） （取得価格，円）

種 類 １８８２年 １８８３年 １８８４年 １８８５年 １８８６年 １８８７年 １８８２年 １８８３年 １８８４年 １８８５年 １８８６年 １８８７年

一割利金禄公債
六分利 〃
七分利 〃
金札引換公債
起業公債
新公債
中仙道鉄道公債
整理公債
海軍公債

１０，０００
６，９４５

１６９，０７０
５５，２００
１３，７００

１０，０００
６，９４５

２３２，０４５
５８，５００
１３，７５０
１４，０００

９，９７０
６，９４５

２７７，０４５
６６，１００
１３，７５０
１４，０００

７，８７０
６，９４５

３１０，３５５
７７，２５０
１３，７５０
１４，０００
１２５，０００

５，８９５
３０５，１５５
７７，２５０
１３，７５０
１４，０００
８２，７００

５，８９５
�
�
�
３１１，７９０

１３，７５０
１４，０００
８３，２００
７２，２００
６，０００

９，９００
４，３６８

１３８，１９０
５５，２００
１０，１７６

９，９００
４，３６８

１８６，７４５
５８，３９９
１０，２１０
１４，０００

９，８７０
４，３６８

２２６，３２１
６５，８２３
１０，２１０
１４，０００

７，７８１
４，５８８

２５６，９７７
７６，３３９
１０，２１０
１４，０００
１１２，４３５

４，２２３
２５２，６７１
７６，４９４
１０，２１０
１４，０００
７５，５３６

４，２２３
�
�
�
２６９，１７５

１０，２１０
１４，０００
７６，０９５
６２，４７１
６，２６０

計 ２５４，９１５ ３３５，２４０ ３８７，８１０ ５５５，１７０ ４９８，７５０ ５０６，８３５ ２１７，８３４ ２８３，６２３ ３３０，５９２ ４８２，３３２ ４３３，１３６ ４４２，４３５

（出所）表１０―１と同じ．
注：各年７月１日．六分利金禄公債の１８８５年取得価格の変化は誤りの修正と推定．
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売っている例もみられる。いずれも同株売買を通じた支援とみられる。

第一国立銀行株への投資は，渋沢栄一の要請に基づくものであろう。第四十四国立銀行は金沢

支店があり，第七十四国立銀行も旧領高岡に支店があり１８２，その関係による出資とみられる。第

四十四国立銀行は，１８８２年７月に第三国立銀行に吸収合併されており１８３，以後，表１２に第三国

立銀行株が現れるのは，そのためである。

第十二国立銀行（１８７７年８月開業）は，資本金２０万円のうち前田家が１４万円を出資し，同

家の主導で設立された１８４。１８８３年に一旦売却した同行株を８５年に再び所有しているのは，通達

方への貸付金や北陸銀行株売却代を通達方から第十二銀行株という形で回収したものであろう。

積極的な同株再取得ではなかったから，１８８６年７月には売却損２,５００円を出しながら再度売却し

ている１８５。

前田家が横浜正金銀行（７９年２月設立，８０年２月開業）へ当初から出資し，上位株主になっ

ていたことは，これまで知られていなかったことである１８６。それは利嗣名義の株はなく，家扶北

１８２ 第七十四国立銀行については，さしあたり，『横浜市史』第３巻上（１９６３年）第５編第１章～第２章を
参照。

１８３ 高嶋雅明「国立銀行の経営破綻と合併」（『九州産業大学商経論叢』９巻３号，１９６９年）。
１８４ 北陸銀行南町支店編『金沢第十二国立銀行史稿』（１９６２年），『石川県銀行誌』第３章。
１８５ 『原簿十九』。
１８６ 横浜正金設立当初の株主や出資状況については，『横浜市史』第３巻下，第５編第３章第１節三。

表１２ 前田家所有株式
（株数）

１８８２年 １８８３年１８８４年１８８５年１８８６年 １８８７年

６，９２６
５６
１００

１０５

１５
１，４００
３００

４５８

（１５０）
（２，０００）

１００
１０

６，９２６
１３１
１００

５２
１５

３００

４５８

１５０
２，０００

８，４８０

１０

６，９２６
１３１
１００

５２
１５

３００

４５８

６１１

１８０
２，０００

１０

６，９２６
１１６
１００

５２
１５
５００
３００

４５８

１８０
２，０００
２，０００

１０

６，９２６
１１６
１００

５２
１５
５００
３００

４５８

１８０
２，０００
２，０００

６，９２６
１５６
１００
（１００）

５２
１５

３００
３００
４５８

２，０００

１１，４９０ １８，６２２１０，７８３１２，６５７１２，６４７１０，４０７

（出所）表１０―１と同じ．
注：１）金額は取得価格．各年７月１日．銘柄名の（ ）の地名は，本店所在地．

２）１８８２年の大阪紡績・日本鉄道の株数は「約束」，１８８４年の日本鉄道の金額は２，０００株のうち３６０株の株金．
３）１８８７年第一国立銀行新株の株数は，払込額と『第一銀行史』上巻（１９５７年）５０７～５０８頁より推計．
４）１８８４年の「金沢為替会社」は「北陸銀行」であり，「株金３０，５５０円」「元価３０，５４５円」．

銘 柄

第十五国立銀行（根基）
〃 （買増分）

第一国立銀行
〃 新株

第四十四国立銀行（東京）
第三国立銀行
第七十四国立銀行（横浜）
第十二国立銀行
横浜正金銀行

〃 新株
東京海上保険会社
金沢為替会社別仕法株金

〃 元備金
大阪紡績会社
日本鉄道会社

〃 第二募集株
東北鉄道会社
千川水道会社（東京）
賛業会社

計

（円）

１８８２年 １８８３年 １８８４年 １８８５年 １８８６年 １８８７年

６９２，６００
６，５４１
１２，０３０

６，００３

７５０
１４０，０００
３２，２７２

４５，８００
２１，５１４
５８３
３，６２１
１０，０００

１０，０００
５，０００

６９２，６００
１４，４６１
１２，０３０

７，５２３
７５０

３２，２７２

４５，８００
２１，５１４
５８３

１５，０００
２０，０００

１０，５９９

５，０００

６９２，６００
１４，４６１
１２，０３０

７，５２３
７５０

３２，２７２

４５，８００

３０，５４５

１８，０００
３６，０００

５，０００

６９２，６００
１２，９６１
１２，０３０

７，５２３
７５０

３５，０００
３２，２７２

４５，８００

１８，０００
１００，０００
１０，０００

５，０００

６９２，６００
１２，９６１
１２，０３０

７，５２３
７５０

３５，０００
３２，２７２

４５，８００

１８，０００
１００，０００
２８，０００

６９２，６００
２０，５６１
１２，０３０
５，０００

７，５２３
７５０

３２，２７２
１５，０００
４５，８００

１００，０００

９８６，７１５ ８７８，１３３ ８９４，９８２ ９７１，９３７ ９８４，９３７ ９３１，５３７
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川亥之作の名義株のみだったためである。しかも北川が当初から自己資金によっても，また家令

村井恒や家扶岡田棣も同様に自己資金で同株に若干の投資をしていたので１８７，株主名簿だけでは

資金の正確な出所はまったく不明となる。

東京海上保険会社（７９年７月設立）への投資についても，当初から利嗣名義以外に北川と寺

西成器の両家扶名義の株があったから，従来の想定以上の出資をしており，同社創立当初は前田

家から寺西成器が取締役として派遣され，１８８１年７月には代わって北川が取締役に就任してい

る１８８。同社は，華族出資団と三菱会社の出資によって設立され，華族出資の原資は，京浜間の官

設鉄道の買上を目的とした東京鉄道組合が解散し，渋沢栄一の主導により返済された既納金が当

てられたことが知られている。しかし前田家は設立時に家扶名義株を含めて１５,８００円（１５８株）

の出資をしており，他の有力華族の出資額が東京鉄道組合への出資予定額と概ねパラレルである

のに対して，前田家はそれよりやや多めに出資している１８９。さらに同年１２月までに利嗣名義株

を３００株増加させて計４５,８００円（４５８株）の出資とした。結局前田家は，同社に対して華族の付

き合いによる半ば強制的な出資以上に積極的に出資した。それは三菱や渋沢が関わる安全な企業

とみなしたからであろう。

先の横浜正金への出資は，華族が東京鉄道組合の返済金を組織的に出資したものではないであ

ろう。渋沢はそのようには記していないし，鉄道組合の余剰金は既納額に応じて分配されるはず

だから，鉄道出金額の少なかった前田家（および鉄道組合から外れた旧紀州藩主徳川茂承）だけ

が突出した出資はありえない。正金への華族を含む発起人の出資額も当初予定に満たなかったこ

ともあり，有力華族へも出資要請がなされたものと思われる。それに対して前田家が積極的に応

１８７ 同行の株主名簿（『横浜正金銀行史資料』第１巻，坂本経済研究所，１９７６年，所収）と表１２を比較す
ると，これらの家職が自己資金で少数の同行株を売買していることがわかる。１８７６年に家令村井は月給
１００円，北川・岡田ら家扶は月給８０円で雇われており（『淳正公年表稿』明治９年８月２０日，１０月１５日，
１０月２３日），そのうえ北川が就任した第十五国立銀行世話役は月給１００円であったから（大隈文書，『日
本金融史資料明治大正編』第４巻，１９５８年，７４３頁），それなりの蓄財が可能であった。ただし第十五銀行
世話役は前田家の業務として務めるため，家職の俸給は若干減らされた。

１８８ 『東京海上火災保険株式会社六十年史』『東京海上八十年史』『東京海上火災保険株式会社百年史』には，
いずれも１８７９年創立時から１８８１年７月までの同社取締役寺西成器は三菱代表とあるが，誤りであり，こ
の誤りは一部学術論文に拡散している。前注１６６のように，寺西は１８８１年夏の金沢士族との交渉における
混乱の責任をとって同年９月に同家家扶を辞し，翌８２年９月に三菱会社に入社した（『三菱社誌』１０，復
刻版，東京大学出版会，１９８０年，５１５頁）。この会社史の誤りは，その後寺西が１８８７年に三菱社大阪支店
支配人に就き，２０年余にわたり同職および三菱合資大阪支店長を務めたために生じたものであろう（『三
菱社誌』１５,２３７頁，２１,１０７２頁）。ちなみに寺西が三菱に入社した契機は，すでに１８８０年５月３日に岩崎弥
太郎を本郷邸に招くなど（『淳正公年表稿』），東京海上保険や千川水道会社（後述）への出資を通じて前田
家と岩崎家は親しい関係となっており，その縁によるものであろう（寺西の三菱における履歴について，
三菱史料館の坪根明子氏からも御教示を得た）。

１８９ 以下，同社への華族の出資額は，『東京海上火災保険株式会社六十年史』『東京海上八十年史』『東京海
上火災保険株式会社百年史』による。
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じたのは，政府出資の特殊銀行ゆえに国策協力的でかつ安全な投資とみなし，また自己資金に十

分な余裕があったからであろう。

大阪紡績への華族による出資も，東京海上保険と同様に東京鉄道組合既納金があったからこそ

行い得たことが指摘されている１９０。渋沢栄一『青淵回顧録』にそのような記述があり，事実なの

であろうが，しかし表１２のように前田家は大阪紡績への出資規模を当初の「約束」より増加さ

せており，ここでも前田家は鉄道組合既納金残高以上に出資したと思われる１９１。１８８３年末の大

阪紡績への出資額が華族の中で最大だったのは前田利嗣の１万８千円であったが，そもそも前田

家にとってこの程度の額は，鉄道組合既納金の残金がなくても十分支出可能だったことは明らか

である。

その他，千川水道会社は，玉川上水から巣鴨で分水し，小石川・神田・本郷・下谷・浅草各区

に通じる水道を開設することを目的として，岩崎弥太郎の主導により１８８０年８月に資本金５万

円で設立された企業である。前田家本郷邸も利用するため１９２，当初から１万円を出資して，家扶

寺西成器を代理人として取締役に就任させた１９３。岩崎弥太郎は設立前の１８７８年に湯島の旧大名

屋敷を取得しており（現，旧岩崎邸庭園一帯），前田家とは近隣関係にあった。賛業会社の事業

内容は不明であるが，同じ頃旧岡山藩主池田家も同社株を所有しているから１９４，有力華族らの共

同出資による企業であろう。

以上要するに，この時期に渋沢らの要請により前田家は従来の想定以上に，損害保険会社や紡

績会社，さらに特殊銀行に出資していた。それを可能とした条件としては，一つは東北鉄道計画

本格化以前の場合が多かったこと，また第十二国立銀行への出資を引き上げたこと，前田家の資

産規模からするとそれほど多額でなかったことなどが挙げられる。それにしても，第十二国立銀

行から出資を引き上げ，金沢為替会社へも不信感を募らせる一方，特権的な中央株や渋沢・岩崎

ら中央の著名な実業家が関係する企業株に投資の軸足を移している点は，前田家（利嗣・齊泰・

家職らともに）の視線が旧領ではなく，政府や中央財界に向けられていたことを示すものにほか

ならない。

次に１８８０年代の所有地について（表１３），１８７８年との比較では深川邸地を１８７９～８１年頃に

２２町から５７町へと買い増ししている。さらに８６年に深川荒蕪地１３万４千余坪（４４町６反余），

１９０ 『東洋紡績七十年史』（１９５３年）２０～２１頁，高村直助『日本紡績業史序説』上（塙書房，１９７１年）６６～
６８頁。

１９１ 華族全体の既納金６４万２千円は１年半分であり（『渋沢栄一伝記資料』第８巻，４９６頁），そこから利
嗣の既納金額を推計すると，２万５千円余となる。それから東京海上保険への当初出資額１万５千円余を
差し引くと，大阪紡績への出資額１万８千円には届かない。

１９２ １８７９年１１月１２日付の家令村井恒から本郷区区務所宛の進達によれば，前田家としては千川用水から
取水する井戸をなんと５０も希望している（『御達并進達物留』明治１０年～１５年）。

１９３ 以上，前掲『三菱社誌』８,４４９～４６８頁。
１９４ 前掲，森田「華族資本の形成と家政改革」３９５～３９６頁。
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その地先公有海面６万６千余坪（２２町余）を政府から払下げを受けたが１９５，表１３の史料では

はっきりしない．深川地所は，養魚場・養鼈場・鴨場のほか田畑（小作地）・貸家もあった

が１９６，すでに述べたように，１８８０年代になっても利益目的の追加投資はほとんどなかった。

「運転資本」は，表１４のように大半は貸金であり，最大の貸付先は１８７６年と同様に通達方で

あった。しかもその額は，注記したように新燧社への貸付や野田山墓地維持資金を除けば，１８８２

～８３年も７６年とほぼ同じ２６万円弱であり，通達方への貸金は固定貸になっていた。『石川県銀

行誌』の指摘の通り，こうした状況が１８８３年の第十二国立銀行への出資引上げにつながった一

因であろう。

このような有価証券・不動産・貸金等への投資は，どのような意思決定プロセスを経ていただ

ろうか。多くの傍証から，それまでと同様に，家令扶など複数の家職が案を練ったうえで，かな

り細部の点についても最終決裁は利嗣および齊泰が直接行ったことは明らかである。そもそも東

北鉄道計画の推進は利嗣の強い意向が働いていたことは従来からよく知られている点である

し１９７，通達方への貸金に関しても，既述のように齊泰と利嗣がしばしば彼らを招いて，慰労や協

力要請，貸金関係の質問などをしており，事態を把握していたはずである。他方，家職らが投資

について慎重な検討と議論を重ねていた点も，たとえば第十二国立銀行から出資を引き上げる際

に金沢用弁方と東京用所方の家職らがさかんに用状をやり取りしていたことから明らかであ

る１９８。さらに『淳正公年表稿』によれば，１８８４年６月３日に，家扶北川亥之作が前田家を辞し

て日本鉄道に入るために，北川名義の代理株の名義変更案を家職が利嗣に伺いを立てている

１９５ 『前田利為』４７５頁によれば，１８９６年までに埋立竣工することを条件に払い下げられたという。
１９６ 『原簿十九』。
１９７ 『石川県史』第４編，『稿本金沢市史』政治編第一などを参照。
１９８ 『石川県銀行誌』第３章。

表１３ 前田家所有の地所・貸家

各年７月１日
面 積 取得価格（円）

深川
別邸

四谷
別邸

巣鴨
別邸

石川県
耕地

金沢長
町別邸

貸家
建坪

深川
別邸

四谷
別邸

巣鴨
別邸

石川県
耕地

百石高
地所

金沢長
町別邸

貸家建
築費

１８８２（明治１５）年 ５７町３反 ２町５反 ６町６反 ５４町７反１町６反 ４２３坪 １０，５１５ １，４３０ ４６８ １３，７０２ １，５２２ ７０７ ３，５１２
１８８３（明治１６）年 〃 〃 〃 ５４町６反 〃 〃 〃 １，６８０ 〃 〃 〃 〃 〃
１８８４（明治１７）年 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 〃 １，１３９ 〃 ― 〃 〃
１８８５（明治１８）年 〃 〃 ― 〃 ― （〃） 〃 〃 ― 〃 ― ― 〃
１８８６（明治１９）年 〃 〃 ― 〃 ― （〃） 〃 〃 ― 〃 ― ― 〃
１８８７（明治２０）年 〃 ・・・ ― 〃 ― （〃） 〃 ２，０８７ ― 〃 ― ― 〃

（出所）表１０―１と同じ．
１）本郷邸・根岸邸は含まない．深川価格は外水地抗等を含む．（ ）は推定．
２）石川県耕地５４町余は，加賀能登５郡（能美・石川・河北・羽咋・鹿島）の耕地（１８８４年７月地価３万４７７円）．
１８８７年に，第四高等中学校創設費として寄付（表６参照）．「百石高地所」は石川県能美郡田子島村の耕地で，面積
不明．

３）金沢長町別邸１町６反は，１８８５年に金沢区へ寄付（表６参照）．
４）貸家は，根岸邸の「南御住居」．
５）１８８４年巣鴨別邸価格の増加は，「開墾費」を含めたため．この頃開墾したのであろう．
６）１８８７年四谷別邸価格の増加は，隣接の大久保村地所４０７円分買入による．
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が１９９，たとえば横浜正金株は，伺いでは北川名義株３００株の全部を家扶加藤恒名義に変更する案

だったのに，実際には加藤恒と同じく家扶の本多衛政養の名義各１５０株に変更されていた２００。こ

のようにかなり細部にまで利嗣の指示が窺われるのである。また前述のように１８７６年頃は八家

などの旧家老に投資案を検討させていたが，彼らは家職でない限りその後まもなく前田家の投資

意思決定システムから外れ，家法条目に基づいて１８８２年に評議会が設置されると，後述のよう

にわずかな寄付金も評議会に諮っているように，評議会も重要な役割を果たすようになった。む

ろんそこにも依然八家など旧家老層が任命されるのであるが，その検討の前に，この頃の収支状

況を判明する限りで検討しておこう。

まず表１５のように，家法条目の規定通り，「根基資本」である第十五国立銀行株の配当だけで

日常経費を賄っており２０１，臨時費はその他の収入で賄うという財政構造であった。この頃の収支

全体が正確に判明するのは１８８６年度のみであり（表１６），それによると，前年度からの繰入も

若干あるが，収支ともに約３０万円の規模であった。収入は株式売却益といった臨時収入は別と

１９９ 同日の『淳正公年表稿』には次のように記されている。「諸会社御代理株等改正之伺，五十株海上保険
会社株 右北川亥之作御代理之処 内二十株御名ニ改メ 三十株村井恒名面ニ改メ可申，三百株正金銀行
株 右北川亥之作御代理之処 加藤恒名面ニ改メ可候，大坂紡績会社株式之処 三十株本多衛政養名面ニ
改メ可候，村井恒名面ニ相成居候諸公債証書 御名ニ改メ可候，此段相伺度候」。

２００ 「第十回半期実際考課状并諸報告表」明治１７年下期（前掲『横浜正金銀行史資料』第１巻，所収）。
２０１ この頃の第十五銀行株配当率は１０～１２％だったから，「根基資本」の利益は約７～８万円となる。

表１４ 前田家「運転資本」の内訳

１８８２（明治１５）年７月１日 １８８３（明治１６）年７月１日

貸付先・預け先等 金額（円） 貸付先・預け先等 金額（円）

通達方
岩倉公
西四辻
島本仲道
木谷藤十郎等へ貸
要用会社へ貸
第四十四国立銀行へ貸
第百十九国立銀行へ貸
東北鉄道会社振替金
能登製塩出金
西洋製塩竃
通達方在金
御用所在金
庫中在紙幣
金沢庫中紙幣

２９３，２２６
１５，０００
１４，５００
４，３００
１，５００
１，０００
１５，０００
３，０００
９，３８９
１７，３１４
７７８
６００
５００

５，８４１
８，３９３

通達方
西四辻公へ貸付
島本仲道へ貸付
二条公へ貸付
新燧社へ貸付
嶋田辛一郎へ貸付
木谷藤十郎へ貸付
要用会社へ預
第三国立銀行
第十二国立銀行へ預
第百十九国立銀行へ預
東北鉄道会社へ貸付
野田仕法通達方預
諸向振替金
庫中在金

２５５，５２０
１６，９００
４，３００
３，０００
３３，８００
３，０６０
１，３００
１，０００
１８，０００
３，０００
２，０００
１０，９９０
８２８

２，８３６
２１，６８４

小 計 ３９０，３４３ 小 計 ３７８，２２１

総 計 ３９８，２８８ 総 計 ３８４，９９０

（出所）表１０―１と同じ．
注：１）１８８２年の通達方への貸のうち，３３，８００円は新燧社へ，７１２円は野

田仕法通達方預と推定．新燧社は，旧加賀藩士らが設立したマッ
チ製造企業．野田仕法とは，金沢野田山・前田家墓地の維持費．

２）各年とも，他に前田利同へ英貨２０１ポンドがある．
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すれば，株式配当・利子収入が大半であり，不動産所得はかなり少ない。支出も不良資産償却を

別とすれば，常費と寄付支出が主たるものである。近年明らかにされている島津家の事例と比較

すると２０２，１８８０年代半ば頃，大雑把にいって，収入・支出ともに前田家の方がやや多いが，日

常経費ないし生計費はほぼ同規模である。この年の前田家は株式売却益・貸金償却損が多く２０３，

それを除いたものがこの時期のおよその傾向を示していると思われる２０４。そうすると島津家と概

２０２ 寺尾美保「大名華族資本の誕生―明治前・中期の島津家の株式投資を通じて―」（『史学雑誌』１２４編１２
号，２０１５年）。

表１５ 前田家の「根基資本」利益と「常費」
（円）

１８８５年度 １８８６年度

根基資本利益
常費

７９，６４９
６６，０３５

７６，１８６
５５，６４６

利益へ結込 １３，６１３ ２０，５３９

（出所）『原簿十九』．
注：１）「根基資本利益」は当初取得した第十五

国立銀行株の配当．
２）年度は７月～翌６月．
３）最下欄の「利益」とは，「予備貯蓄運転
資本利益」．

表１６ 前田家の収支（１８８６年度）

項 目 金額（円） 備 考

収入
株式配当
利子収入

公債利子
銀行預金利子
貸付金利子

株式売却益（諸経費差引後）
不動産収入

小作料
家賃

深川養魚鼈収入
雑収入
前年度利益繰込など

１０３，７９０
４０，３１２
（３５，５４３）
（４，６４７）
（１２１）

１１１，８１５
２，９３５
（２，１８１）
（７５４）
４８２
９５７

４０，０９０

うち８万円弱は第十五国立銀行株配当

日本鉄道新株１０万３千円余，大阪紡績株８千円余など

ごく一部家賃と未分離のものあり

計 ３００，３８３

支出
支払利子等
貸金償却損
株式売却損
不動産経費
深川養魚鼈経費
常費
寄付金
その他支出
前年度誤記修正など

１，５１９
１０９，１３０
２，５００
１，８０６
３３６

５５，６４６
１１２，１０３
６，４９２
２，９００

第十二国立銀行株売却損
地租・村入費・修繕費等
地租は不動産経費に含む
日常経費
士民救恤金８万円，起業会補金２万円など
生計費臨時支出等

計 ２９２，４３６

差引利益 ７，９４７

（出所）『原簿十九』より算出．
注：年度は７月～翌年６月．（ ）は内数．

110 商 経 論 叢 第５３巻第１・２合併号（２０１８．１）



ね同程度の収支規模といえそうであり，これらがこの時期の大名華族最上層の収支規模であっ

た。家禄賞典禄が廃止され，交付された金禄公債の出資による第十五国立銀行株配当は，家禄賞

典禄収入（税引後）に比してほぼ半減したが，１８８０年代半ば頃には，他の配当利子等を合わせ

た収入は，家禄賞典禄収入（税引後）にほぼ匹敵する程度に回復した。

このことは，経常利益から寄付金支出や追加の有価証券・不動産投資を行う余力がかなりあっ

たことを意味する。ただし１８８３，８６～８７年など寄付に際してとくに多額の現金支出を要する場

合には，資金捻出のために特別に株式売却を行うこともあったようである。前述のように１８８３

年の第十二国立銀行株の売却は鉄道計画とともに起業社への士族授産金支出に備える意味があっ

ただろうし，１８８６年度の日本鉄道・大阪紡績の株式売却も士民救恤金８万円などこの時期の多

額の寄付金捻出のために行われた可能性が強い２０５。

こうして巨額かつ安定的な資産とそこから得られた利益により，多額の日常経費や寄付等を支

出することが可能であり，貸金の焦げ付き・償却も同家財政の根幹を揺るがすものではなかっ

た。

さらに戻って，表１０―１の資産増減について若干説明を加えると，１８８３年７月に「正味総計」

が前年より７万円余増えているが，起業社への８３年度補助金４万円は８３年前半に支出したはず

であり２０６，前述のように能登製塩関係資産１万８千円余も８３年前半までに償却したはずである。

したがってこの程度の寄付金支出や不良資産償却では，多額の配当利子収入などにより，正味資

産が減少することはなかった。他方，翌８４年７月までに「正味総計」が８万円余減少した要因

は不明である。起業社への補助金支出３万円２０７，８４年５月の育英社への２万５千円，計５万５

２０３ １８８６年度は日本鉄道新株売却利益１０万３千円を得ているが，これは同年度中に追加払込した第二募集
株２０００株，払込額４万４千円を１８８７年６月３０日に売却して得た利益（売却収入－払込額）である。この
時期に日鉄株は高騰していた。同様に８６年８月１３日に売却した大阪紡績株の売却益は８,１００円であった。

２０４ １８９０年に家令加藤恒が提出した「意見書」（評議会宛か，加越能文庫，特１６.８５―０３２）によれば，この
頃前田家の収入の半分近くが「常費」として消費されているとされ，１８８６年度は株式売却益や前年度利益
繰込を除いて考えると「常費」は収入の約３分の１となり，概ね収入の４割前後が日常経費だった。なお
表１０，表１５，表１６に関して，利益の処理について補足すると，「予備貯蓄運転資本利益」の残金は，（「根
基資本利益」の残金とともに）「予備貯蓄」（および若干は「同積立金」）に繰り込んでいる。すなわち，
「根基資本」と「運転資本」の利益は，「根基資本」と「運転資本」に組み入れない。「予備貯蓄積立金」の
利益は「同積立金」つまりそれ自身に組み入れている。

２０５ もちろんなぜ日本鉄道新株や大阪紡績株が売却銘柄に選択されたかは別途説明すべきことであり，大阪
紡績は，１８８４年から８６年上期にかけて次第に配当率が下がり，かつ所有を継続する強い義理もなかった
ためであろう（山口和雄編著『日本産業金融史研究・紡績金融篇』東京大学出版会，１９７０年，３３８頁，第
８表，ちなみに同書，３３０～３３１頁，第３表によれば，前田家は１８８６年頃から次第に大阪紡績株を売却して
いったようにみえるが，注１９９のように８４年６月以降，利嗣名義の同社株１８０株のうち３０株を家扶本多
衛政養名義に変えたために利嗣名義株が減少しているのであり，８６年８月に一度に１８０株を売却してい
る）。

２０６ 注１６８に記した１８８３年度の起業社貸付金２万円は，表１０―２の１８８３年７月「予備貯蓄」の「紙幣」１２
万４千円余の中に含まれているから，補助金４万円もこの時点ですでに支出されていたと推定される。
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千円の寄付金支出ほか，この年度は利嗣の婚約や齊泰の死去に伴う支出も嵩んだはずである。ま

た１８８７年に「予備貯蓄」が６万円増加したのは，８６年度利益１４万３千円を繰り込み，北陸銀

行破綻による士民救恤金８万円の寄付支出を差し引いた結果である。同年の「運転資本」が７万

円減少したのは，通達方への不良債権のうち１０万８千円の損を計上し，他方８５年度利益３万９

千円を繰り込んだためであった。

総じて，従来の想定とは異なって，同家財政は松方デフレによって打撃を被ったとは到底いえ

ず，多額の寄付を行いつつ，また通達方等に対する不良債権の償却を行いつつも，微動だにしな

かったといっても過言ではない。利益を得ても，多額の日常経費を支出し，気前よく寄付を行う

こともあって，資産額はたいして増加していないが，積極的にリスクをかけて資産増殖をめざし

たとも到底いえない。とはいえ，インフレになれば名目額が増加しないと実質は目減りすること

は同家も考慮していたであろう。しかしこの時期は概ねデフレ期であり，名目額の減少がみられ

なかったことは，実質は資産が増加していることを意味する２０８。

このような資産の安定的な運用と管理を主たる目的として，家法条目の規定に基づき，１８８２

年に評議会を設けた。家政評議人は，次に記したような基準で旧藩士中から選任することとし

２０７ 「明治十七年度起業社収入・支出精算書」（『金沢市史』資料編１２近代二，所収）３５３頁。
２０８ ただし表１０―１は注記したように取得価格ベースであり，時価評価していない。しかし第十五国立銀行
など安定的な配当を得られる特権的な企業株や公債などが主体であるから，時価でも減価していないはず
である。

表１７ 前田家家政評議人

１８８２年６月
～８４年４月

１８８４年５月
～８６年４月

１８８６年５月
～８８年４月

旧身分階層・
旧禄高 当時の職業 備 考

たかひら

横山隆平 横山隆平 横山隆平 八家・３万石 苟完社（銀行類似会社）社長，
隆宝館（尾小屋鉱山）館主 １８４５―１９０３

前田豊 八家・１万８千石（無職か） １８４７―１８８７
てるしげ

奥村栄滋 奥村栄滋 八家・１万７千石 尾山神社祠官か １８５３―１９２３
まさとも

横山政和 横山政和 横山政和 人持組・１万石 苟完社取締，隆宝館の事業に
も従事 １８３４―１８９３

はるよし

堀尾晴義 堀尾晴義 堀尾晴義 陸軍歩兵大佐 佐双左仲海軍造船総監および塩屋方圀
陸軍中将の兄弟，１８８８没

もちてる

南郷茂光 南郷茂光 南郷茂光 １８８２海軍文官，１８８４海軍主
計大監

１８３８―１９０９，前田家の会計監査を担当，
のち元老院議官，貴族院勅選議員，貴
族院「茶話会」で政治活動

あけきよ

関沢明清 関沢明清 関沢明清 ６０俵（嫡子である
兄は２５０石）

１８８２―８５駒場農学校長，１８８５―
農商務省水産局漁務課長，次
長など

１８４３―１８９７，１８８８大日本水産会水産伝
習所初代所長，「日本水産界の父」

くがはらただあつ

陸原惟厚 陸原惟厚 １４０石 １８８４日本鉄道庶務課長 １８４１―１９０７，１８７７まで新燧社で活躍

北川亥之作 ６０石 日本鉄道副社長 １８３２？―１８８７，旧加賀藩算用者，元前
田家家扶，１８８６．７～８７．７評議人

片山遠平 １７０石 農商務省官吏，１８８８同省農
務局次長

１８４３―１９００，１８８７．１２評議人（北川亥
之作没による欠員補充），のち日本勧
業銀行副総裁

（典拠）『淳正公年表稿』など．
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た。定数は７～１３名，うち２～３名は元国老の家筋，その他は，１）人持組・組頭など旧上層藩

士，２）奏任官以上の官吏，３）元家令扶，４）才能あり品行方正の者。表１７のように，この頃の

メンバーをみると旧家老も３名いたが，中下級旧臣もおり，旧体制の序列をある程度尊重すると

ともに，各界で活躍している者を任命していた。家法条目には「評議人ハ家令家扶ノ過失不正ヲ

匡正スルノ責ニ任ズベシ」と記されているのみで，直接には会計監査を規定していないが，評議

会に外部のチェック機能を期待し，したがって物品検査を含む会計監査も重要であったから，南

郷茂光のような会計・経理の専門家も必ず選任していた。そして家法条目の制定後，評議人が任

命されると，早速評議人による会計監査が始まった。『淳正公年表稿』によると，１８８３年１１月２

日に「評議人堀尾晴義，関沢明清，陸原惟厚，会計帳簿及現在金銀等ヲ調査ス」とあり，同月５

日に「評議人……蔵書ヲ検査ス」，６日には「評議人……蔵器ヲ調査ス」と記録されている。以

後，毎年，通常評議会の開催期に数日かけて監査が，時には不動産の実地調査も含めて行われて

いた。すでに政府部門の会計検査は実施されていたし，規模の大きい企業もプリミティブな監査

は行っていたはずであるが，華族の家としてはかなり早期の会計監査制度の導入であろう。やや

時期は後になるが，１８９４年には華族令に８ヶ条の追加がなされて，初めて家範制定が規定され

ると２０９，前述のように前田家も９６年７月に家法条目を改定して「家範」を制定し，会計監査に

ついても家範で規定されるとともに，別途，細則である「会計検査規程」が設けられた。それに

よると家政評議員から「会計検査員」を２名置くとされ，あらたに評議員として，１８９３年に海

軍主計大監・呉鎮守府会計監督部長を最後に予備役となっていた猪山成之が評議員に選任され

た２１０。彼は選任前の９６年１月から，『淳正公年表稿』に事項記載がある同年５月までに，じつに

２１日も，多くの場合南郷茂光とともに本郷邸に定期的に出勤して会計監査を行った。この頃に

なると，会計監査はほとんど日常的に行われるようになったのである。こうしてプリンシパル

（華族当主）とエージェント（家職）の間の，情報の非対称性を緩和し，エージェンシー・コス

トの削減を図った。

寄付についても，『淳正公年表稿』の記録をみると，たとえば１８８２年９月２５日の項に「堀尾

晴義御呼立，育英社御出金ノ義御談シ，直ニ書取御渡ニ相成ル」とあるように，評議人に相談し

て利嗣自ら判断しているし，８４年３月１日の項には，ある村から，デフレ下で「細民困難ニ陥

リ」，土地を抵当に差し出すから前田家に６千円貸してほしいとの懇願があったので，「拝達ノ

処，諸向種々請願之義モ有之候得共，時ニ不及断ル次第ニ候間，今般之義モ不能及御断願度申付

候」と，利嗣に申し伝えたところ断るように申し付けられたとされているように，逐一当主利嗣

に判断を求めている。さらに９０年５月２７日の項には，富山県の有志から戊辰戦争戦没者の銅標

設置に１００円の寄付を願い出られた件を評議会にかけて，「一同意義無之旨〔利嗣に〕上申」し

２０９ 前掲，森岡『華族社会の「家」戦略』２１０～２１１頁。
２１０ 猪山成之については，磯田道史『武士の家計簿』（新潮社，２００３年）第３章～第６章。もっとも同書に
は，成之が前田家家政評議員を務めていたことまではふれられていない。
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ている例が記されており，たとえ同家にとっては少額の事案であっても規程に則った処理をして

おり，家法条目の規定がかなり厳格に遵守されつつ，当主が最終決裁を行っている様子が窺われ

る２１１。通常評議会は春に約１ヶ月間開催され，それ以外に臨時評議会がしばしば開かれた２１２。評

議人１人の出席で開催した例もあるが，これも規程を遵守したためであろう。こうして家法条目

の制定とその施行は，細部の変更を伴いつつも，以後，前田家の厳格な家政管理体制の基礎と

なった。

（４）東北鉄道計画の帰結

さて１８８２年に入り，東北鉄道計画に難問が発生した。工部省調査は福井―敦賀間が難工事で資

金不足（敦賀―富山間だけで総工費６７０万円，資本金４５０万円では不足）と報告し，井上勝鉄道

局長は，福井―金沢―伏木間のみの計画に変更すれば難工事はなくなり，坂井港・伏木港から海運

に繋がるとした。工部省はこの条件で資金総額５００万円，かつ政府が利子補給すると，石川・福

井両県令に通知した。しかし福井側としては，京都と鉄道で結ぶことが重要であり，期待が裏切

られることとなった。そして翌８３年３月，計画変更により，旧福井藩主松平家らが計画から離

脱し，１００万円余の予定出資額減となった。

このため，なお意欲を燃やす利嗣は計画を改めて，前田家のみの主導で坂井―富山間を優先し，

資本金調達期間を４年半に伸ばす変更案を出した。しかし７月になって工部省は，路線変更は認

めるが資金調達期間の変更は認めないとの指令を出した。この政府側の指令は，それまで計画に

好意的だった政府にしては，やや唐突の感がある。利嗣らはさらに資金募集に努力したが，結局

１８８４年春，申請の延期願を出したまま，計画は挫折した。

この計画挫折の背景として，従来，次のような伝聞による説明がなされてきた。すなわち，

『石川県史』第４編は，

盈進社の計画に係る起業会の事業が，意想外に着々として進捗せるに反し，疋田派の画策に

成る鉄道敷設事業は，明治十六年に至りて全く頓挫せり。而して事のこゝに至りたる理由
ことごと

は，第一に越前の旧藩主等が盡く発起人より脱退したるにより，前田家にして独力之を遂行
そこな

せんとするときは，その家政を危殆ならしめ，延きて皇室の藩屏たるべき華族の体面を傷ふ

の憂ありたるを以て，廟
�
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�

の
�

大
�

官
�

よ
�

り
�

之
�

を
�

中
�

止
�

す
�

る
�

の
�

可
�
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�
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る
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と
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い
�

ふ
�
２１３。

と記し，また『稿本金沢市史』政治編第一には，次のようにある。

２１１ 家法条目では，貸金は「確実ナル抵当」を取るべきことを規定していたが，通達方への貸金について
は，前述のような経緯から一部無担保のものもあった。しかしそれは１８８３年頃にはきわめて少なくなって
いた（『石川県銀行誌』１６３～１６４頁）。

２１２ 在金沢の評議人は，基本的に通常会のみ出席した。
２１３ 同書，３１０頁。ちなみにこれを執筆した日置謙は，昭和初期に前田家からの委嘱によって『加賀藩史
料』の編纂にも当たっており，これらは前田家内部の伝聞を含むものと思われる。
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中止と風説

此の東北鉄道事業の中止は，越前の旧藩主が悉く発起人を脱退せしに因る事は勿論である

が，前田家にして尚且つその促進に努むるあらば，実現必ずしも至難にあらざりしも，其茲

に及ばずして中止せるは全く要
�

路
�

の
�

大
�

官
�

が
�
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�

止
�

に
�
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�
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�
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�

と伝へる。即ち前田家が尚独力

を以て事業の完成に当るは，其内政を危殆に陥らしむるものなりとの物議が，一
�
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�
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を
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動
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か
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し
�

，若し前田家に

して之を中止せざるに於ては，［政府による］年八朱の利子保証も危まれたるためとされ，

或は安井顕比が其間にありて策動せし結果であるとも伝へるが，其真相は兎も角も（下略）２１４

いずれの史料も，福井側の離脱によって前田家の財政破綻につながる危険があり，政府がつぶし

たというものであり，後者には具体的に家政の危機を感じた前田家家職と奥向から，利嗣の妹で

ある有栖川宮妃を通じて，伊藤・山県・井上毅などがつぶしたという風説があるが，真相は不明

であるという２１５。

しかし，たとえば伊藤博文は憲法調査のため８３年８月初めまで欧州に出張していたから，こ
たけひと

の問題で動けたはずはないし，利嗣の妹慰子は有栖川宮威仁親王妃であったが，威仁はこの頃少

壮の海軍士官で，イギリス留学からこの年６月に帰国しており，この問題で動いたとも考えがた
たるひと

い。有栖川宮家でこの時期に大きな政治力を持っていたのは，威仁の実兄である熾仁である。熾

仁親王は，幕末期の皇女和宮との婚約と解消で知られ，その後も天皇から大きな信任を受けて日

清戦争期まで大活躍した当時の皇族中の第一人者である。熾仁も欧米からこの年２月に帰国した

ばかりである。帰国時以降は，まさに東北鉄道計画が急変する時期である。そこで熾仁帰国後の

前田家と熾仁の動向を，表１８のように『淳正公年表稿』と『熾仁親王日記』によって探ってみ

ると，利嗣ら前田家関係者がしばしば有栖川宮邸を訪れている。他方，熾仁も４月１９日には根

岸邸の齊泰に招かれており，このクリティカルな時期に鉄道計画になお意欲をみせる利嗣抜きで

会談をするのは東北鉄道問題以外に考えにくい。さらに『淳正公年表稿』によれば，５月１２日

に臨時評議会で東北鉄道計画を議しており，翌１３日の『熾仁親王日記』には「前田家々従五名，

牡丹観花来入ノ事」とある。後者は明らかに前日に開かれた評議会の結果報告のための訪問にち

がいない。『稿本金沢市史』のいう鉄道計画阻止に動いた「一部家職員」とは家令村井や家扶加

藤らであろう２１６。「奥向の間より」とあるのは齊泰以外にありえない２１７。この頃，熾仁は左大臣

かつ議定官兼任であり，『石川県史』のいう「廟堂の大官」とは熾仁にまちがいない。さらに

２１４ 同書，２７６～２７７頁。
２１５ 『石川百年史』２７０頁も，これらをもとに同様の記述をしている。
２１６ 実際，１８８８年末に家令に就任した加藤恒による前掲「意見書」（１８９０年）には，貴族として学術工芸の
奨励に支出すべきであり，そのために貯蓄の増殖，経常支出の削減を図ることを強調していることからも，
東北鉄道建設に危惧を抱いた一人は，当時家扶であった加藤だったことが推測される。
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表１８ １８８３年前半頃における前田家本郷邸と有栖川宮熾仁親王の動き

月日 『淳正公年表稿』 『熾仁親王日記』 備 考

２．１ 熾仁親王，欧州ヨリ帰ルヲ以テ使ヲ遣シ，
魚ヲ献シ，之ヲ賀ス

２．２５
旧諸侯十万石以上，華族紅葉館ニ於テ懇親
例会ヲ開ク／公，熱海ニ在ルヲ以テ，家扶
本多衛政養ニ命シテ代会セシム

３．１ 家扶加藤恒，熱海ニ如〔赴の誤りか〕キ，
東北鉄道事件ヲ上稟ス

家扶加藤恒が旧福井藩主らの離脱情
報を得て，利嗣湯治中の熱海まであ
わてて相談に行った様子．「上稟」
とは，計画変更ないし取り下げの提
案か？

３．６ 加藤恒，熱海ヨリ帰ル

３．１３ 公等，熱海ヨリ帰ル，是日宴ヲ開キ，梅叟
公及内方君ヲ饗ス，利鬯君来会セリ

３．１４ 公参内，聖体ヲ奉候ス …従四位前田利嗣来入

３．１７ 臨時評議会ヲ開キ，鉄道再願猶予額ノ件ヲ
議ス

３．２

家扶取扱小幡和平ノ雇ヲ解ク，是日和平第
十二国立銀行創立以来，尽力少ナカラサル
ヲ以テ，特ニ其功労ヲ慰シ，金百円并ニ梅
章羽織地等ノ物ヲ賜フ

第十二国立銀行株の売却によるも
の．

３．２２

是ヨリ先，東北鉄道会社発起人松平茂昭，
松平慶永，土井利恒，本多副元，小笠原長
育，有馬道純，間部詮道，除名ノ事ヲ上願
ス，是日東京府ヨリ許可ノ命アリ

３．２３ （空白） …前田従四位妹汀〔衍〕子・隠居挺
秀来入之事

３．２４ 熱海館主富士屋喜一上京スルヲ以テ特ニ招
キ酒饌ヲ賜フ 少教正加藤里路来入之事

加藤里路は旧加賀藩士（４５０石），
１８７５年頃前田家家従，この頃も本
郷邸にも出入り（３月３０日）．少教
正は教導職．

３．２７ 臨時評議会ヲ開キ，東北鉄道会社，越前地
方松平茂昭等除名ノ事ヲ議ス

３．２９ 神田恒ヲ雇ヒ許詰取扱トシ根岸邸勤務ヲ命
シ……

従二位前田齊泰・従五位溝口直
正・議官鍋島直彬・従四位前田利
鬯・旧臣堀貞延・前田家令村井恒
来入之事

有栖川宮邸に前田家としては利嗣の
みが来ていない．鉄道計画推進派の
利嗣を外したか？

３．３０
起業会議員堀嘉久馬，宮崎義比，大野木克
征，生駒直義，加藤里路ヲ招キ，酒饌ヲ賜
フ

４．１
公及公妹，生母君，四谷別邸鳬場ニ猟ス，
是日，有栖川熾仁親王及同御息所，威仁親
王御息所来会ス

午前八時出門，従四位前田利嗣別
荘へ鴨猟行向，午後六時三十分帰
館之事

これは両史料が符合する．（熾仁親
王の御息所は元新発田藩主溝口直溥
の養女董子，威仁親王御息所は利嗣
妹慰子）

４．８ 公四谷別邸鳬場ニ猟ス，熾仁親王亦来会ス 午前八時出門，従四位前田利嗣別
荘へ鴨猟行向之事 これも両史料が符合する．

４．１１ （空白） …従四位前田利嗣・同利同・猿渡
盛雅来入之事

猿渡盛雅は水戸家・一ツ橋家などの
侍医

４．１６ 公本郷邸ニ於テ，熾仁親王及同御息所ヲ饗
シ，同宮令扶ヲ陪宴セシム

…午後二時半出門，従四位前田利
嗣ヘ招請ニ付行向 これも両史料が符合する．

４．１９ （空白）
…午後二時半，従二位前田齊泰ヘ
招請行向，午後九時三十五分帰館
之事

クリティカルな時期に，熾仁親王が
齊泰に呼ばれて利嗣抜きで会談をす
るのは東北鉄道計画以外に考えにく
い．

４．２１ 臨時評議会ヲ開キ，旧藩士族起業会補助金
繰上ノ件ヲ議ス

４．２５

東北鉄道株主募集方法組織改正ヲ以テ，同
委員横山隆平，岡田雄巣，杉村寛正，米山
道生，陸原惟厚，西村政規，大塚志良，長
谷川準也，富樫平太郎九人ノ任ヲ解ク
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『稿本金沢市史』にあるように，有栖川宮妃慰子が間に入った可能性は高い。同妃はもともと活

発な性格だったといわれる。慰子の小伝には，「幼時は男子も及ばぬ程，極めて活発なる質にお

はせしが」とあり，「気象勝れ」た人物とされる２１８。また宮妃となった後も兄利嗣のことなどを

気にかけていた。ドイツ人医師ベルツは，１９００年に利嗣が亡くなる頃の慰子について，日記に

２１７ また表１８のように，６月５日には石川県令が利嗣と熾仁の双方と面会しており，石川県令も両者の間
で動いたはずである。なお旧加賀藩士安井顕比は，この時期の『熾仁親王日記』にも『淳正公年表稿』に
もまったく現れない。ではなぜ「風説」の中で安井顕比が取り沙汰されるかといえば，安井は熾仁親王と
若干の繋がりを有していたからであろう。安井は１８８７年６月に熾仁宛に，西郷隆盛赦罪の嘆願書を送って
いる。さらに彼は，経歴から長州系の要人とも親しかった（『石川百年史』３８～３９頁，岡田良顕編『青軒
遺稿』１９２６年，４～６丁）。１８８３年前半頃に東北鉄道計画に関与することはありえない伊藤博文の名が出る
ことと併せて，「風説」には虚実入り混ざっていたと思われる。

４．２９ （空白） …従四位前田利嗣・工部省生徒志
田林三郎来入ノ事

工部省関係者が同行しており，鉄道
計画に関した訪問であろう．

５．５ 通常評議会ヲ開キ，常費予算等ノ件ヲ議ス

５．１２ 臨時評議会ヲ開キ，鉄道再願猶予願ノ件ヲ
議ス

５．１３ （空白） …前田家々従五名，牡丹観花来入
ノ事

臨時評議会の翌日に，利嗣抜きで報
告に来訪か．

５．２１ 臨時評議会ヲ開キ，第十五国立銀行ニ預ヶ
金貨受出処分并金沢長町邸売却ノ件ヲ議ス 資金の必要？

５．２３ 本郷邸ニ石川県令岩村高俊，富山県令国重
正文二人ヲ招飲ス 東北鉄道関係の相談か．

６．４

鉄道開設金募集方法組織改正ヲ以テ，委員
横山隆平，斯波蕃，岡田雄巣，米山道生，
疋田直一，大塚志良，富樫平太郎，西村政
規，長谷川準也，労ヲ慰シ，各々金八十円
ヲ賜ヒ，且，蕃道生二人ニ跡調理ヲ命シ，
更ニ月俸二十五円ヲ給ス

『淳正 公 家 伝』８９～９６頁 の，６月
（日付けなし）利嗣の書によれば，
利嗣はなお東北鉄道に強い意欲を示
している．

６．５ 公，岩村，国重，二県令ヲ訪問ス 石川県令岩村高俊・従五位青山忠
誠来入ノ事

同じ日に石川県令が両者と会う．東
北鉄道関係の相談か．『淳正公年表
稿』には，この頃から急に東北鉄道
関係と思われる記事が少なくなる．

６．６ 威仁親王，英国ヨリ帰ルヲ以テ使ヲ遣シ，
酒魚ヲ献シ，之ヲ賀ス

三品威仁親王帰朝ニ付，午前十時
半ヨリ新橋停車場ェ…

６．１１ 上野精養軒ニ於テ元鉄道委員ヲ招飲ス

６．１６ 二條公ヘ使ヲ遣シ，厚基君誕生三日ヲ賀
シ，魚及酒饌料金百円ヲ贈リ

午前十時半参朝，前田利嗣家令村
井恒，家扶加藤恒来之事

利嗣が有栖川宮邸を訪れたのではな
いはず．「従四位」が記されていな
いから．

６．２０ （公，子女年忌祭式ヲ修正シ…などの記事あるが，有栖川宮の記事なし）
午前十時半参朝，従四位前田利嗣
来入之事

７．２４ 願ニ依り端勤稲垣緩ノ雇ヲ解ク …従四位前田利鬯来入之事
７．２９ 公，深川別邸ニ遊ヒ魚ヲ釣ル …前田従二位…面謁之事

７．３１ 是月有栖川宮及諸親戚等ヘ暑中訪問，例ノ
如シ

９．２ 公，京ニ帰ル
午前九時根岸従二位前田齊泰・本
郷前田従四位利嗣ェ行向，霞ヶ関
ヘ立寄之事

『淳正公年表稿』の「京」は東京の
こと．利嗣は，８月９日から伊香保
温泉へ旅行．

（出所）『淳正公年表稿』，『熾仁親王日記』４（東京大学出版会，１９７６年）［高松宮蔵版１９３５―３６年刊の複製］．
注：１）両史料とも，本件関係の可能性がある記事を中心に摘記し，とくに重要と思われる箇所に下線を引いた．

２）「梅叟公」「従二位」は前田齊泰，前田利鬯は旧大聖寺藩主（齊泰の七男），前田利同は旧富山藩主（齊泰の十一男），
「挺秀」は前田慶寧の未亡人（側室）で，利嗣・慰子・衍子らの生母．
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次のように記している。

六月十二日（東京）

本来なら今日は，宮ノ下へ行って静かに勉強するつもりだったが，旧加賀の大名前田侯が重

体で，鍋島家の娘である侯の夫人と，侯の姉妹にあたる有栖川宮妃から，行かないように頼

まれている。だが残念ながら，病人はごく望み薄である。

（中略）

六月十四日（東京）

前田侯，今朝死去。お気の毒な有栖川宮妃はこれで，昨年は姉妹を，今度は唯一の兄弟をな

くされた。たださえ感じやすい妃ではあるが，今の様子は全く心配なほどだ２１９。

ちなみに慰子は，自らの意思を明確に示し剛毅な性格といわれた高松宮宣仁親王妃喜久子（２００４

年没）の祖母でもある。

こうして，当初，政府のお墨付きの下で，利嗣・齊泰らが積極的に進めた鉄道計画は，他の華

族の離脱により，家職らと齊泰が消極的になり，若き当主利嗣はなお推進の意欲を見せたため，

前田家の慎重派は宮家を介して政府にまで手を伸ばして投資計画を頓挫させた２２０。

５．補論：昭和金融恐慌期の前田家

さて時期は飛んで，１９２７年の金融恐慌前後における前田家の十五銀行株取扱を検討すること

で，以下のように同家の資産管理のあり方や投資姿勢を窺うことができるように思われる。最後

にこの点の分析を試みよう。

この恐慌では十五銀行も破綻した。華族銀行たる第十五国立銀行の継承銀行であるだけに，こ

の時期まで多くの華族が同行株を所有し，またそれを華族世襲財産に登録していた。このことも

あって，華族はこの金融恐慌で打撃を被ったことが通説になっていると思われる。たとえば千田

稔は，「金融界に君臨してきた十五銀行の休業が華族に与えた影響には測りしれぬものがあった」

と記している２２１。もっとも現在でも，同行休業に際して「武家華族は旧家臣たちの情報網を使っ

て倒産前に財産を他へ移したが，公家華族は倒産するまで何も知らず，大損害を受けた」といっ

た認識も世に流布している２２２。実際は，以下に述べるように，十五銀行休業まで，武家華族を含

めて多くの華族には同株売却の動きはみられず，休業直後に一斉に売却を試みたのである。しか

２１８ 前掲「威仁親王妃慰子略歴」４０頁。
２１９ 『ベルツの日記』上（岩波書店，１９７９年）２１１～２１２頁。なお文中の，昨年亡くなった姉妹とは，慰子の
姉，榊原礼子である。この文献について，池田仁子氏の御教示を得た。

２２０ 政府の方から鉄道計画を御破算にしたことにより，前田家のもとで鉄道建設に努力していた金沢士族疋
田直一らが苦境に陥るため，政府が疋田を工部省鉄道局の官吏として雇用し，その他も警部や看守長に任
命して生活の糧を与えたという（『石川県史』第４編，３１０～３１１頁）。

２２１ 前掲，千田「華族資本の成立・展開」３０頁。
２２２ https : //ja.wikipedia.org/wiki/十五銀行（２０１７年５月２４日閲覧）。
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し前田家の動きは異なっていた。同家もこの頃まで華族世襲財産として大量の十五銀行株を所有

していたが，じつは同家は金融恐慌直前に同株全部の売却を企図したのである。以下，岡部牧夫

ほか編『華族財産関係資料』全２巻（不二出版，１９８６年）収録の１９２１～３１年の華族世襲財産更

換・廃止の申請書などによって，このあたりの動きを分析し，同家の資産管理のあり方を窺って

みよう。華族の所有十五銀行株の多くは世襲財産に設定していたとみられるので，この資料から

華族の同株取扱の動向がわかると思われるからである。

まず，金融恐慌以前に十五銀行株を世襲財産から解除する申請はあまり多くはなく，１９２１年

以降１千株以上の大口申請としては，１９２２年６月の山内豊景侯爵３,５００株，２３年４月の藤堂高

紹伯爵２,０００株，２４年１２月有馬頼万伯爵１,３２４株（以上，事由は「理財上ノ都合」），２６年３月

の前田利為侯爵５,７００株（事由は後述），２６年１２月小笠原長幹伯爵１,０３３株（「理財上ノ都

合」），２７年１月藤堂高紹伯爵２,０００株（「大震火災ニ因リ財産上著シキ損害ヲ被リタルト理財上

ノ都合」）である２２３。いずれも売却目的の解除申請とみられるが，この中では，前田利為の申請

規模が最も大きい。しかも利為の廃止事由は，他華族と異なって，「邸宅建築ノ資金ニ充当セン

トスルニ依ル」と，本邸を本郷から駒場に移転し，駒場邸を新築する費用のためとしている２２４。

ただし，十五銀行株全部（時価６２万４千円）を世襲財産から外して売却し，代わりに東拓・満

鉄・勧銀・郵船株（時価７６万５千円）を世襲財産に設定するという，むしろ世襲財産を増やす

申請を行っている。売却が容易な非世襲財産の東拓株などは売却せず，制度上売却がすぐできな

い十五銀行株を，手間をかけても売却しようとしているわけであり，多くの所有銘柄から十五銀

行株を意図的に選択したのは明らかである。ちなみに前田利為の十五銀行株は，１９１６年に

１１,９００株あったのに対し，１９１９年には６,１００株，２５年７,７５０株，２７年５,７００株とやや曲折しなが

らも減らしていた２２５。これに対して島津忠重公爵は，松方巌が同家の財務関係調査員であり，

１９１８年～２４年におそらく松方の工作で十五銀行・川崎造船株を増加させて金融恐慌で大打撃を

被っている２２６。こうした点をみると，前田家は市場情報を的確に把握しつつ対応していた数少な

い有力大名華族の一つだったといえる。実際，たとえば『三井銀行八十年史』には，十五銀行が

休業した際の同行に対する世評では，松方一族の事業に多額の資金を注ぎ込んでいた浪速銀行を

１９２０年に吸収合併したため，「合併後の十五銀行の信用に対して，ここ数年来とかくの風評が

２２３ 資料には三条公輝公爵の申請も同行休業前の２７年２月２５日とあるが（３４４頁），前後の申請や審議会，
認可の日付からみて，同年５月２５日申請の誤りと思われる。

２２４ 本邸移転の経緯を簡単に記すと，１９１８年に利為が本郷邸の郊外移転をめざし始め，２４年にたまたま東
京帝大から前田家本郷邸地と農学部・代々木演習林だった駒場の土地の交換を打診され，２５年同家評議会
は移転先を駒場と決定した。１９２６年７月に駒場邸の建設を開始し，２８～３０年に竣工した（前掲『前田利
為』）。駒場邸建設費用総額は，百数十万円とみられる。

２２５ 伊牟田敏充「華族資産と投資行動」（『地方金融史研究』１８号，１９８７年）第３３表。
２２６ 寺尾美保「島津家と第十五国立銀行休業問題に関する一考察」（『尚古集成館紀要』７号，１９９４年）１１８
頁。
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あった」と記しているし２２７，当時安田銀行副頭取の結城豊太郎も，「十五銀行に就ては玄人筋に

は予てより相当危懼され，又世間にも多少の噂はかね � �あつたのであるが」云々と後に述べて

いる２２８。有力華族の中で，市場情報の「玄人筋」といえるのは前田家などわずかにすぎなかっ

た。当主利為は陸軍将校であり，この頃しばしばヨーロッパに赴任していたから，投資計画立案

の主体はもちろん家職・家政相談役・財政顧問・評議員らだったはずである。１９１０年代～３０年

代初頭におけるこれらの中には，早川千吉郎・和田豊治・小倉正恒らがいた２２９。

ところが，前田家十五銀行株の世襲財産廃止認可は，実際には同行休業２日後の１９２７年４月

２３日にようやく下り２３０，実際には高値で売り抜けず，じつは少なくとも１９３７年までこのまま所

有していたようなのである２３１。上記の２６年１２月小笠原長幹申請１,０３３株，２７年１月藤堂高紹申

請２,０００株も同じく２７年４月２３日に廃止認可が下りたから，同様に売り抜けそこなっている。

金融恐慌発生後の申請は，ほとんどが申請後１ヶ月以内と迅速に廃止認可が下りており，前田家

が申請後認可までの時間が最も長いという意味で一番割を食っている。１年以上も放っておい

て，金融恐慌が発生すると，とたんに認可事務が動き出したのである。お役所仕事ここに極まれ

りといったところであるが，十五銀行が休業すると，今度は華族側が一斉に同行株の世襲財産廃

止を申請し始めた。１千株以上のみを列挙すると，同年５月に徳川義親侯爵３,５２０株・細川護立

侯爵２,０００株・久邇邦久侯爵１,０００株・松平直亮伯爵１,６３２株，６月津軽義孝伯爵１,４４４株・佐竹

義春侯爵１,０００株，７月松平康春子爵１,０００株といった具合である。『三井銀行八十年史』には，

十五銀行休業後の整理について，「一般株主には資力があり，華族株主は，その名誉にかけて同

族一致の協力を惜しまなかった」とあるが２３２，この記述は，金融恐慌が発生するとあわてて世襲

財産解除申請を行って売却しようとした華族ではなく，事前に売却せんとしたが，かくなりては

売るに忍びずとおそらく利為の意向で売却予定を中止した前田家や２３３，島津家（ただし若干売却

している）といった一部の有力華族について指摘しているのであろう。

結局，金融恐慌によって華族が大きな打撃を被ったという通説は揺るがないが，華族の姿勢・

２２７ 『三井銀行八十年史』（１９５７年）５９１頁。
２２８ 結城豊太郎『最近十年間に於ける我財界の動き』（１９３０年講述，『金融研究会講演集』復刻版Ⅱ，金融
経済研究所，１９７３年）２４１頁。

２２９ 前掲『前田利為』２１２，２３８，３２２頁など。とくに早川千吉郎は，三井銀行・三井合名・満鉄等の要職を
務めつつも，１９０６年以来１９２２年に没するまで評議員兼家政相談役兼家令事務取扱として「前田家経済運
営の支柱」であったという。また代わって財政顧問に就任した和田豊治は旧臣出身ではなく，このような
役職をもはや旧臣出身者に限定しない同家の姿勢が窺われる。

２３０ 『華族財産関係資料』上巻，１０５頁。
２３１ 前掲，伊牟田「華族資産と投資行動」第３３表によると，前田家の十五銀行株は１９３２年以降記載がない
が，３７年には再び現れて１,１４０株となっている。同行は破綻により株式を５分の１へ減資し，３７年の利為
所有株も５分の１になっている。

２３２ 同書，５９０頁。
２３３ 利為の人となりについて，簡単には，千田稔『華族総覧』（講談社，２００９年）２０９～２１０頁を参照。
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対応は様々であり，華族世襲財産制度が前田家の例のように打撃を増幅させたという面もあっ

た。また一般に大名華族が旧臣からの情報によって市場を公家華族よりもよく把握していたとも

いえないのであり，前田家は例外的に市場情報をかなり的確に把握していた数少ない大名華族の

一つだったように思われる。同家の，緻密に精査し慎重に行う投資姿勢や厳格な家政管理体制

は，明治前期頃から昭和戦前期まで一貫していた可能性がある。

おわりに

以下，補足を加えつつ，判明した点をまとめよう。

１．藩政期からの資産継承

従来，近世大名は，藩財政とは区別された藩主家ないし藩主個人資産を有し，その蓄積資金を

版籍奉還・廃藩置県後の華族家政に継承した点が指摘されていたが，それがどの程度かは必ずし

も明らかになっていなかった。前田家が藩政期から継承した資金は，その後支給された家禄賞典

禄や金禄公債に比してかなり少なかった。この点は，たいていの大名華族も，現金以外の動産や

東京の屋敷地等は継承しても，おそらく同様だったと思われる。極度の財政難にあった新政府

は，藩政期からの継承資産について甘い査定はしなかったはずである。これに関連して，近世屈

指の豪商であり，近代最大の財閥となる三井も，幕末維新期の営業不振により，営業に関わる純

資産をほとんど喪失しており，不動産を除けば，「近世に蓄積した純資産は，明治以降の発展の

基礎とはならなかったのである。三井にとっては政府との結びつきがすべての始まりだったので

あり，この点三菱と変わりはない」とされている点は興味深い２３４。近代日本における資産家の最

上層を形成する財閥家族と大名華族はともに，資産形成という点で明治初期にほとんど一からの

スタートだったのであり，「政府との結びつき」が決定的に重要だった点も同じであった。もち

ろん有力大名華族に交付された多額の家禄や金禄公債は領主としての既得権の継承であり，この

点がその後企業家とは異なった次のような貴族的な経済行動を可能にしたことはいうまでもな

い。

２．資産運用・投資行動の原理

大名華族はすでに明治一けた代から利殖目的の投資を行っていた点が指摘されているが，前田

家はこの頃旧領の土地集積を若干試みたとはいえ，さほどめだった投資は行っておらず，貸金も

純然たる利殖目的というよりも，主に藩債処分によって苦境に陥った藩政期以来の御用商人に対

して，損失を市場取引ベースで補填する救済的な貸付であったし，それは為替会社および従来の

御用商人を継続利用する前田家にとって必要な措置でもあった。

その後も，政策的保護を受けつつもリスクをとって生産活動を展開した政商・財閥資本と異

なって，華族とくに上層華族は，投資は行ってもレントナー的性格が強かったとみられ，その差

２３４ 粕谷誠『豪商の明治』（名古屋大学出版会，２００２年）４０頁。
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がやがて財閥資本との巨大な資産格差となっていったことはいうまでもない。前田家の場合，明

治１０年代になると，上位株主であることから東京海上保険などへ家職を取締役として派遣する

こともあったが，明治前期において完全に経営支配可能だったのは第十二国立銀行ぐらいであ

り，それも数年で出資を引き上げた。

結局，前田家は，明治初年においては，先祖伝来の家宝類など文化財的動産は別として，金融

資産の蓄積という点では，ほとんど一からのスタートでありながら，１８８０年代半ば頃には２００

万円近くを有する屈指の華族大資産家になっていたが，その蓄積資産は，家禄賞典禄の蓄積と交

付金禄公債に，そこから生じる若干の利子・配当収入を加えたものとして，ほぼ完全に説明でき

るものであった。特殊なあるいは個性的な利殖・事業活動によって大資産家になったわけでは

まったくない。

また岡山池田家のような他の大藩大名華族においては，明治前期においても，不良貸付，家職

の個人的な利害に基づく投資の失敗等もみられたが２３５，前田家は，当主や隠居齊泰のガバナンス

は効いていたし，通達方への貸付は損失となったが，投資方針も「御家の安泰」を優先し，明治

中期以降も，リスク回避的で慎重な資産運用を継続したものと展望する２３６。この点，近年の藩研

究においても，「『御家』は本質的には幕藩体制下での存続だけでなく，幕藩体制と命運をともに

せず，自身の生き残りを目指す生命体」であり，藩政期の「側」財政は，藩主の「御家」存続を

目的としたものという主張は２３７，明治期を対象とした本稿にとっても示唆的である。いかなる戦

略選択が自家に有利かというゲームの中で数百年を生き抜いてきた大名家にとって，廃藩置県後

も，金銭的・経済的利益追求のゲームではなく，「御家の安泰」をめざすゲームが継続したので

ある。

ただし，「御家」とはむろん庶民と同様なたんなる家ではない。もともと藩政期の前田家は支

配下に多くの領民をもち，また膨大な数の藩士を抱えた，森岡清美のいう大イエ有力大名家で

あった２３８。さらに徳川家とも繰り返し，また幕末期には摂家とも婚姻関係をもつにいたる，徳川

将軍家巨大イエ・天皇家大イエとも繋がった家であり，そのような意味で，もともと公的な性格

２３５ 前掲，森田「華族資本の形成と家政改革」３９７頁以下。
２３６ 寄付においても，使用目的を問わないたんなるバラマキではなく，寄付後も前田家がその都度使用の可
否を判断したり，寄付金そのものを管理する場合もあった。たとえば藩祖を祀る尾山神社へは，１８７４年に
非常予備金３千円を寄付したが（表６），これは石川県が保管し，翌７５年に神社が１千円を借財返済に当
てようとしたが，前田家は許可せず，代わりに一時金５００円を寄付しているし，やや後年の例であるが，
１８９８年に同神社に基本財産として国債２万円を寄進したが，国債は前田家が保管し，その利子を毎年東京
から神社へ送金した（前掲『尾山神社誌』２１０頁）。また，前田家１７代当主利建らによれば，総じてこの
ような拡大・攻勢よりむしろ得たものを守るという守勢重視の行動姿勢は，藩祖利家以来の同家のポリ
シーであったとされる（前田利建・酒井美意子『君主学入門』徳間書店，１９７４年）。このような同家のリ
スク回避的な投資姿勢を，プロスペクト理論などの一般的な経済理論で説明しきることはできないであろ
う。それぞれの置かれた社会的文脈に位置づけて，記述・説明することが重要である，と筆者は考える。

２３７ 前掲，伊藤『藩財政再考』３１０頁。
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をもつ「御家」であった。明治維新により公式に領民との関係は切れ，また藩士との主従関係も

廃止されて大名大イエは解体され，それまでの公的性格は消失したが，あらたに創出された華族

とりわけ前田家のような大藩大名華族は上級公家華族とともに近代の天皇家巨大イエの上層を構

成する家となり，また自他ともになろうとした。それが華族制度創出の重要なねらいであり，明

治初年にみられた前田家の婚姻戦略の変更はそれを端的に示している。周知のように近代華族は

種々の特権を有していたが，それは逆に華族の行動を制約するものでもあった。鈴木正幸の指摘

のように，種々の華族特権は「皇室の藩屏にふさわしいとされた特殊義務（身分法上の義務とく

に婚姻養子等の宮内大臣許可制，華族の体面維持義務，世襲財産維持義務，［中略］）の遂行のた

めに与えられたもの」であり，とりわけ上層の旧華族（旧大名・旧公家）は「特殊義務に縛りつ

けられた存在」だった２３９。こうして皇室の藩屏として天皇家の役職等への依頼に応じ，たんなる

資産の維持のみならず家の由緒やそれを裏付ける伝来の文化財的家宝類を継承し，そのためにも

血統を絶やさない義務も自覚し他者も期待するといった意味の公的性格をもった。このように，

私的性格と公的性格を併せ持つ「御家」の安泰をめざすという点は，維新期に制度と内容の曲

折・変化を経ながら近代になっても変わらなかった２４０。

こうして，同家の投資・経済行動は，旧領旧臣の利害よりも，中央政府・華族会館・岩倉など

の意向に沿って行われることになった。もともと徳川幕府は大名に対して改易の権限を有してお

り，近世大名は伝統的なヨーロッパ貴族と外見上似ていても，領主権は強くなかった２４１。さらに

版籍奉還等により領主権が完全に失われるとともに天皇が突出した地位を占めたために，近代日

本の大名華族は，次第に特権が廃止されていく１９世紀ヨーロッパ貴族に比しても，特権・既得

権は大きくなかったと考えられ，それが旧大名の天皇家巨大イエの中への移行をスムーズにし，

彼らの家政運営・投資行動等の戦略選択を一層天皇制国家に寄り添うものにしたと思われる。

「御家の安泰」をめざすゲームの中で，大名家の視線は明治期になると一斉に天皇・中央政府・

華族会館に向き２４２，前田家の場合，旧領の経済活動への投資もそれらの意向を踏まえたもの

か２４３，さもなくば旧藩関係で損失を被っていた金沢為替会社（＝通達方）への貸付を除いてほと

んどは儀礼的なものに近かった。

２３８ 以下，これらの大イエ・巨大イエについては，前掲，森岡『華族社会の「家」戦略』に依っている。こ
こでの大イエとは，オヤコ関係のみならず主従関係によっても結合された，規模の大きい族縁共同体をさ
す（同書，７１頁）。

２３９ 鈴木『近代天皇制の支配秩序』（校倉書房，１９８６年）１７，４２頁。
２４０ 華族制度が廃止された第二次大戦後の現在においても，旧有力華族の公的性格は，なお非公式ながら消
失していない。

２４１ マイケル・L・ブッシュ著（指昭博ほか訳）『ヨーロッパの貴族』（刀水書房，２００２年）２８８頁。
２４２ 前田家の事例であるが，『淳正公年表稿』明治１１年８月２３日の項によれば，この日夜半，本郷邸にお
いて砲声が聞こえた。竹橋事件である。「夜十二時前砲声アリ，直ニ竹橋内出火，各区非常警鐘，従四位公
為伺 天機御参内」と，利嗣は危険を顧みず混乱の中を直ちに天皇のいる赤坂仮皇居に向かったのである。
当時の華族の天皇に対する姿勢がよく示されているといえよう。
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もっともこのような姿勢ないし投資の自律性如何は，大名華族でも，倒幕期の立ち位置，藩の

規模，華族当主の個性・年齢などによっても異なるであろう。前田家の場合，倒幕直前まで幕府

支持派だったのであり，朝廷側につくのが遅れたことがトラウマとなって，以後卑屈なまでに中

央政府の意向に依存しているようにみえる２４４。この点，第十五国立銀行への出資を拒否した鍋島

直大や蜂須賀茂韶のような奔放な華族とは対照的である。

華族史研究においては，「華族資本」という語が定着しつつあるが，とくに大藩大名華族の資

産形成のあり方は，マルクス経済学的な自己増殖していく価値の運動体としての資本とはいささ

か性格が異なり，さらにいえばそうした資本概念に擬えられることにより，実像が歪められてい

る。従来の「華族資本」研究はあまりに経済学的ないし経営学的であり，華族研究にはとくに必

要と思われる，政治・社会・文化面へ目配りが乏しく，その結果，「資本」という認識から，投

資は利殖目的という先入観が強すぎるように思われる。この点，前掲の伊牟田論文のように２４５，

華族は自立した「資本」ではなく，レントナー的資産の所有者にすぎないとする議論に筆者は賛

成であり，明治中期以降の前田家も同様と思われ，同家の天皇制国家に寄り添う形での経済行動

も変わらなかったと展望する。

３．家政管理システム・意思決定システム

版籍奉還・廃藩置県直後頃，旧藩士の姿勢に大きな変化がみられたようである。制度的に主従

関係が廃止されたのみならず旧藩主は知藩事でもなくなった結果，齊泰の言葉でいえば「下が強

くなり」，前田家家政に旧臣が早速介入しようとするばかりか，旧他藩士までたかりにきていた。

家令も手を焼き，家令職の引き受け手がいないなど，１８７６年頃までの家職任用は安定しなかっ

た。

そして１８７６年における金沢士族の上申への対応は，旧家老層の審議を経て行う藩政期的な意

思決定システムを踏襲した。しかしこの頃には，豊富な人材を有する旧臣層から，明治初期の金

沢藩で登用されたような，厳格で実務能力のある家職層を採用し，彼らが当主の意思決定を支え

るようになっていたし，有力華族は名望家の最たるものとはいえ，もはや旧領に責任を負わない

小イエとなった前田家にとって，広く旧臣の意見を聞くことは，彼らの利害を尊重することを意

味するわけでもなかった。すなわち構成者のインセンティブ構造は大きく変化し，いわば自立し

た小イエ華族資産家としての家政管理体制が築き上げられていくのである。

２４３ 北海道開拓をめざして旧臣らが運営した起業社への多額の寄付なども同様である。いうまでもなく士族
授産さらに北海道開拓こそは明治政府の国家的事業であった。

２４４ ちなみに，前掲，長山『加賀藩を考える』第１章３「慶寧の二度の退京」は，昭和初期に前田家のもと
で刊行され，現在も加賀藩研究者の座右の書である『加賀藩史料』は，幕末期の同藩主らはほぼ一貫して
徳川家支持だったことを覆い隠し，あたかも勤王派だったように史料が加工されたり取捨選択して収録さ
れていることを論証し，同時期に刊行された『石川県史』も同様のトーンで記述されていると批判してい
る。

２４５ 前掲，伊牟田「華族資産と投資行動」４９頁。
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そのような安定した家政管理体制が確立されるのは，東北鉄道計画を期に制定した家法條目に

則った運営を開始した１８８２年頃からであり，さらにいえば１８８３年に東北鉄道計画が挫折に終

わってからであった。すなわち，鉄道計画が家政に切迫した緊縮要請をもたらし，家憲制定に

よって，外部の家政評議人による重要事項の審議・監査体制を，華族の中でも早期に形成させ

た。前田家は，当主の意向は重きをなすものの，こうした重層的で慎重な意思決定システムのも

とで，場合によっては政府ぐるみで当主のリスキーな過剰投資を抑制しつつ，富裕なるがゆえに

安定性（「御家の安泰」）を重視する華族資産家として日本経済の成長と並行した発展を実現させ

たと展望される。

（付記）本稿は，社会経済史学会第８５回全国大会（於北海道大学，２０１６年６月）において，

その骨子を報告したものである。本稿作成にあたって，公益財団法人前田育徳会ほかの史料所

蔵機関，関係の方々に大変お世話になりました。また石野友康氏（金沢城調査研究所），池田

仁子氏（同），宮下和幸氏（金沢市立玉川図書館近世史料館），中野節子先生（金沢大学名誉教

授）ほかの方々に，さらに東京大学大学院経済学研究科経済史研究会（２０１７年６月）の際に

も種々ご教示いただいたことを記して，感謝いたします。
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